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第 1 章 包括外部監査の概要 

１. 監査の種類 

 地方自治法第 252条の 37第 1項に基づく包括外部監査 

２. 監査の対象とした特定の事件 

 過去の包括外部監査の措置状況について 

３. 監査実施期間 

 平成 26年 4月～平成 27年 3月 

４. 監査の対象とした期間 

 平成 17年度～平成 24年度の包括外部監査 

５. 特定の事件を選定した理由 

 島根県（以下、県という）の包括外部監査は、平成 11年度から実施され、今年度で

16年目となる。この間、歴代の包括外部監査人によって様々なテーマについて監査

が実施され、監査結果として県の財政について貴重な指摘事項や意見が表明され

てきている。また、それらの監査結果に対して県は、講じた対応を「措置」として取りま

とめ、地方自治法第 252条の 38第 6項の規定によりその内容を監査委員が公表し

ている。 

 包括外部監査に対する措置の内容は、県の財政運営に活かされて初めて真の効

果を発揮することができることは言うまでもない。また、同様な問題を再発させず、県

の行政の効率化等につなげていくためには、措置は表面上の対応でなく原因の改

善にまでさかのぼったものである必要がある。つまり、措置が形骸化してしまっては県

の行財政における包括外部監査の意義がなくなる。 

 これまでの包括外部監査においても、個々の事例について過去の監査の措置状

況を検証することは行われているが、網羅的な振り返りは行われていない。 

 そこで、今年度監査においては、過年度の包括外部監査結果がどのように取り扱

われたかを分析・評価し、採られた措置が監査人の意図と整合しているか、「措置済

み」と判断する根拠は妥当であるかなど、包括外部監査の効果を過去の監査人たる

諸先輩方に代わって外部から再度検証することが必要であると判断した。 
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 とりわけ、県では、平成 19年度監査分以降の措置のうち、対応を「検討中」であると

公表した事項については、「措置済み」となるまで、公表以降の年度も継続的にフォ

ローアップを行う自主的な仕組みが運用されており、それも含めた県の包括外部監

査結果に対する受け止め方や対応状況を個々の監査結果の検証を通じて総合的

に評価していくことは今後の行財政運営の効率向上に対し有意義であると判断し

た。 

 ところで、地方公共団体の監査制度については、平成23年1月に公表された総務

省の「地方自治法抜本改正についての考え方」によって抜本的改革が検討されてお

り、これまでの包括外部監査の効果についてここで一度総括をしておくことは、今後

さらに監査機能を充実強化して地域主権（地方分権）を推進するための知見として、

島根県からの情報発信としても重要となると思われる。 

 以上が、特定の事件として「過去の包括外部監査の措置状況について」を選定し

た理由である。 

６. 監査の体制 

 監査委員との協議を経て、以下の者を補助者とした。 

  峠田 晃宏 （弁護士） 

  森脇 俊樹 （公認会計士） 

  高橋 七子 （有識者） 

７. 利害関係 

包括外部監査の対象とした事件に関し、包括外部監査人および補助者は地方自治

法 252条の 29に規定する利害関係はない。 

 

８. 監査の方法 

(１)監査の視点 

 ・措置済みとしている理由が妥当か 

 ・措置が指摘の趣旨と合っているか 

 ・措置内容に具体性があるか 

 ・措置の効果が現在まで継続されているか 

 ・措置による制度の変更が規程などの形で明確になっているか 

 ・包括外部監査に対する措置を取り扱う手続が明確になっているか 
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(２)主な監査手続 

・平成 17年度から 24年度までのすべての県の包括外部監査への措置状況を閲覧 

・その中から重要と思われる項目「重点監査項目」を上記「監査の視点」に従って抽出 

・抽出された措置状況について、現状を確認するための質問を作成 

・作成された質問を責任部署にヒアリング 

・ヒアリングの結果や入手資料からさらに追加質問を作成し、再度ヒアリングを実施 

・さらなる疑問点については文書ベースで照会し、回答を得る 

・提出された資料やデータの信頼性を、サンプリングにより必要に応じ証憑と突合 
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第 2 章 監査の結果及び意見の概要 

１. 監査対象となった過去の監査テーマ 

島根県の包括外部監査は、平成 11年度から実施されているが、今回措置状況の検証を

行うに当たり、時間の経過による環境変化も踏まえ、検証することに意味のある期間として、

平成 17年度～平成 24年度の監査に絞ることにした。この期間における監査テーマは以下

のとおりである。 

監査年度 テーマ（特定の事件） 外部監査人 

平成 17年度 １．島根県の委託料について 

２．島根県土地開発公社について 

錦織正二 

（弁護士） 

平成 18年度 １．県税の賦課徴収事務について 福田龍太 

（公認会計士） 

平成 19年度 １．商工労働部における補助金及び貸付金について 福田龍太 

（公認会計士） 

平成 20年度 １．島根県及び島根県の外郭団体の借入金（金利に

関することその他付随事項を含む）・偶発債務・債

務負担行為 

２．外郭団体の資産運用 

熱田雅夫 

（弁護士） 

平成 21年度 １．債権の管理・回収について 

２．山陰本線高速化募金事業 

熱田雅夫 

（弁護士） 

平成 22年度 １．ヒューマンリソースの育成及び評価、それらの双方

向性について 

池田明 

（公認会計士） 

平成 23年度 １．国の経済対策に伴い造成した基金について 池田明 

（公認会計士） 

平成 24年度 １．出資等法人に関する財務事務について 

・有価証券及び預金の資産管理の問題点 

・指定管理者制度に関する制度の整備・運用状況 

野津孝義 

（弁護士） 
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２. 県の包括外部監査に対する措置のしくみについて 

(1)制度概要 

県では、現在、政策企画監室が包括外部監査への対応の取りまとめを行っている。平

成 21年度(平成19年度監査分)以降、政策企画監室は、知事の指示を受けて、措置状況

の取りまとめを行うだけでなく、措置が完了するまで毎年度、フォローアップを行っている。 

具体的な監査対応の流れは以下の図のとおりとなっている。  

 

 

(2)措置までの期間について 

監査報告から措置状況を公表するまでの期間は各年度以下のとおりであり、政策企画

監室の監査対応手順が確立した平成 19年度監査以降、措置対応について各課との調

整のスピードアップが図られており、公表までの期間は短縮される方向にある。 

年度 監査報告から措置公表までの期間 

平成 17年度 1年 2 ヶ月～3 ヶ月（2回に分けて公表のため） 

平成 18年度 11 ヶ月 

平成 19年度 8 ヶ月 
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平成 20年度 11 ヶ月 

平成 21年度 8 ヶ月 

平成 22年度 8 ヶ月 

平成 23年度 7 ヶ月 

平成 24年度 7 ヶ月 

 

 (3)フォローアップにおける措置状況の具体的取扱い 

県では、フォローアップ段階において、その年度に行われた措置対応を評価し、以下

の 4つに区分している。各措置項目は、ア）またはエ）に区分されるまで、各課に対して措

置対応を求めている。 

ア）実施済み 

すでに実施済みあるいは実施中のものや、一定の対応は実施済みでさらに対

応を強化している項目。この時点でフォローアップ対象外となる。 

イ）実施予定 

「今後○○を行う」「○○までに調査する」「○○したい」のような実施予定の項

目。これらの事項の実施状況、結果を記載させる。とくに新たに制度を構築したも

のなどは、その後の状況を各部署に具体的に記載させる。 

ウ）検討する 

「検討予定（する）」とした項目。その検討結果とその実施予定について各部署

に記載させる。 

エ）その他 

①「監査意見に基づく対応は行わない（行えない）」とした項目。理由と、その

後の状況について確認をし、理由が妥当であり状況変化がないと認めた場

合はフォロー対象外とする。 

なお、状況や考え方が変化した場合は再度フォロー対象とする(現在まで

この事例はない)。 

②措置状況報告において監査意見の対象となった事案が制度改正や法人の

解散などにより、問題点が解消されたり事案そのものが消滅した項目。これ

もフォロー対象外とする。 

 

 なお、参考までに、政策企画監室がフォローアップの際に使用している帳票例を次のペ

ージに掲げた。 
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【図表１】 

フォローアップの際に全体の整理に政策企画監室が実際に用いている帳票の例 

（平成 24年度監査のフォローアップの例） 
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３. 重点監査対象の抽出 

今回の監査では、監査対象期間である平成 17年度から 24年度までのすべての監査

結果について検証することはせず、重点監査対象を絞った上で、それについて詳細な監

査手続きを実施した。これは、それぞれの措置について、深く掘り下げた検証を行うという

目的に対して、人員や時間などの監査資源の制約があり、効率的に検証を行わなければ

ならなかったためである。 

下記の通り、県が措置を行うに当たって設けた区分に従って措置項目すべてを合計す

ると 353項目に上った。そこで、我々は、すべての措置内容を第 1章 8.(1)「監査の視点」

に対応した次の 5項目で評価し、これを重要性の判断基準として、それぞれの措置内容を

評価した。 

①「検討する」との回答で措置済みとしている可能性がある 

②措置の趣旨が前監査人の指摘した趣旨とずれている可能性がある 

③措置内容に具体性がないと思われる 

④措置の効果が現在まで継続しているか疑念がある 

⑤規程等の整備状況に疑念がある 

年度ごとに、それぞれの基準に当てはまるものは以下のとおりであり、「いずれかに当て

はまるもの」を重要と判断し、計 92項目を「重点監査対象」として抽出した。 

 

 

  

 過
去
監
査
措
置
総
数 

①
検
討
で
措
置
済
み 

②
趣
旨
不
整
合 

③
具
体
性
な
し 

④
措
置
の
継
続
性 

⑤
規
程
等
の
存
在 

（参
考
） 

延
べ
数 

重
点
監
査
対
象 

平成 17年度 65 3 1 7 8 10 29 21 

平成 18年度 68 0 0 3 3 6 12 11 

平成 19年度 22 0 3 4 5 0 12 7 

平成 20年度 42 1 1 4 3 1 10 9 

平成 21年度 68 15 0 11 8 8 42 21 

平成 22年度 21 1 0 0 1 2 4 3 

平成 23年度 7 0 0 2 1 1 4 2 

平成 24年度 60 2 4 6 0 10 22 18 

合計 353 22 9 37 29 38 135 92 
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４. 評価基準 

 今回の監査では、重点監査対象のそれぞれについて、次の基準で評価を行った。 

 

【是正済みか否か】 

 前監査人の指摘に対し、前監査人の指摘の趣旨に整合した方向で措置がなされている

か否かの評価である。以下の 2つに分けて記載している。 

 「是正済」（「済」と記載） 

前監査人の指摘に整合した措置がなされており、全く現監査人として意見のない場合 

 「是正されていない」（「未」と記載） 

前監査人の指摘・意見に沿った措置が行われていない場合。 

前監査人の見解が【意見】（区分のない場合は「…することが望ましい」旨の報告）であ

っても、措置内容がその意見等に沿っていない場合、ここに分類している。 

 

【今後の改善の余地があるか】 

監査人として、県の財政や財務に関する効率性、有効性、経済性の観点から今後追加

で、あるいは引き続き、改善の余地があるか否かの評価である。 

改善すべき、あるいは改善することが望ましい、と判断したものを「あり」と示している。 

なお、「是正済み」であっても、今後さらに改善を図ってほしいと考えた項目についても

「あり」と示している。 

逆に、「是正されていない」と評価しても、それが監査時以降現在までの事務処理や行

政・制度の環境変化、もしくは近い将来にそれが予想されるために現在まで県の対応がな

されていなくてもやむを得ないと判断したものは、「なし」と示している。 

 

【指摘事項・意見区分】 

上記で改善の余地があるとした項目について、現監査人として今後県に改善を求める

レベルを次の 2つに分けた。なお、過去の監査人が「意見」としている項目であっても、わ

れわれ現監査人がこれまでの期間の対応状況、現在の環境などから必ず改善をすべきと

考えた事項は「指摘事項」としている。また逆に、過去は「指摘事項」となっていても、我々

としてはそこまで重要性がないと考え「意見」とした項目もある。 

 「指摘事項」…必ず改善をする必要がある 

 「意見」…改善がなされることが望ましい 
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５. 監査結果のまとめ 

 92項目の重点監査対象について、前監査人の見解、県としての措置・対応状況、われわ

れ現監査人の見解をまとめると次のようになった。なお、対象年度のすべての措置（353項

目）に対して、【年度-連番】の形で番号を付している。たとえば、平成 17年度の 4番目の指

摘に対する措置を【17-04】と表す。なお、本章 7．指摘事項及び意見の総括(全般的意見)

における指摘内容も表末尾に追加した。 

他の各記載内容の意味についてはここまでで示したとおりである。 

年

度 
No. 項目 

前
監
査
人
の
指
摘
・意
見

区
分 

県
の
措
置
・対
応
（
政
策

企
画
監
室
の
評
価
） 

現監査人の評価 

是正

済み

か否

か 

今後

の改

善の

余地 

現監査

人の指

摘・ 

意見区

分 

平

成

17

年

度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17-04 観光動態調査業務委託 ― ― 済 あり 意見 

17-05 観光動態調査業務委託 ― ― 済 なし ― 

17-06  観光動態調査業務委託 ― ― 済 なし ― 

17-07 観光動態調査業務委託 ― ― 済 あり 意見 

17-10 島根県土地開発公社への委託 

用地取得事務 中国横断・山陰自動車

道用地取得事務委託 

― ― 済 あり 意見 

17-11 島根県土地開発公社への委託 

用地取得事務 公共土木事業用地取得

事務委託 

― ― 済 なし ― 

17-12 島根県土地開発公社への委託 

用地取得事務 公共土木事業用地取得

事務委託 

― ― 済 なし ― 

17-13 島根県土地開発公社への委託 

土木工事請負 県立中海水中貯木場浚

渫工事業務委託 

― ― 済 なし ― 

17-14 島根県土地開発公社への委託 

土木工事請負 県立中海水中貯木場浚

渫工事業務委託 

― ― 済 なし ― 

17-15 島根県土地開発公社への委託 

土木工事請負 歴史民俗博物館調整池

及び下水道工事業務委託 

― ― 済 なし ― 
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平

成

17

年

度 

17-19 島根県土地開発公社への委託 

安来市浦ヶ部住宅団地に係る問題点 
― ― 済 なし ― 

17-21 島根県土地開発公社への委託 

「売れない土地」の問題への取り組み 
― ― 未 あり 意見 

17-33 土地開発公社組織の問題点と今後のあ

り方 
― ― 未 あり 意見 

17-34 土地開発公社組織の問題点と今後のあ

り方 
― ― 未 あり 意見 

17-36 情報政策課の「委託」 システム開発、

運用・保守業務委託 
― ― 済 なし ― 

17-37 情報政策課の「委託」 システム開発、

運用・保守業務委託 
― ― 済 あり 意見 

17-58 公の施設の管理運営に関する委託（指

定管理者制度への移行） 

県営住宅管理委託 

― ― 済 あり 意見 

17-59 公の施設の管理運営に関する委託（指

定管理者制度への移行） 

県営住宅管理委託 

― ― 済 なし ― 

17-61 委託の成果のフィードバック ― ― 済 あり 意見 

17-63 合理的な積算 ― ― 済 なし ― 

17-64 委託先見直しのルール化 ― ― 済 あり 意見 

平

成

18

年

度 

18-04 徴税吏員証・検税吏員証 意見 ― 済 あり 意見 

18-05 領収証書綴り 指摘 ― 済 なし ― 

18-13 個人事業税 賦課事務 意見 ― 済 なし ― 

18-15 個人事業税 無申告者に対する捕捉 意見 ― 済 なし ― 

18-17 個人事業税 分割事業者 意見 ― 済 なし ― 

18-20 法人県民税・法人事業税 申告納付に

関する事務手続き 
指摘 ― 済 なし ― 

18-24 法人県民税 均等割の課税免除 意見 ― 済 なし ― 

18-38 自動車税  身障者減免 意見 ― 済 なし ― 

18-39 自動車税   住所移転時 意見 ― 済 あり 意見 

18-63 徴収事務  執行停止の取消 指摘 ― 済 なし ― 

18-65 徴収事務  特例滞納整理 意見 ― 済 なし ― 

平

成

19

19-01 島根県観光連盟補助金 ― ア 済 あり 意見 

19-05 島根県観光連盟補助金（台湾人観光誘

致促進事業補助金を含む） 
― ア 済 なし ― 
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年

度 

19-07 独立行政法人日本貿易振興機構松江

貿易情報センター運営費補助金 
― ア 済 あり 意見 

19-08 境港貿易振興会事業費補助金 ― ア 済 なし ― 

19-14 県民との協働による島根づくり事業補助

金 
― ア 済 なし ― 

19-15 県民との協働による島根づくり事業補助

金 
― ア 済 あり 意見 

19-17 島根県商店街振興組合指導事業費補

助金 
― ア 済 なし ― 

平

成

20

年

度 

20-01 島根県全体（外郭団体を含む）の将来負

担を網羅した会計情報の提供の必要性  

島根県信用保証協会 

― ア 未 あり 指摘 

20-02 島根県全体（外郭団体を含む）の将来負

担を網羅した会計情報の提供の必要性  

島根県信用保証協会 

― ア 済 なし ― 

20-14 土地開発公社 資産運用と借入のバラ

ンス 
― ア 未 なし ― 

20-15 土地開発公社 借入にかかるキャッシュ

アウトの抑制 
― エ 済 あり 意見 

20-17 土地開発公社の方向性 ― ウ 済 あり 意見 

20-21 (株)島根県食肉公社 退職資金 ― エ 済 なし ― 

20-23 島根県信用保証協会 基本財産及び出

資比率 
― ア 未 あり 指摘 

20-24 出雲空港ターミナルビル(株) 資産運用 

運用規程の制定 
― エ 未 あり 意見 

20-25 石見空港ターミナルビル(株) 資産運 

運用規程の制定 
― エ 未 あり 指摘 

平

成

21

年

度 

 

 

 

 

21-06 改善策の「実行管理」 ― ア 済 なし ― 

21-11 貸付金管理回収業務の担当課 ― ア 済 あり 意見 

21-12 類似した貸付金についての管理手法の

集約（全庁での対応） 
― ア 済 なし ― 

21-13 「理学療法士及び作業療法士修学資金

貸付金」における改善措置 
― ア 済 なし ― 

21-14 不適切事案を受けて県が行った対応 

県の実施した調査 
― エ 済 あり 意見 

21-20 債権現在額報告書の作成方法等 ― ア 済 なし ― 
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平

成

21

年

度 

21-21 債権に関する報告書類 ― ア 未 あり 意見 

21-26 農業参入意向企業調査研究支援資金 

免除申請 
― ア 未 なし ― 

21-27 農業参入意向企業調査研究支援資金 

債権管理台帳の正確な管理・運用 
― ア 未 なし ― 

21-28 農業参入意向企業調査研究支援資金 

貸付を受ける企業の「確実性」 

「農業参入の意思がある程度以上確実

な企業」の判断基準 

― ア 済 なし ― 

21-31 農業参入意向企業調査研究支援資金 

『調査研究支援事業実績報告書』のあり

方 

― ア 済 なし ― 

21-32 農業参入意向企業調査研究支援資金 

事業の全体像を示す「数値」の検証 
― ア 済 なし ― 

21-33 農業参入意向企業調査研究支援資金 

事後検証を前提とした記録、結果の必要

性 

― ア 済 あり 意見 

21-34 農業参入意向企業調査研究支援資金 

『農業経営計画書』に誤りがあった事例 
― ア 済 なし ― 

21-35 農業参入意向企業調査研究支援資金 

法令等の作成にあたって留意すべきこと 

対象範囲 

― ア 済 なし ― 

21-36 農業参入意向企業調査研究支援資金 

法令等の作成にあたって留意すべきこと 

目的の明記 

― ア 済 なし ― 

21-44 林業就業促進資金貸付金  債権放棄

の基準 
― ア 済 なし ― 

21-46 母子福祉貸付金・寡婦福祉資金貸付金 

債権管理の状況 
― ア 未 あり 意見 

21-47 母子福祉貸付金・寡婦福祉資金貸付金 

債権放棄・不納欠損処理の基準 
― ア 済 なし ― 

21-63 山陰本線高速化募金事業 募金委員会

への貸付金の適格性 
― エ 済 なし ― 

21-67 不納欠損処理の基準策定 ― ア 済 なし ― 

平

成

22-07 島根県教職員評価制度 意見 ア 済 あり 意見 

22-10 島根県教職員評価制度 意見 ア 済 あり 意見 



16 
 
 

22

年

度 

22-21 教育職員用のパーソナルコンピュータ代

替機 意見 ア 済 あり 意見 

平

成

23

年

度 

23-04 県産品販路拡大事業  委託契約による

概算支払金清算金の返納未納とその防

止 

意見 ア 済 あり 意見 

23-05 島根県安心こども基金 保育所等整備

支援事業 補助金申請書類に添付する

工事費等の見積書詳細内訳 

意見 ア 済 あり 意見 

平

成

24

年

度 

24-01 出資等法人の預金運用に関する県の監

督 
指摘 ― 済 あり 意見 

24-02 出資等法人の有価証券運用に関する県

の監督 
意見 ― 済 あり 意見 

24-05 出資等法人による共同運用体制構築の

斡旋導入 
意見 ― 未 あり 意見 

24-06 指定管理者制度について 選定手続等

の共通事項の標準規定の整備・公開 
指摘 ― 済 なし ― 

24-07 指定管理者制度について 公募期間の

伸長 
指摘 ― 済 なし ― 

24-08 指定管理者制度について 選定基準等

の公表時期 
指摘 ― 済 なし ― 

24-09 指定管理者制度について  外部委員の

選定基準の公表と外部委員比率向上 
意見 ― 済 なし ― 

24-10 指定管理者制度について 選定手続等

の共通事項の標準規定の整備・公開 
指摘 ― 済 なし ― 

24-11 指定管理者制度について 指定管理料

積算の考え方を共有できる手法 
意見 ― 済 なし ― 

24-12 指定管理者制度について 非公募の要

件・基準の公開 
意見 ― 済 なし ― 

24-18 財団法人しまね海洋館の有価証券運用 意見 ― 済 あり 意見 

24-19 財団法人しまね海洋館の預金運用 指摘 ― 未 あり 意見 

24-20 公益財団法人しまね国際センターの有

価証券運用 
指摘 ― 済 あり 意見 

24-46 公益社団法人島根県水産振興協会の

積極的な投資の必要性 
意見 ― 未 なし ― 

  



17 
 
 

 24-48 財団法人島根県体育協会の有価証券

運用 
指摘 ― 済 あり 意見 

24-51 公益社団法人島根県畜産振興協会の

価証券運用 
意見 ― 未 あり 意見 

24-54 島根県土地開発公社の資金運用リスク 意見 ― 未 なし ― 

24-59 社団法人島根県林業公社の抜本的対

策 
意見 ― 済 あり 意見 

全

般 

7．(2) 措置の水平展開がなされていない ― ― ― あり 意見 

7．(4) 「改善する」「留意する」旨の措置で措置

済みと扱っている 
― ― ― あり 意見 
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６. 年度別監査結果（統計的なまとめ） 

上記の監査結果を年度別にまとめると以下のようになる。なお、前監査人の指摘・意見区

分は集計しておらず、本章 7．の全般的意見もここには含めていない。 

この結果、重点監査対象全体の 81.5%は、現監査人としても「是正されている」と認めるこ

とができる。反面、県として是正済みとしたもの(②)の中で、是正されていないと思われる項

目も7項目あった。また、「是正されていない」の中には、過去の監査以降、事業の状況が変

化したため、今回の監査では「検証ができなかった」ものや、制度変更があったり、あるいは

近い将来に予定されていたりするため、「是正されていなくともやむを得ない」ものが含まれ

ているため、単純に「是正されていない」項目が県の怠慢を示すものではないことに充分注

意されたい。また逆に、前監査人の指摘に対しては形式的には措置されているため「是正さ

れている」と評価したものの、指摘の趣旨を踏まえれば是正が不十分であるもの（【19-07】な

ど）もあり、単純に「是正されている」項目も必ずしも県の良好な措置を示すものではない点

にも充分注意されたい。 

年度別にみると特に平成 20年度が低い是正率となっているが、これは、外郭団体につい

ての対応の難しさや取り組みの不統一などによるものと考えられる。詳しくは後述する。 

なお、フォローアップを開始した平成 19年度監査以降とそれ以前とで県の措置状況に大

きな差は見られなかった。 

 
(注 1)県としては措置済みとしているものの中で、現監査人としては措置が完了していないと判

断したものの数 

(注 2)平成 17年度、18年度についてはフォローアップの制度導入前である。平成 24年度に

ついてはフォローアップがまだ行われていない。 

  

① ② ③ ②／① ④

平成１７年度 21 18 3 85.7% (注２) (注２) 10 0 10

平成１８年度 11 11 0 100.0% (注２) (注２) 2 0 2

平成１９年度 7 7 0 100.0% 7 0 3 0 3

平成２０年度 9 4 5 44.4% 4 3 6 3 3

平成２１年度 21 17 4 80.9% 19 4 5 0 5

平成２２年度 3 3 0 100.0% 3 0 3 0 3

平成２３年度 2 2 0 100.0% 2 0 2 0 2

平成２４年度 18 13 5 72.2% (注２) (注２) 9 0 9

計 92 75 17 81.5% 35 7 40 3 37

改善
の余
地が
ある
もの

年度

現監査人の見解

うち
意見

重点監査
対象

前監査人の意見に対する現在の措置状況

現監査人評価

是正され
ている

是正され
ていない

是正率 県として
措置済み

(参考）

うち是正さ
れていない

(③に含ま
れるもの）

うち
指摘
事項
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７. 指摘事項及び意見の総括（全般的意見） 

（１）フォローアップのしくみは運用されている 

島根県では、平成 19年度監査分より、政策企画監室が包括外部監査及び監査委員

監査で指摘された事項のフォローアップを行っている。 

包括外部監査の指摘事項への対応手続については、「２. 県の包括外部監査に対す

る措置のしくみについて」でフロー図も掲げて示したとおりであるが、基本的に 3月に知事

に提出された包括外部監査の報告を受けて、各部署からの措置状況を政策企画監室が

取りまとめ、同じ年の（次年度）9月に「包括外部監査の結果に基づき講じた措置」（以下、

「講じた措置」と称す）として全体の状況を監査委員に対して報告する。監査委員は「講じ

た措置」の内容を県報に公表する。その「講じた措置」のうち、措置方針が決まっていない

もの、及び措置方針は決まっているが実施されていない（実施予定）のものの進捗状況に

ついて、政策企画監室は次年度よりフォローアップを開始する。フォローアップの時期は

原則として毎年度末であり、その結果を知事及び監査委員に報告している。フォローの結

果、2．(3)に示した 4つの区分で言うところのイ）「実施予定」やウ）「検討する」のものがあ

れば、すべての指摘がア）「実施済み」、または、エ）「その他」に区分されるまで、毎期、担

当部署に対して現在の措置状況について回答を求めることとしている。 

このように、「講じた措置」についての自主的なフォローアップ体制が制度として確立し

ており、包括外部監査への対応が各部署によって採られた措置で終結するわけではない

点は高く評価できる。このことによって、少なくとも「実施予定」や「検討する」の状態で指摘

事項がうやむやにされる可能性は低くなる。こうした取り組みもあって、今回の重点監査対

象では、さらに改善を要する項目がそれほど検出されず、過去の包括外部監査について

は全体としてよく措置されていると結論付けることができる。 

 しかし、過去の監査人の指摘の趣旨を踏まえた十分な対応がとられているかと言えば、

必ずしもそうとは言い切れない項目もいくつかあり、それについて以下で述べることにす

る。 

 

（２）措置の水平展開がなされていない【意見】 

  例：出資法人の資金運用規程の整備  【24-48】→24-18、19へ 

    随意契約見直しルール 【17-64】→17-04へ 

今回の重点監査対象の中で、同じ年度内に、あるいは異なる年度で、同じ趣旨の指摘

が複数の部署に対してなされている場合がある。その中で、特定の部署は進んだ対応を

取っているが、他の部署では対応のレベルが低いものが見受けられた。よく言われるように、

行政組織など、上下関係がはっきり形成された大組織においては、縦のコミュニケーション

（上位組織から下位組織へ、上司から部下へなど）は充分とられるが、横のコミュニケーショ

ン（部署間、及び同級の職員間でのコミュニケーション）は希薄になりがちである。島根県

においてもこのことは例外ではない。部署のヒアリングを行った際にも、「それはあの部署で
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はこのようにうまくやっていたのに、なぜ情報を共有しないのか」と感じる場面も多かった。

部署が異なれば、利害を異にする団体のように感じた。 

 県は、措置状況のフォローアップを行っているのであれば、上記ア）の「実施済み」の項

目であっても、単に実施済みと評価して終わるのではなく、措置としてなされた対策のルー

ル化を行い全庁への徹底を図ったり、好事例、いわゆる「ベスト・プラクティス」を全庁に共

有したりして、その取り組みを最大限生かすよう努めるべきである。さらには、過去に「措置

を行わない」とし、フォローアップをエ）の評価で完了した項目も、後年度の措置内容を適

用しうるケースもある(例：【24-48】を【20-24】や【20-25】などへ適用可)。これらのことによっ

て、全庁的に効果が波及すれば、県全体の財政に資するものと考える。 

 もちろん、中には共有化がうまくいっている事例もある。例えば、【21-12】にあるように、指

摘に基づき、「島根県会計規則」の改正や、「債権管理マニュアル」「権利放棄の提案基準」

「債権管理会社への外部委託について」などの制定がなされ、全庁の債権管理ルールの

共有化がなされている。この点は評価をしておきたい。 

 

（３）監査人の意図と異なる対応がなされ、フォローアップでもそれを追認している 

   例：【20-01】、【20-14】 

  過去の監査人は県全体の財政の健全化や、効率性、有効性、経済性（３E）の観点、あ

るいは県民への分かりやすい財政状態の開示など、指摘を行うに際しては何らかの意図

を持った指摘を行っている。 

 しかし、重点監査対象の中には、意図的でないにしろ、その監査人の意図に対する真正

面からの回答とはなっておらず、対応の焦点がずれている項目も見られた。個別の指摘と

して詳しく記載しているが、【20-01】の例では、「信用保証協会を連結対象としない理由を

明確にする必要がある」という指摘に対して、「出資比率の定義について記載を行った」と

いう対応で対応済みとなっている。県の意図は連結対象としない理由が「信用保証協会へ

の出資比率は、出資比率の基準に満たないから」ということであろう。それならまずはそれ

を明確に開示すべきである。過去の監査人は県民への財政情報開示の点から信用保証

協会を連結バランスシートに含めるべきであるが、含めないのであればその理由を開示す

べき、と指摘しているのであるが、その是非について真正面からの対応とはなっていない。 

また、政策企画監室によるフォローアップも、同じ県組織の取り組みが評価対象である

ため、なかなか「監査人の意図を徹底させる」というところまではできていない。ただ、本来

その意図の徹底は監査を行った者が行うべき評価である。内部のフォローアップにそこま

で求めるのは酷であり、これまでの政策企画監室の対応はじゅうぶん真摯なものと捉えて

よいであろう。 
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（４）「改善する」「留意する」旨の措置で措置済みと扱っている【意見】 

   例：【21-28】、【21-31】、【21-35】など 

 県は、ア）の「実施済み」、あるいはエ）の「行わない（行えない）」または「事案の消滅」とな

るまでフォローアップをするとしているが、今回の重点監査対象の中には、「改善する」や

「留意する」との報告内容をもって、ア）の「実施済み」と結論付けている項目もあった。 

 県のフォローアップにおいては、政策企画監室のマンパワー上、実際に措置状況がなさ

れていることを現場に対して証拠を求めて確認する作業をすべての措置に対して行ってい

くには限界があるため、予算が付けられたり、条例や規則が制定されたりして、今後、措置

が確実になされると推定すれば、明確に措置の実施自体を確認しなくとも「実施済み」とす

る場合もあることは充分理解できる。 

しかし、上記の例ではそうではない。「記録を残すよう改善する」や「判断ができるよう留

意する」など実施の確実性が確かでないものについて「実施済み」としてその後のフォロー

アップを行っていない。どこまでの状況で OK とするかの基準が揺らぐようでは、せっかくフ

ォローアップのしくみがあっても信頼性に欠けることになる。なお、現在は、政策企画監室

において、このような例が実施済みと処理されないように事前整理をしたうえでフォローア

ップを行っており（P.9【図表１】のとおり）、引き続き適切に取り組んでいくことを望む。 

 

（５）解決困難なテーマについては表面上の措置で措置済みとする傾向がある 

   例：【17-21】、【17-33】、【24-59】など 

今回の重点監査対象の中には、土地開発公社や林業公社など、多額の借入金を抱え

ている組織に対して売れ残っている資産の処分を含めた健全化や抜本的な計画策定を

提言している指摘もある。 

県は外部の検討委員も入れて、健全化計画や長期の経営計画を策定してはいるが、結

果的に設定した目標がほとんど達成できなかったり、人間の寿命を超えるほどの長期計画

であったりと、実現可能な抜本的な計画と言えるものではない。どうしても過去の政策目的

や過去に支出した多額の開発費に縛られているように思えてならない。 

多額の借入金は、将来にわたって歳出を拘束するものである。また金利も、県がいかに

その団体に対し減免しようと、県が対外的に支払う金利が減免されるわけではなく、「県グ

ループ」としての負担が減るわけではない。未来世代が使いたいと思う使途があっても、

我々の世代が必要と考えていた工業団地開発や造林事業などに予算が使われ続けるの

である。祖父が高級外車を買うために借りた借金を、街にガソリンスタンドが無くなった水素

自動車時代の孫が払わされるようなものではないだろうか。 

解決困難であっても、我々の世代の課題は我々の世代の負担で解決していかなければ

ならない。そして未来の世代が水素自動車を買えるようにすべきであり、県はそのための

根本的な対策をとることを期待する。 
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第 3 章 平成 17 年度監査について 

１．島根県の委託料について 

 

この章以下では、各年度の監査に対応してそれぞれの重点監査対象について、以下の【凡例】の

ような様式に従って述べることとする。 

 

【凡例】 

No. 重点監査項目の番号【年度-連番】 部局名 措置を行った部局名 

概要 過去の監査人（以後、前監査人と称す）の指摘、意見の概要 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 当該項目が指摘事項であったか、意見であったか 

前監査人の

見解 

主に県のフォローアップ資料から引用したが、充分でない場合は監査報告書

から直接引用した。なお、長いため要約して記載したものもある。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 措置が複数年度に行われている場合もすべて記載した。 

公表された「措置状況」に加え、県のフォローアップ資料から引用した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 「是正されている」または「是正されていない」で記載 

今後の改善の余地 「あり」または「なし」で記載 

指摘事項・意見区分 「指摘事項」または「意見」で記載。上記が「なし」の場合は「―」

を記載している。 

妥当性判断の理由及び

結果・意見の内容 

上記結論に至った理由や具体的な内容を記載している。 
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No. 17-04 部局名 観光振興課 

概要 観光動態調査の委託料の積算が業務量からかけ離れており、不適切であ

る。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

『平成 16 年 島根県観光動態調査結果表』（全 78 頁）のうち「Ａ．観光

客数調査」と「Ｂ．観光地点アンケート調査」の集計・分析の業務量は、内

容と量を考えると１名がまるまる１年間かかるような業務量ではないと思

われ、観光開発公社人件費部分が過大に積算されていると考える。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

市町村合併や実施方法の効率化等に伴う業務量の減少を踏まえ、平成１８

年度は人役を減らし委託を行っている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

当時は島根県観光開発公社への随意契約であったが、現在は指名競争入札

により行われている。 

当時の監査では、集計・分析業務に 1 名がまる 1 年かかるような計算とな

っていることが問題となっていたが、現在では集計・分析業務は人役計算が

ベースとなっており、この部分の委託料は職種を考慮しない日数で現在 79

人日である。積算書で単純比較すると金額にして約 52％が削減されている。

また、委託金額全体としても 22％減少しており、指摘の状況は是正された

とみることができる。 

しかし、一般競争入札に移行した平成 21 年以来、6 年連続して同一業者

が受託していることは、次の 2 点で検討の余地がある。 

まず、競争性確保の点である。県はこの状況を踏まえ、「平成 25 年度から

は指名競争入札に切り替え、県東部『測量及び建設コンサルタント業務』の

入札参加資格者に対して入札への参加を促して」きており、結果的に 25、

26 年度ともそれまでと同じ業者が落札したものの、競争性確保には法律の

範囲内で最大限の配慮がなされている。 

次に、業務品質の点である。すべての業務は効率の面だけで語ることはで

きず、品質が高いことが大前提である。観光動態調査業務が、アンケート調

査とそれへの解釈で成り立っているとすれば、品質は得られたデータの解釈

の部分に現れるであろう。現在の業者の業務品質が満足のいくものであった

としても、バックグラウンドの違う組織の眼による解釈が入れば、県の観光
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施策に新たな視点を提供する可能性も考えられる。つまり、さらに効果を上

げるために定期的に「違う眼」を入れていくことも必要であると考える。 

具体的には、同一業者による受託に最大何年と期限を設けるなどして、定

期的な指名替えを行うことも一つの方法として検討されたい。 
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No. 17-05 部局名 観光振興課 

概要 観光動態調査の委託先からの見積書に内訳を添付させるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

見積内訳を提出させていないということは、積算の妥当性を検討していな

いということである。詳細な見積内訳の提出を求めた上、積算の妥当性の検

討がされるべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

平成 18 年度の委託は、詳細な内訳を記載した見積書を提出させている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

当時は島根県観光開発公社への随意契約であったが、現在は指名競争入札

により行われている。このため、現在は見積書はなく、業務内容等を勘案し

た仕様書を基に、公共工事設計労務単価表、業務委託積算基準で定められて

いる単価を用いて設計額を積算している。 
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No. 17-06 部局名 観光振興課 

概要 委託契約書には再委託禁止条項を設けるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

当該委託について情報の保持が大切であるならば、再委託禁止条項を設け

て事前の書面での承諾を要求すべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

平成 17 年度から、委託契約書に再委託の禁止条項を設けている。 

また、再委託を行う場合は、書面による事前協議を行っている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

指摘の再委託禁止条項は、委託契約書第 14 条に「再委託の禁止」として、

受託者は「委託業務の全部又は一部の処理を第三者に委託し、または請け負

わせてはならない。ただし、あらかじめ甲（県）の書面による承諾を得た場

合は、この限りではない」と明文化されている。 

実際には、再委託は今までなく、また受託者から承認を求めてきたことも

ない。 
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No. 17-07  部局名 観光振興課 

概要 観光動態調査の委託の目的に基づき、委託の質と量を明確にすべきであ

る。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

『観光動態調査』に何を求めているのか、何のためにどこまでの精度、深

さの情報を得ようとしているのかを具体的に自覚し、明確にしておく必要が

ある。 

全国比較を可能にするために全国観光統計基準に基づいて行なっている

ということがあるとしても、県としての検討はもちろん必要である。何のた

めにどこまでの質と量の情報を求めているかを絶えず明らかにしておかな

いと、過剰な質と量（使用頻度の少ないアンケート項目、過大な調査日数等）

に陥る危険性がある。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

観光動態調査は、県や市町村の産業政策構築や民間事業者の経営基礎資料

として必要最低限なものであり、例えば、他の観光地との比較や時系列的な

比較などに活用されるなど、その必要性は極めて高いと考えている。 

また、現在の同調査対象者数は、社団法人日本観光協会の全国観光統計基

準で示されている最低の基準数であり、これを下回る調査数とすることは難

しく、現在の質確保が必要である。 

調査項目についても、他比較や時系列比較などを行うための必要最低限の

もののみであり、現在の質確保が必要である。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

まず、指摘内容は「観光動態調査の目的とそれに対する調査の精度、深さ

（質と量）を絶えず明らかにしておくべきだ」と委託内容の継続的な評価を

問題としているのに対し、県の措置は「現在の観光動態調査の質（と量）は

必要最低限である」と現時点での必要十分性を主張するだけの回答であり、

噛み合っていない。まず、この点を指摘しておきたい。 

次に、指摘に対する改善状況であるが、まず、質と量の点では、毎期、ベ

ーシックな部分で「観光入込客統計に関する共通基準（以下、共通基準と称

す）」に基づいた調査委託が行われていることは、他の都道府県などとの比

較や官公庁での統一的把握などの要請から当然といえる。 

さらに、県は、調査地点、調査回数（日数）、統計項目などにおいて、独
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自基準を設定し、それらについて毎期の仕様書の検討にあたり追加、削除を

行っており、県としての検討は十分なされていると考える。 

また、目的への適合性という点でも、毎期の観光動態調査報告書の評価は、

調査結果から見えてくる課題が県として予算事業の企画や制度設計に役立

つか、また観光関連事業者のマーケティングにも役立つかどうか、といった

目的への適合性に重点を置いてなされており、十分といえる。 

しかし、委託が効率的であったかについては特段の評価はしていない。委

託の方法を入札に変更したことにより、一定の効率性の向上は図られている

とはいえ、【17-04】に述べたとおり、同じ委託先への委託が続いており、相

互に依存関係が働いて質と量の検討は不明確になりがちだと思われる。常に

効率性を意識するためにも、いくら入札であっても委託先の定期的な見直し

はシステムとして必要であると考える。また、当然、県の「事務事業評価」

においても毎年度事業の振り返りが行われているが、H25 年度の当事業の事

務事業評価シートを閲覧したところ、効率性については「コストの削減 A 

削減の余地がない」「県負担の削減 A 削減の余地がない」と記載されてい

るのみである。具体的な根拠があっての記述だと信じたいが、振り返りのし

くみとして当該シートに意義があるのか、疑問を抱かざるを得ない。 

島根県は人口が少なく、内需に乏しい。産業振興の上で県外からの人の流

れは県勢の維持拡大にとって決定的に重要となる。県も 2008 年に「観光立

県条例」を制定、「神々の国しまね」プロジェクトの推進など、その認識を

強く持っていることは改めてここで述べるまでもない。観光動態調査は、そ

うした観光振興政策を設計する上で非常に重要な調査である。その意味でマ

ンネリ化は大きな敵である。今後も、調査の規模を維持するだけでなく、と

きに政策的に調査の拡大が必要な場合もあろう。そうした際にも調査の質と

量に徹底的にこだわり、調査目的と調査結果のバランスには厳しい目を光ら

せていくことを望む。 
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No. 17-36 部局名 情報政策課 

概要 情報システムの運用管理等の委託に競争原理が働いていないことに問題が

ある。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

情報システムの運用管理の委託では、システムの運用管理等のために人員

が常駐する場合等は、人件費を積算するが、その単価の妥当性は第三者に明

確に判断できるものではない。だからこそ、本来は、競争原理を出来るだけ

働かせることができるように配慮する必要がある。 

なお、使用ソフトの保守料が決まっている場合はそれに従っている(従わざ

るを得ない)。このような場合も、そもそも事後の保守料金額が明確であるた

め、導入時の入札等においてそれを含めて検討することが妥当であると考え

る。 

委託する理由は、当該業務を実施するに当たり県職員に必要な知識・技術

がなく、それを習得するには相当の年数を要するため、外部の専門家に委託

して実施させることの方が効率的であるためである。 

しかし、開発の後に運用支援、管理等が必ず必要である場合はそれらも含

めた金額で入札を実施する等委託全体にわたって競争原理を働かせる必要が

ある。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 18 年度 

島根県情報通信システム全体最適化計画を定めた上で、今後の情報通信シ

ステムの新規開発・更新にあたっては、①ライフサイクルベースでの調達（開

発から次期更改までの運用保守経費を一括して調達すること）、②適切な調達

対象の分割を推進し、調達の競争性を確保することとしている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

平成 17 年 10 月、島根県は、情報通信システムの一層の整備及びセキュリ

ティの強化・充実を推進しつつ、他方で行政コストの縮減・費用対効果の向

上を推進するという相矛盾する要請に対応すべく、「島根県情報通信システム

全体最適化計画」を定めた上で、全庁的視点から情報通信システム全体を見

直し、その費用対効果の改善を図る「全体最適化」の取組を始めた。 

同計画の下では、情報政策課が情報統括機関として位置付けられた。これ

は、従来、各所属が情報通信システムの企画・調達・運用を行ってきた結果

として、情報資産の重複投資が生じたり、業者に依存した開発・運用に陥る



30 
 
 

などの弊害が生じていたことを踏まえ、情報政策課に各情報通信システムの

企画・調達・導入に係る意思決定について権限と責任を持たせることにより、

全庁的視点から情報通信システムの企画・調達・導入を推進することで「全

体最適化」を実現することを目的としたものである。これにより、島根県は、

情報通信システムの一括調達等による行政コストの縮減・費用対効果の向上

に成功し、年間で約 3 億円の費用節減を達成している。 

さらに、同計画では、情報通信システムの調達の競争性確保のための対策

も定められた。これによると、①情報通信システムの調達にあたっては、情

報通信システムの開発から次期更新までの運用保守等を含む全ての業務を対

象とする「ライフサイクル」ベースでの調達を推進するとともに、②情報通

信システムの調達に当たって、原則的に、費用対効果を判断基準とする「総

合評価方式による提案競技」により調達を行うこととし、③機器については

一般競争入札により調達するなど、適切な調達対象の分割を検討すべきとさ

れた。これにより、平成 20 年末における島根県の情報通信システムの調達の

うち、「ライフサイクル」ベースでの調達や提案競技による調達等のいわゆる

競争原理に基づく調達の割合は 51.6％に向上した。 

 以上のとおり、島根県は、「島根県情報通信システム全体最適化計画」の下

で、同計画に沿った情報通信システムの企画・調達・運用を実行した。その

結果、情報通信システムの調達に当たって、費用節減と競争性の向上に成功

している。 

 したがって、情報通信システムの調達に際して競争原理を働かせるべきと

する前回監査意見の趣旨を踏まえた是正がなされているものと判断した。 

 なお、同計画は平成 22 年度末をもって計画期間を終えた。島根県は、引き

続き全体最適化の推進を図るべく、平成 23 年度に「全体最適化計画アクショ

ンプラン 2011」を策定し、情報通信システムの調達の競争性の維持、向上等

に向けた取り組みを行っている。情報通信システムの調達に占める競争原理

に基づく調達の割合のさらなる向上に努められたい。 
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No. 17-37 部局名 情報政策課 

概要 情報システムを委託し、さらに委託先が再委託する場合に、再委託先にも

委託先と同程度の情報管理を求める必要性があるのではないか。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

情報システムの委託では、県が保持すべき情報（個人情報、保持すべき機

密情報等）を取り扱うこととなるので、再委託の管理は重要である。再委託

先についても直接の委託先と同じ程度の情報管理を求めるべきである。具体

的には、事前承諾のための再委託の申請書を求めること、及び委託先が外注

者をどのように管理しているかを把握する必要があるのではないか。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 18 年度 

個人情報及び機密情報については、島根県情報安全対策基準で外部委託管

理安全の対策基準を定めおり、再委託先に対しても、同等の情報安全対策の

実施を要求している。また、契約時の注意点として、情報安全対策の監査を

実施、是正を要求する権利を含めることとしている。 

今後も、自己点検や情報安全対策監査によりこれらの項目が実施されてい

るか確認していく。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

島根県は、「情報セキュリティーポリシー」の中で、委託者に島根県の情報

資産の取り扱いに従事させる場合には、契約書に基づき情報セキュリティー

ポリシーを順守させるための必要な措置を講ずるものとしている。そして、

「島根県情報通信システム調達標準」の中で、島根県の情報資産の取り扱い

に関する島根県と受託者の契約上の権利義務を定めた委託契約書の書式例を

示している。その書式例には、島根県の情報資産の取り扱いに関して「保護

すべき情報の取り扱いに係る特記事項」を特に定め、受託者が遵守すべき情

報管理の方法を詳細に規定するとともに、島根県が受託者の情報管理の状況

を臨時調査する権利を有することとし、もし受託者の情報管理に不適当な点

があれば、島根県は受託者に対して是正に必要な指示をする権利を有し、受

託者はそれに従い是正する義務を負うこととしている。 

島根県は、実際の契約に際しても、この書式例に従い契約を締結しており、

受託者に対する情報管理は適切に実行されていると評価できる。 

また、再委託の場合の情報管理についても書式例で定められている。それ

によると、原則として再委託を禁止するとともに、例外的に再委託をする場
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合は、受託者はあらかじめ島根県の書面による承諾を得なければならないと

し、その際に、受託者は島根県に対して再委託先に対する個人情報の管理方

法等を書面で提出しなければならないとしている。また、再委託先には、受

託者が前記「保護すべき情報の取り扱いに係る特記事項」に基づき負う情報

管理義務と同等の義務を有し、それを順守する旨の誓約を求めるとともに、

受託者は再委託先の当該誓約書を島根県に提出しなければならないとしてい

る。 

このように、再委託先についても受託者との委託契約において、受託者と

同等の情報管理義務を負わせている点は評価できる。 

しかし、再委託先の情報管理については、契約上は受託者の権限と責任の

下で行われる。島根県は受託者に対して再委託先の誓約書を提出させるもの

の、その誓約書をもって島根県が再委託先の情報管理について直接介入でき

るわけではない。再委託先の情報管理について受託者に第一義的な権限と責

任を負わせるのでは、情報漏えい等の事故が生じた際に島根県への報告が遅

れ、事故に対する迅速かつ適正な対処が行えない場合が生じたり、受託者の

再委託先に対する是正のための指示が不適切で被害の拡大を生じさせるなど

の危険性があるのではないか。再委託先の情報管理については、島根県が受

託者を通じて間接的に管理するのではなく、直接的に管理できることが望ま

しいと言える。 

このためには、「島根県情報通信システム調達標準」で定める委託契約書の

契約条項または特記事項に島根県が再委託先の情報管理に直接介入できる規

定を設けるなど、再委託先の情報管理のあり方についてさらなる改善を求め

る。 
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No. 17-58 部局名 建築住宅課 

概要 県営住宅の管理の委託について、競争原理が確保されていないのではない

か。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

住宅供給公社選定にあたっては競争原理が確保されてはいない。西部地区

は県が直営で管理していることから、合理的な積算を実施するための一方法

として、西部地区での県営住宅管理にかかるコスト（人件費を含めて）との

比較が行われてもよいと考える。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 18 年度 

平成 18 年度より隠岐地区を除く全県域において指定管理者制度を導入し、

公募により指定管理者を選定したところであり、これにより県営住宅の管理

については競争原理を確保できたと考えている。 

なお、指定管理経費（公募額）の算定にあたっては、県が直営で管理する

場合との比較を行っている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

島根県は、現在、県営住宅を島根県住宅供給公社に管理代行させている。

管理代行は、公営住宅法第 47 条に基づくもので、島根県はこの法律に基づき

島根県住宅供給公社に県営住宅を管理代行させているのである。 

この管理代行について、公営住宅法に競争原理の確保を求めた規定はない。

しかし、公営住宅法第 47 条第 5 項は、管理代行に要する費用の負担について

は事業主体（島根県）と（島根県）住宅供給公社とが協議して定めるものと

規定している。したがって、島根県が島根県住宅供給公社との間で管理代行

費用の負担額につき協議するに際して、過大な管理代行費用とならないよう

管理代行費用の合理的な積算が求められているといえる。よって、県営住宅

の管理費用について合理的な積算の必要性を指摘した前回監査の趣旨は、管

理代行における管理代行費用の積算についても同様に当てはまるものと考

え、管理代行制度のもとにおいて、管理代行費用の合理的な積算がなされて

いるか調査することにした。 

この点、島根県は、平成 21 年度より、県営住宅について、島根県住宅供給

公社との間で県営住宅の管理代行契約及び家賃等の収納委託に関する契約を

締結している。島根県は、前年度（平成 20 年度）、島根県住宅供給公社に県

営住宅を指定管理させていたが、その際の人件費の積算については、全体で
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22.7 人役を要するとして人件費を積算していた。しかし、平成 21 年度に他市

（浜田市）が島根県住宅供給公社に対して市営住宅を管理代行させたことに

よる 1 戸当たりの管理コストの減少（スケールメリット）により 1.2 人役を削

減し、平成 21 年度は島根県の負担分を 21.5 人役として人件費を積算した。

ここでいうスケールメリットとは、例えば、物を大量に仕入れれば仕入コス

トが減少するのと同様に、島根県住宅供給公社の管理する住宅の戸数が増え

れば増えるほど、管理の共通化、効率化等により 1 戸当たりの管理コストが

減少することを意味する。平成 22 年度以降も同様に他市が管理代行に移行し

たことによるスケールメリットにより、平成 24 年度までに島根県の人件費の

負担分は 3.9 人役削減された。 

しかし、平成 24 年度までの人役算定は、島根県住宅供給公社の管理実態に

即した人役算定になっておらず、島根県がこれくらいの人役が必要であろう

との想定に基づいた人役算定であったがために、その想定人役が過剰になっ

ている可能性も否定できなかった。そこで、島根県は、島根県住宅供給公社

の実態を反映した人役算定をするために、平成 25 年度の人役算定を、島根県

住宅供給公社の松江住宅事務所の管理状況を踏まえた上で、2,000 戸を管理す

る場合の必要最低限の人役を 7 人役として、それまでの人役算定を全面的に

見直した。結果として、平成 21 年度の 1 戸当たりの 1 人役の単価が 16,401

円/戸であったのが、平成 25 年度には 15,907 円/戸に減少した。 

島根県が、管理代行費用のうち人件費について、島根県住宅供給公社の管

理実態に即した人役算定により合理的な積算をしている点については評価で

きる。しかし、管理代行費用全体で見ると、島根県の負担額は、平成 21 年度

が 159,788,811円，平成 22年度が 164,267,000円、平成 23年度が 182,904,762

円、平成 24 年度が 189,700,363 円、平成 25 年度が 190,362,767 円と増加の

一途を辿っている。県営住宅の管理戸数に大きな増減はないため、島根県の

管理代行費用のうち人件費の負担額はほぼ一定であるから、人件費以外の管

理代行費用が毎年増加していることになる。島根県住宅供給公社の管理代行

業務が拡大しているために人件費以外の管理代行費用が増加しているものと

考えらえるが、そこで人件費と同様にスケールメリットを働かせることによ

り、人件費以外の管理代行費用の増加を抑えることはできないのであろうか。

そもそも、人件費を含めて県営住宅や他市の市営住宅等の管理代行費用につ

いては、各自それぞれが管理代行費用を積算し、島根県住宅供給公社と協議

して決定しているが、管理代行制度は、「一団の住宅施設として適切かつ効率

的な管理を図る」（公営住宅法第 47 条）ものである以上、管理代行費用を積

算するに当たっては、島根県や他市を含めた全体で管理代行費用を積算しな

ければ合理的な積算などできないのではなかろうか。個別の交渉では交渉力

に秀でた者（島根県であろう）の交渉の結果のしわ寄せが交渉力の弱い者（他
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市であろう）に及び、サービスの格差やサービスの質の低下等が生じ、「一団

の住宅施設として適切かつ効率的な管理を図る」という管理代行制度の制度

趣旨に悖る事態も危惧される。島根県においては、管理代行費用の合理的な

積算の有り方について、さらなる検討と改善を求める。 
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No. 17-59 部局名 建築住宅課 

概要 県営住宅の管理業務を再委託する場合には、再委託先の適切な管理を実施

する必要性がある 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

業務委託契約書においては、再委託を認める業務を『別表 3「施設保守点検

業務」に係る業務』と特定しているのに、実際には 1,000 万円を超えるよう

な修繕工事等についても再委託を行っている。その場合、あらかじめの承諾

は実施されていない。保守点検業務以外の「修繕工事」を再委託することは

契約条項に反する。 

そもそも修繕工事等は住宅供給公社自身が行なうわけではなく、必ず再委

託又は再請負となるのであるから、これを適切に管理すべきである。 

本来は、実際の業務の実態に鑑みてどこまでの再委託管理が妥当かを検討の

上、業務委託契約書の文言を更に詳細な記述とするか、別途、再委託の規定

を定めて管理すべきものと考える。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 18 年度 

住宅管理業務の再委託については、指定管理協定書において指定管理者が

管理業務の全部を委託することを禁止し、あらかじめ県の承認を受けた場合

に業務の一部を委託し又は請け負わせることができると規定した。 

また、設備保守点検業務や修繕業務など再委託・請負が想定される業務に

ついて、業務仕様書、業務基準を定め、毎月提出される業務報告等により実

施状況を把握することとしている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 － 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

島根県は、平成 21 年度から、県営住宅の管理業務について、島根県住宅供

給公社との間で、「島根県営住宅の管理代行及び家賃等の収納委託に関する契

約」（以下、「管理代行契約」という。）を締結し、島根県住宅供給公社に管理

代行させている。 

管理代行契約においては、再委託を原則禁止し、あらかじめ島根県の承諾

を受けた場合には、法的権限を除く管理代行業務等の一部を再委託等させる

ことができる旨規定している。 

また、管理代行契約においては、管理業務の詳細を「島根県営住宅管理代

行業務等仕様書」（以下、「業務仕様書」という。）及び「島根県営住宅管理代

行等における業務基準」（以下、「業務基準」という。）に定め、その管理業務
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の実施状況について、毎月、「県営住宅等の管理代行業務等に係る業務報告書」

（以下、「業務報告書」という。）を提出させ、管理業務が適切になされてい

るかチェックするとともに、必要な場合には、島根県が実地調査ないし指示

を行う旨規定されている。毎事業年度終了時にも、前記業務報告書を提出さ

せ、島根県の承諾を受けなければならない旨規定されている。 

今回の監査では、管理代行契約書及び業務仕様書、業務基準を確認すると

ともに、業務報告書を確認し、毎月及び事業年度終了時の業務報告が適切に

行われ、それに対して島根県のチェック機能が適切に働いていることを確認

した。 

以上のとおり、前回監査の指摘に対する島根県の措置状況に問題はなく、

是正されていると判断した。 
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No. 17-61 部局名 政策企画監室 

概要 委託効果の測定をコスト、質、量の観点から委託自体の是非も含めて明確

に行うべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

＜県民にとって最も「益」になるように「委託」をするために＞ 

○委託の効果の測定について、特に調査・研究などについては、委託の前

に委託によって何を求めるかをはっきりさせておくこと、そして、得られた

成果物によってそれがどこまで達成されたかを何らかの形で把握する努力

をすべきだ。 

○不要な委託を続けることにならないためには、継続的に「業務の見直し」

をすべきである。そして、事業実施の必要なしとの判断に至った場合には事

業廃止すべきであるし、当該事業は県として行なう必要がないと判断した場

合には、「民営化」の方向の判断もありえるだろう。 

次に、限りある県費を有効に使うためには、業務に求める質・量が適正か

を常に自覚し、明確にすることを意識すべきである。 

○外部委託の方法によるべきかを判断するにはコスト比較が必要になる

ので、県は自らが行なう場合のコストを明らかにしておかねばならない。 

その場合、「委託」に要するコストと比較すべき県の「コスト」は、事業

費だけではなく、事業費に職員の人件費等を加えた総コストでなくてはなら

ない。 

○委託実施の後、最後に、委託料に見合った効果（委託内容）が得られた

かや、競争入札、随意契約のあり方、委託料の積算、再委託のコントロール

という委託実施の振り返りだけでなく、その前提になる、業務の必要性の判

断、必要とする業務の質と量の判断、外部委託するという判断の妥当性も含

めて全て振り返って検証し、見直し（フィードバック）をすべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

委託に限らず、県の行う事業については、その内容や成果を評価し、その

結果を事業の改善に反映することが必要である。 

県においては、平成 15 年度から行政評価システムを導入し、各所属にお

いて、統一的な視点と手段によって事業を評価し、翌年度の事業の改善を行

うことで、行政の効率化・成果の向上を図っている。 

予算編成においても、行政評価による判断結果を踏まえて行うこととし、

その旨を予算編成方針として定め、徹底を図っている。 

また、平成 16 年 10 月には中期財政改革基本方針を、平成 18 年 2 月には

県行政に関する集中改革プランを策定し、委託に限らず事務事業全般につい
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ての聖域なき見直しにより事業の廃止・縮減を徹底して行うとともに、公の

施設への指定管理者制度の導入や施設の民間移管などを既に実施している

ところである。 

さらに、予算の執行段階においても予算執行方針で、最小のコストで事業

効果が発揮されるよう各事業の見直しを行い、執行に反映するよう定め、そ

の徹底を図っているところである。 

今後も、低コストで質の高い公共サービスの提供に向けた取組みを促進す

る。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

①委託可否判断の記録について 

指摘は、「委託」に関し、委託の可否判断にあたっては人件費を含めたト

ータルコストで判断すること、事業目的達成のための必要十分な事業の質・

量を認識して、委託後には委託内容が対価に見合っていたかだけでなく、事

業廃止や民営化など委託そのものの是非を含めて振り返ること、といった内

容である。 

ところが、措置内容を見ると、委託に限らず、事業の評価や行政改革の全

体について述べられている。これは、直営か委託かの比較検討や振り返りを

する場面を考えれば、事業の計画、予算要求、行政評価といった場面となり、

そうした県の事業の PDCA の中で事業の効率性や効果についてどういう検

討をしているかを回答したものだと解される。 

実際に委託か直営かの比較検討が必要な事業というのは少ないのかもし

れないが、そうした少ないケースであっても、職員がやるならこれだけの人

役がかかり、コストがかかる、委託すればこれだけの委託料がかかる、職員

がやるならばこれだけ時間外勤務が増えて労働環境が悪くなる、職員では時

間ばかりかかって効率が悪いのではないか、それならノウハウを持った専門

家のいる業者に委託する方が良いのではないか、といった検討がなされてい

るはずである。 

我々はそれを監査で検討しようとしたが、それは予算要求の前段階で各所

属で行っているものであり、議事録など定まった記録は残されていないとの

ことであった。こうした事前検討の記録は、事業終了後に事業を評価する際

に有用な資料となると考えられる。県が行政文書の削減に取り組んでいるな

かでこうした指摘もなかなかしにくいが、この検討過程はぜひしっかりと記

録に残し、委託に出した、あるいは直営で行ったことの当否の判断に活かし
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てほしいものである。 

②行政評価システムについて 

 措置の中で行政評価システムについて触れられている。このシステムは、

ⅰ）効率的で質の高い行政の実現を図る、ⅱ）県民の視点に立った成果重視 

の行政の実現を図る、ⅲ）県民に対する行政の説明責任を果たす、という 3

つの狙いをもって行われている。監査の中ではあえて「委託」の視点に限ら

ず、行政評価が本当に事業の改善に反映することに役立っているのかを検討

した。 

 (a)評価サイクルの「速さ」について 

内容的に見ると、まず、このシステムの運用サイクルは 1 年であるが、例

えば「X 年度の事業」について考えると、X－1 年夏から計画をはじめ、秋

に予算要求、X 年度の実施を経て、X1 年 5、6 月に事業評価を行い、その結

果出てきた「課題」を X１年の秋の予算要求に反映し、X2 年の事業に反映

させるという形で、ある年度の事業の評価結果を受けての課題は、実際は

次々年度にしか反映されず、「サイクルの 1 年遅れ」があるのではないかと

の懸念があった。 

この点について、監査で「事務事業評価シート」のサンプルを徴取して確

認したところ、X 年度の評価で「目標を達成するための課題」として挙げら

れた項目について、通常のケースでは、例えば X1 年の 5、6 月に評価を実

施し、X1 年末の予算化を経て X2 年度に新規事業として実現しているもの

の、速いケースでは、X1 年 6 月の県から国への「提案・要望書」において

早速要望が行われ、県予算でも X1 年度 9 月補正予算に反映されたケースが

あった。 

こうしてみると、行政評価システムは、県全体の事業について一斉評価を

行うフォーマルな仕組みであり、実際は、年度途中であっても県は緊急度に

応じて補正予算への反映や国への要望などをタイムリーに行っている。この

点は評価に値するといえよう。 

（b）コストの範囲について 

また、事務事業のコストについては、直接の事業費だけでなく、職員給与

費も含めて検討していることから、H17 年度で指摘のあった「総コストでの

検討」については、この行政評価システムの運用によって改善されているも

のと解することができる。 

ところで、県では、今後は行政評価を事業の成果の検証と課題解決に向け

た成果重視へシフトしたいと考えているようであり、行政評価から人役及び

職員人件費のデータを除く方向のようである。 

確かに財政健全化や1,500人の削減によってトータルの人件費は抑えられ

ており、ミクロ的な人件費の把握に労力をかける必要は以前ほど高くはな
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い。また、もともとこの行政評価の人役データもさほど厳密な計算ではなく、

年1回の振り返りにより個人の総時間を各事業に割り振っていただけである

から、その方向への変更は行政評価システムとしてはさほど問題視すべきで

はないかもしれない。 

しかし、だからといって事業を委託するか否かの判断にあたって、あるい

は選択の当否を判断するに当たって、事業にかかる人件費を無視してよいこ

とにはならない。【19－05】などにも記載しているが、投入した直接コスト

と効果を対応させた効果測定自体は必要である。我々は行政評価システムに

こだわるつもりは全くないので、当欄の①でも記載した事前（予算策定時）

と事後（事業終了後）のトータルコスト比較を含む成果の評価をどのように

確保していくのか、明確な対応を望む。 
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No. 17-63 部局名 財政課、情報政策課 

概要 委託料等の合理的な積算を行うためには、全庁的な比較やノウハウの共有

が必要ではないか 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

「合理的な積算」を行なうための、そして「より良いもの（サービス）を

より安く」得るためのひとつの方法は「一覧と比較」である。個々の委託を

実施する場合にも同じように全庁分の横並びのデータをそれぞれの立場から

比較してみることで、実施する委託との、例えば単価の比較、条件の比較を

行うことは「合理的な積算」をする上で役にたつのではないか。 

また、特定の種類の委託を頻繁に行なう部署には「合理的な積算」を含め

た「より良いもの（サービス）をより安く」得るためのノウハウが蓄積され

る（例えばシステム開発なら情報政策課等）。そのような県庁内の「専門家」

のノウハウは、全庁的に共有すべきである 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 18 年度 

適切な委託料の算定のためには、同種の業務の比較は有効な手法であり、

予算編成においては同種の業務の単価なども参考にしながら、金額の算定を

行っている。 

なお、専門的なノウハウを要する情報通信システムの開発については、平

成 18 年度から情報政策課において、一元的に全庁的な視点から最適化を図っ

ている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

島根県財政課においては、毎年の予算編成に際して、「予算要求指針」及び

「予算要求書作成要領」を作成し、後者の中で、予算単価表を示している。

各部署は、この予算単価表を基準として予算要求をすることから、予算要求

段階において予算単価の共通化が図られることにより、各部署間での予算の

積算方法の一元化が図られているといえる。 

また、各部署の予算要求後は、島根県財政課と各部署との間でヒアリング

を行い、予算編成を行っている。そのヒアリングの過程と島根県財政課の内

部協議等により、各部署間での予算の積算方法の一元化を深化させている。 

ただ、情報通信システム等の調達など積算が困難なものについては、各部

署間で積算にばらつきが生じたり、積算のノウハウ等が共有されないことに

より合理的な積算ができていなかった。しかし、情報通信システムの調達に
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ついては、現在、島根県情報政策課が全庁的な視点から一元的に情報通信シ

ステムの調達を行っており、年間で約 3 億円の費用節減を実現するなど効果

を上げている。その他、庁舎及び宿舎の管理については島根県管財課が、ま

た、自動車の管理については島根県総務事務センターが一元的な調達を行っ

ており、積算方法に専門的な知識等が必要とされる分野においては、専門部

署による積算方法の一元化が図られている。 

以上のとおり、島根県においては、予算単価の共通化や専門部署による調

達の一元化などによって、全庁的観点から、予算の積算方法の一元化を図る

取組がなされており、一定の効果を上げていることが確認された。 

したがって、前回監査の指摘に対する島根県の措置状況に問題はなく、是

正されていると判断した。 
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No. 17-64 部局名 審査指導課 

概要 契約相手の固定化等による委託者と受託者との間の緊張感の喪失を防ぐ何

らかの方策が必要ではないか。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

契約の相手方の固定化、競争性の排除は委託者と受託者の間の「緊張感」

の喪失を招き、提供されるサービスの低下、価格の硬直化につながる可能性

が高いと考えられることから、3 年以上同じ委託先への委託が続いた場合には

委託を全体的に見直す等のルールを作るなど、何らかの方法で「緊張感」を

維持する必要がある。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 18 年度 

随意契約事務の改善を図るため、平成 18 年 3 月 6 日付け会第 447 号により

「随意契約事務の改善について」を示し、機会均等、契約の透明性及び公正

性の確保並びに適正価格の把握に努めることも含め、各事業執行所属におい

て、慎重に事務の執行に当たるよう指導をしているところである。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

前回監査を受け、島根県は、地方公共団体の契約方法は一般競争入札が原

則であり、例外的に随意契約とする場合でも、契約過程の公正の確保や適正

価格の把握に努め、適正な契約の締結を行うよう特に配慮する必要があると

の認識のもと、平成 18 年 3 月 6 日付けで、島根県出納局長から各所属課に宛

てて、「随意契約事務の改善について」と題する書面により、全ての随意契約

について総点検のうえ契約方法の改善に取り組むよう通知がなされた。 

同通知では、随意契約のうち特定の一者のみを契約の相手方とする「一者

随意契約」について特に慎重かつ厳正な運用を求めている。 

また、同通知では、別添として「随意契約取扱指針」及び「随意契約につ

いての標準的な考え方と具体的事例」を添付しており、各所属課の具体的に

前記取組みを行い得るよう配慮することで、各所属課が随意契約事務の改善

に実効性を持たせている。 

実際の運用についても、例えば、「一者随意契約」を複数年に渡り継続して

行う場合には、契約更新時において、社会経済情勢の変化や前年度の実施結

果の検証等を踏まえ、仕様書や積算の見直しを行い、予定価格を設定するな

ど、予定価格の合理性、適正性に特に配慮している。また、島根県出納局で

は、支出審査時や会計検査時において、各所属の個々の契約が前記運用に従
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い適正に実施されているか確認している。 

以上のとおり、島根県においては、全庁的観点から、随意契約事務の改善

に向けた取り組みが実施されており、その点は高評価できる。 

ただし、前回監査人の指摘にあるような、「3 年以上同じ委託先への委託が

続いた場合には委託を全体的に見直す等のルールを作る」ことに関しては、

契約目的や契約態様の多様性から一律に契約年数を限定した形でのルールの

設定が難しいなどの理由により実現には至っていない。 

この点、島根県広聴広報課では、県政の広報誌について、3 年に一度、企画

コンペを実施して広く企画を募り、その中から一番優れた企画を提案した業

者と随意契約を締結する独自の取組みを実施している例も確認できた。一律

の見直しルールの設定が難しいとしても、このような取組みを、例えば、前

記「随意契約についての標準的な考え方と具体的事例」に載せることで、随

意契約事務の改善のノウハウの共有化により、全庁的な観点から、より随意

契約事務の改善を図ることが期待できるのではないだろうか。 

したがって、島根県においては、引き続き、随意契約事務に係る前記運用

を徹底するともに、適時「随意契約取扱指針」及び「随意契約についての標

準的な考え方と具体的事例」の見直しをするなどして、随意契約事務の改善

に向けた取り組みを継続されたい。 
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２．島根県土地開発公社について 

No. 17-10 部局名 土木総務課 

概要 中国横断・山陰自動車道用地取得事務について、用地先行取得の事務量の

減少に伴い、経費削減の点から土地開発公社（以下、この「２．島根県土地

開発公社について」では「公社」と略す）への委託をやめて、県自体で実施

すべきではないか。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

今後、公共事業の減少とともに事務が減少するにともなって、これからは

用地取得事務を「委託」しなくても県だけで実施することが可能になってく

る。県で実施できるのであれば、順次、公社への委託をやめるべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

県での実施を基本とし、業務量や業務内容から公社に委託する場合にあっ

ても必要最小限にとどめることとする 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

山陰道の用地取得については、H17（監査）および H18（措置公表）当時

とは、以下のように用地取得の委託関係が完全に異なっている。 

まず、H17 年当時は、国から県が受託し、その際、県の要員不足を補うた

め、公社へ必要人役を計算して再委託をしていた。 

それに対し現在は、国から公社が受託し、それを県に再委託している。そ

の際の県の要員不足を補うため、県へ公社職員を出向させ、県職員と公社か

らの出向職員は一体となって公社名義の土地取得業務を行っている。取得さ

れた土地は国が 4 年間で再取得するが、その財源には用地国債を設定して充

てている。なお、当該出向職員については、県が人件費の負担を行っている。 

こうした委託関係となった背景には「用地取得業務の今後のあり方に関す

る検討会」の検討内容がある。その概要は、①用地取得業務の複雑さに対し

て県では人事異動が伴うため用地取得スペシャリストの育成が困難である、

②財政健全化の観点から用地取得の合理化を進めるべきである、という 2 つ

の課題を解決するために、公社を用地取得人材の育成機関として活用すべき

というものである。公社職員であれば継続して用地取得業務にあたることが

可能であるし、専門性を高めることで人件費削減など効率化も期待できると

いう考え方である。 
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確かに現在も、H17 年度当時と比べても、山陰道、松江北道路など、依然

として用地取得需要はあり、県職員だけで用地取得を実施できる規模にはな

く、公社職員の活用も意義のあることと考える。また、H17 年度の指摘の通

り、確かに、将来的にそれらの道路が完成すれば、業務量だけでいえば県職

員だけで実施できる規模に縮小する可能性があるが、取得すべき用地が漸減

するなかでも、地権者の権利意識の向上、補償基準の細分化・複雑化などに

より案件 1 件当たりの難易度は上がってくると思われ、対象用地がゼロにな

らない限りにおいては、経験と能力が求められる用地取得スペシャリストの

養成機関として公社を位置づけることは経済合理性からもそれなりに意義

のあることと考える。 

＜仕組みの妥当性について＞ 

この仕組みは、国の公共事業費の平準化または削減により、通常予算によ

る取得では時間を要することから、早期工事着手のために公社が国の依頼に

基づき先行して用地取得するものである。県が直接受託をしないのは特別会

計を組む煩雑さを避けるためであり、合理性がある。 

＜金額の妥当性について＞ 

平成 25 年度の例では、山陰道建設の用地取得にかかる事務費全体につい

て、国から委託料として支出された金額は、平成 13 年の国土交通事務次官

通知に基づき、主として用地取得費に対し全国一律の基準で計算された約 13

百万円(県再委託分)であったのに対し、要した経費(人件費以外も含む)は約

20 百万円であり、差額約 7 百万円を県が負担した形となっている。この金

額は最終的に県の負担となる可能性がある。特に山間部は土地の価格に比し

て筆数が多いため、工数がかかり、用地取得費を基にした事務費の算出では

地元負担が大きくなる傾向がある。つまり、最終的に国の資産となるものを

県の負担で取得する状況が続く可能性がある。 

高速道路の整備による経済効果は非常に大きなものがあるため、国の事業

であるとはいっても、地元がある程度の負担を行うことは差し支えないが、

都会地と異なる山間地の用地取得状況の現実を根気強く国に説明して、事務

費の負担基準を変更するなど、県の負担を減らしていくことが望まれる。 
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No. 17-11 部局名 土木総務課 

概要 公社に委託している公共土木事業用地取得事務の人役算定が不明確であ

る。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

土木事務所への常駐者数6人役が相当であるとの判断をする際にどのよう

な検討がされたか不明である。 

委託料が妥当といえるためには、人役算定が相当である必要がある。具体

的な数字に基づいて人役の相当性を検討した上で算定すべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

業務委託にあたっては、業務設計額（用地・補償費の合計額）を総合的に

勘案し６名と判断したが、人役の相当性を検討した上で算定すべきであった

と考える。 

なお、事業量の減少に伴い必要性が薄れたことから、平成１８年度より業

務委託を廃止した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

現在は【17-10】と同じく、業務委託は採用していない。 

国から県が受けた事業を実施するのに必要な業務量に対し、過去の実績か

ら必要な人役を算定したうえで、県職員で対応できない部分を公社職員が出

向して対応している。 

つまり、委託料としての支出額が出向職員の人件費負担に置き換わった形

であり、全体として効率化が図られているかがポイントとなる。この点、県

では、毎年度の予算編成の際に、国からの取得面積、地権者の数、筆数、補

償物件の額などの情報を基に過去の類似事例と照らし合わせて必要人員を

計算している。実際にも、H19 年度資料「出雲県土整備事務所の国道用地担

当組織の設置要求」などによって、事務所単位で比較に基づく人役計算を行

っていることが確認できた。 

H26 年度の公社からの出向職員 9 名のうち、7 名が県や市の OB を公社で

採用した者で、60~64 歳の任期付職員のため、1 人当たりの人件費は減少し

ている。また、それらのベテランに家屋移転などの困難な案件を担当しても

らうことによっても効率化が図られているといえる。将来的には【17-10】

の項でも述べたように公社職員の専業性が反映できれば、さらに人件費の抑

制につながることが期待される。 
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さらに、出向人件費負担とすれば、委託料のような業務量に応じた計算で

はないため、ある年度に予定された用地取得が終了しても、先行して取得を

進めていくことができる点もメリットである。 

以上のことから、H17 年度で指摘のあった人役算定の妥当性、さらには委

託料の妥当性については改善されたものと判断する。 
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No. 17-12 部局名 土木総務課 

概要 同様な業務であるのに再委託条項の設定が統一されていない。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

高速道路推進課からの委託の委託契約書には再委託条項があるが、用地対

策課からの委託の委託契約書には再委託に関する条項は全くない。 

しかし、高速道路推進課からの委託と、用地対策課からの委託は、全く同

じ質の業務である。それならば、同じ条項にすべきと考える。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

指摘の条項については、本来そろえておくべきであったと考える。 

なお、事業量の減少に伴い必要性が薄れたことから、平成 18 年度より業

務委託を廃止した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

現在は【17-10】、【17-11】に述べたとおり、用地取得業務では委託は行っ

ていない。出向協定に基づく手続きの中で、土地開発公社から出向職員名簿

の通知を受け、従事する職員を特定しており、再委託は想定していない。 

ただ、その他の業務委託を行う場合も考えられるため、念のため再委託の

禁止条項を契約書に記載することとしている。 
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No. 17-13、17-15 部局名 土木総務課 

概要 土木工事請負の業務委託料については、事業費に一定率をかけて委託料を

算定する方式がとられており、工事内容に比して明らかに過大な委託料が支

払われている。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

17-13 

＜県立中海水中貯木場浚渫工事業務委託について＞ 

当該業務委託の委託料の算定において、工事費（発注額）に対し、事務比

率を乗じて算定しているが、公社が委託業務実施に要する経費よりも高額の

委託料が支払われている可能性が高い。 

事務比率表は１種類しかなく、公社への委託においては、簡易な工事でも

難度の高い工事でも一律の事務比率で積算がなされている。その結果、過大

と見える委託料が積算されている。 

事務比率による積算だと、実際の工事事業者の工事費が安くなれば安くな

るほど公社の事務費分は減る。公社が「企業努力」をして工事費額を下げれ

ば下げるほど、自己の取り分が減るというあり方は、不自然の感を否めない。 

委託内容に見合った委託料という観点からすれば、事務比率による委託料

積算の合理性には疑いを抱かざるを得ない。積算は人役によるべきであろ

う。 

17-15 

＜歴史民俗博物館調整池及び下水道工事業務委託＞ 

「行政評価人件費」を用いた人役換算では、委託料額（土地開発公社分）

は、1.0 人役となるところは過大と思われる。事務比率での積算方法にも疑

問がある（「県立中海水中貯木場浚渫工事」と同じ）。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

当該委託事業費は、公社と県の間で定められた委託費の事務比率表に基づ

き、適用比率を積算額に乗じて算出した。これは、「事務比率を用いる」と

いうルールに従って積算した結果である。 

今後、土木工事を委託する場合は、より適切な積算となるよう検討してい

く。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 
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妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

現在は、県において工事金額、工事種別ごとに歩掛、人役を定めた島根県

業務委託積算基準（H20 年 4 月制定）により、県農林水産部・土木部が定め

た業務積算基準単価を基に、実際の工事ごとに積み上げで計算しており、事

務比率は採用していない。 

なお、この業務委託積算基準は、国土交通省の発注者支援業務積算基準を

基に各県調査を実施したものである。 
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No. 17-14 部局名 土木総務課 

概要 土木部以外の県有施設の土木・建設工事を土木部に委託する際のしくみが

ない。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

＜県立中海水中貯木場浚渫工事業務委託について＞ 

林業課が当該工事を土木部各課、及び企業局にあたったが、マンパワー不

足を理由に断られ、公社に委託した経緯について、マンパワー不足であって

外部に委託しなくてはならない状況かどうかは、年度年度で改めて検討すべ

き事項であろう。入札及び施工管理のみ公社に委託した上で、事務的な事項

は林業課で行なう（施主はあくまでも県）ということはできないのだろうか。 

県庁（企業局を除く）の中で土木工事の実施について最もノウハウを持っ

ている部署は土木部である。だとすれば、各課で発生する土木工事について

は、一旦、土木部で取りまとめの上、土木部各課での実施を含めて最もよい

方法で実施できるような仕組みが必要ではないか。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

各課で計画されている土木工事についてあらかじめ把握した上で、土木部

での実施を含めた効率的な執行方法を検討していく。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

以前は、土木部以外の県有施設の土木・建設工事は、各所属において業者

から見積書を徴取し、これを基に予算要求を行い、業者に発注していた。 

H19 年 10 月に、土木工事等の執行を土木部に依頼する場合の事務処理要

領が制定され、土木部以外の他部局で計画されている土木工事等について、

年度末に翌年以降 5 年間分を土木総務課で取りまとめ、圏域を管轄する県土

整備事務所（局）等に対し、翌年度分について業務調整による受入れ実施の

可否を判断してもらうこととしたことで、土木部での効率的な執行ができる

ように改善されている。 

なお、公社に対しては、マンパワー不足で県では実施困難な場合のみ委託

しており、その内容は、設計書作成・施工管理業務に限っている。 
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No. 17-19 部局名 土木総務課 

概要 公社は安来市浦ヶ部住宅団地の分譲残地の保有を４年間延長したが、すべ

きではなかった。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

安来市浦ヶ部住宅団地ついて、公社と安来市の間の最初の協定書（平成 8

年 12 月 17 日）では、分譲期間を平成 12 年から平成 16 年度までと規定し、

分譲期間を経過した後、分譲残地が生じた場合には、安来市において当該分

譲残地を買取るものとしていたが、平成 16 年度末近くになって安来市から、

分譲残地の買取は財政的に困難であり、分譲期間を更に延長して欲しい旨の

要望があり、最終的には 4 年間の契約延長の後、安来市が残地を買取る内容

の変更協定に合意した。残区画全部を当初の契約どおり安来市が買取れば、

一度の売却の手間で済む。しかし、残区画を公社が持ち続ければ、土地が分

譲される都度、契約事務、分譲申込み、登記等の手続きをしなければならず、

公社はそのために労力を費やすことになる。土地開発公社の立場で考えると

契約を延長すべきではなかった。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 18 年度 

公社としては、年度目標を立て単年度ごとに未分譲地を買取るよう強く要

望したが、安来市において今後一層の販売促進に努めるとの説明があったた

め、やむを得ず４年間の契約延長に同意し、変更協定を締結したものである。 

なお、変更協定においては、分譲残地が生じた場合には安来市が当該残地

を買い取ることを明記している。 

また、分譲に係る登記事務に必要な経費については、安来市からの事務費

収入を充てている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

H21 年度に、事業依頼元である安来市（安来市土地開発公社）へ引き渡し

済みである。その際の引き渡し価格は 982 百万円であり、ここには H17~H21

年度の登記等の事務費用 3 百万円が含まれている。引き渡した土地の H16

年度末の分譲価格は 1,543 百万円であり、当初の分譲期間に見込んでいた利

益こそ出ていないが、県としては損をすることなく集結しており、問題はな

いと考える。 
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No. 17-21、33、34 部局名 企業立地課、土木総務課 

概要 公社の分譲用地について、処分を早急に進めるべきである。また、公社のあり方

も見直すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監

査人

の見

解 

17-21 

＜「売れない土地」の問題について県は正面から取り組むべき時期にきているこ

とについて＞ 

造成事業においては、長期間売却されない土地が残っている。そしてそれに対応

する多額の借入金が土地開発公社の財政状態を悪化させている。 

土地開発公社の個別事業に係る借入金は県が債務保証若しくは損失補償をしてい

るのだから、土地開発公社の借入金は県の借入金と同視できる。県は「売れない土

地」を土地開発公社に保有させるのか、県が買い取るべきかを含めて、早急にかつ

正面から取り組まなければならない段階に来ている。 

17-33 

＜公社組織の問題点と今後のあり方について＞ 

これまで県は長期にわたって、公社を県と一体のような存在として扱い、県の政

策目的を達成するために、公社に事業を行なわせてきた。それにもかかわらず、県

財政が厳しくなり、公共事業を縮小せざるを得なくなった。公社については、職員

の雇用や待遇を含めて、今後のあり方が検討されることになるが、その際には、県

全体の土木にかかる業務を、公社だけでなく、県と「一体」として「事業」「組織」

「雇用」の問題を検討すべきである。 

17-34 

総務省が平成 12 年 7 月に出した「土地開発公社経営健全化対策措置要領」に示さ

れた各項目を盛り込んだ経営健全化計画を策定することは、公社の健全化を進める

上でも有効であると考えられる。 

公社のあり方の検討において、今後も公社を存続させるならば、適切な公社経営

健全化計画を策定して、それに沿って公社の健全化が進められることが必要である。 

県の

措

置・

対応

状況 

措置年度 平成 18 年度 

17－21 

現在の分譲残地を県が買い取ることについては、県の財政状況が極めて厳しいと

ころから困難である。 

今後とも、関係機関と協議を行い、企業立地の制度を改正するなどの分譲促進策

を図ることで債務が早期完済できるように努める。 

17-33 

今後のあり方については、本県の財政状況、他の外郭団体との関わり方等、様々
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な要素を総合的に勘案したうえで、概ね５年を目途とした見直し方針を策定するこ

ととしている。 

17-34 

平成 18 年 10 月に、長期に渡る保有地の処分計画を中心とした、「土地開発公社の

経営の健全化に関する計画（以下、健全化計画と称す)」を策定した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当

性判

断の

理由

及び

結

果・

意見

の内

容 

工業団地の未分譲地は、公社の所有であるが、県と公社は一体と考えられるため、

県にとっての大きな不良在庫であり、その処分は県財政健全化基本方針にも掲げら

れている重点項目でもある。売れない間は土地の形で県の資金が眠っていることに

なり、県の他の必要な政策実施への制約を生じている。具体的には、H25 年度末で

石見臨空ファクトリーパークが 44 億円、ソフトビジネスパークが 49 億円、計 93 億

円の分譲残がある。うち、18 億円は現在賃貸中である。公社の借入金は、H25 年度

末で 116 億円（土地造成事業分 93 億、公有地取得事業分 23 億）あり、総資産に占

める割合は約 81％（うち土地造成事業分は 65%）に達する。利息の支払いは年間 56

百万（土地造成事業分 50 百万円、公有地取得事業分 6 百万円）となっている。 

  健全化計画 現状 

  
平成 17

年度末 

平成 22

年度末 
平成 25 年度末 

  実績 計画 実績 

 （単位：百万円）   
 

分譲中 賃貸 計 

石見臨空ファクトリ

ーパーク 
4,744 4,145 4,204 181 4,385 

ソフトビジネスパー

ク島根 
5,215 2,797 3,310 1,597 4,907 

合計 9,960 6,942 7,513 1,779 9,292 

 

＜現状の対策＞ 

まず、売却にこだわらず賃貸(定期借地)を進めている点は、18 億円の土地に対し

賃貸収益が年間わずか 43 百万円（H25 年度）と、造成資金の回収に対する寄与は微々

たるものであるが、それでも雇用や経済効果を考えると評価しうるものである。 

県では誘致に積極的に取り組み、誘致インセンティブとなる企業への投資・雇用

の助成金制度がある。新規進出の場合、固定資産の取得と雇用に対し、石見臨空フ

ァクトリーパークは最大で 15 億円、ソフトビジネスパークも最大 12 億円の助成を



57 
 
 

行う。近年は助成限度額の上限アップ、産業高度化加算、過疎地域立地加算など助

成割合の加算も追加的に行われている。また、金利優遇も拡充されてきている。 

借入金については、県の土地開発基金を公社に貸し付けており、利息の軽減を行

っている。また、近年は市中銀行からの借入を減らして県からの借入に借り換える

傾向にある。 

県は、是正措置にもある通り H18 年 10 月に、長期にわたる保有地の処分計画を

中心とした健全化計画を策定している。当該計画を見ると、経営健全化のためには

造成土地の売却促進が柱であるとして、H22年度までの 5年間で造成土地額を約 100

億円から 70 億円に削減する意欲的な計画である（前頁の表のとおり）。県のストー

リーとしてはここで得られた資金で借入金を減らす計画であったと思われる。 

＜対策についての課題と提言＞ 

しかし、表に示すとおり、売却は健全化計画策定時からほとんど進んでいない。 

誘致を積極的に行うと言えば聞こえはいいが、上記土地開発基金を用いた公社の

利息負担軽減も、誘致インセンティブとしての助成の拡充も短期的には県の財政負

担となる。 

また、H20 年度以降の最終損益は毎期黒字であるが、これは固定費の削減や県へ

の出向などでの人件費削減であり、これも県の負担である。つまり、県と公社を一

体としてみれば効率化しているとは一概には言えない。 

またマクロ的にも、今後、県の土地需要が上向いていくことは考えにくい。 

であるならば、造成に要したコストは今となっては埋没原価（サンク・コスト）

であると認識して、当初の価格から大幅に下げてでも早期に売り切った方が良いの

ではないかと考える。 

開発した原価より高く売るというのが商売であるが、いくら商売人でも変えるこ

とができるのは将来だけである。商売として考えるのであれば、県は投資以後の意

思決定のしかたがまずく、その結果、県は必要のない苦労をしている可能性がある。

県はサンク・コストについてもっと考えるべき（＝逆説的だが「サンク・コストを

無視すべき」）である。 

サンク・コストとは、これからの意思決定に影響を受けない原価であり、意思決

定に関連しない原価（非関連原価）のことである。 

例えば、開発土地の売価を 100 万円にするか、50 万円にするかの意思決定におい

ては、当初の造成費用は意思決定にかかわらず発生しているサンク・コストである。 

したがって、当初の造成費用がいくらであろうと、この金額を意思決定の要素に

することは不適切である。つまり、造成費用がもったいないという考え方はできな

い。 

例の意思決定においては、10 年間のスパンをとると、100 万円で売れても 10 年後

であれば、10 年間の経済効果はゼロ。その上、広告宣伝費、助成金、金利負担でコ

ストがかかる。その分、100 万円で売れることの効果は減殺される。 
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50 万円で 2 年後に売れれば、まず、売却額 50 万円の収入があり、そこから 8 年

間は企業の利益、雇用効果があり、財政収入や地域経済にプラスとなる。一旦売れ

たら広告宣伝費などの追加コストはかからない。 

単純な想定ではあるが、効果を考えれば 100 万円で売っても、50 万円で売っても、

大差はなく、むしろ早く売り切った方が効果は高いケースも多い。 

従って、値下げしてでも、売り切るべきである。極論すれば売価はゼロ円でもよい。

元の売価 100 万円で売れる確率が 50％なら、その収益の期待値は 50 円で、0％なら

ゼロ円である。売却の確率見込で算出した期待値以上であれば確率論的には儲けと

考えてよいのである。また、その方が経済効果があり、雇用効果もあるから、今後

の県財政に寄与するのではないだろうか。少なくとも過去に開発してしまった工業

団地は持つためではなく、売って、工場を立てていただいて、雇用や経済効果を生

むための施策であるとの認識は県も同じであるはずだ。高速道路の開通待ちでは時

間がかかりすぎる。現在の立地で魅力がないなら価格を下げるべきで、助成金など

の形で、県の財布から新しいお金を支出することは避けるべきである。 

ただ、上述のように賃貸を推進する方向で進めるならそれはそれでも良いと考え

る。ここではあくまで売却を前提に提言をさせていただいた。 

＜個別の提言＞ 

①ソフトビジネスパーク島根 

「しまねスタイル」などの情報発信、人材確保支援などを行い、Ruby 関連企業や

BPO(Business Process Outsourcing；事務系業務の外部委託)などの候補地として競

争力を持ち始めており、比較的有望である。それでも新たな支出や負担を伴う誘致

は行うべきではなく、値下げによって売り切るべきである。 

②石見臨空ファクトリーパーク 

高速道路整備が前提であり、かなりの長期戦覚悟である。 

道路整備など交通アクセスがネックになるというのなら、交通アクセスがさほど

重要ではない業種、つまり毎日毎日トラックが出入りする必要のない業種、例えば、

ダイキンアレス青谷（鳥取）のような、グローバル研修所のようなものを誘致する

ことを視野に入れてもよい。都会からの隔絶性が逆に「売り」になる例はたくさん

見つかるのではないだろうか。 
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第 4 章 平成 18 年度監査について 

県税の賦課徴収事務について 
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No. 18-04 部局名 税務課 

概要 徴税吏員証・検税吏員証の管理に問題がある 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

各税務職員が自分で徴税吏員証・検税吏員証を管理しているが、徴税吏員

証・検税吏員証がきちんとあるかどうか確認するということは、現在年度替

りの時期（年度末）の年 1 回だけということである。徴税吏員証、検税吏員

証がきちんとあるかどうかの確認を毎日、少なくとも毎月は行うべきであ

る。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

徴税吏員証及び検税吏員証の適正な管理を徹底していく。 

具体的には、税務職員自らの適正な管理義務の徹底とともに、所属長は証

票の所持管理の状況を毎月確認すべきことを平成19年 6月29日に総務部長

名で通知した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

前回の監査後、島根県は徴税吏員証及び検税吏員証について、平成 19 年

6 月 29 日の総務部長通知により、所属長による毎月の所持管理状況の確認

により管理を行っていたが、平成 26 年 8 月及び 9 月に紛失事案が 2 件相次

いで発生した。 

徴税吏員証及び検税吏員証は県税徴収に関する滞納処分等の権限を有す

る者を証明するものであり、その悪用を防止するためにも紛失等があっては

ならない。確かに、平成 19 年 6 月 29 日の総務部長通知により毎月の確認は

管理簿上で行われている。にもかかわらず、今回の 2 件の紛失事案が発生し

たということは、日常の管理が形骸化していたのではないかとの疑問を持た

ざるを得ない。今回の監査においても、税務課が毎年行う税務事務調査結果

を閲覧したところ、一部に吏員証の確認は行っているもののその結果が管理

簿上記載されていないという報告もなされており、管理体制が統一化されて

いないケースも見受けられた。 

島根県は、上記紛失事案の発生を受け、改めて吏員証確認事務の事務分掌

への明記及び週一回以上の吏員証確認などを定めて平成26年 9月 18日の総

務部長通知で再度徹底を図っている。また、持出頻度の少ない職員の吏員証

を課長が一括で管理する体制を構築し、さらに吏員証を業務上持ち出す際に

は記録簿により管理したうえで吏員証を首下げ式にするなど再度の紛失防
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止や、万一紛失した場合の速やかな報告など必要な対策を講じている点で一

定の評価はできる。 

この再度の徹底により、徴税吏員証及び検税吏員証を保持する職員各自の

管理意識を高め、今後このような紛失事案が発生しないよう努めるととも

に、万一紛失した際に悪用がなされないよう迅速な対応に努めていただきた

い。 
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No. 18-05 部局名 税務課 

概要 領収証書の連番管理に問題がある 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

収入分任出納員領収証書綴り（本税分）、歳入歳出外現金領収証書綴り（差

押分）に最初からナンバリングがないといけないのに、これが無いため、領

収証書のナンバー（番号）が重複していた。また、担当者の鞄に領収証書綴

りが入ったままになっているケースがあった。現時点で不正はないが、この

ようなことは、不正につながるおそれがあるため、改善する必要がある。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

在庫の領収書証書綴りにはナンバリングをするとともに、今後印刷する領

収証書綴りは予めナンバーを印刷することとし、領収証書のナンバーが重複

することがないよう措置することとした。 

また、事務処理要領に領収証書の保管場所（鍵付き保管庫）を規定し、平

成 19 年 6 月 29 日に総務部長名で通知した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

現在使用している収入分任出納員領収証書綴り（本税分）、歳入歳出外現

金領収証書綴り（差押分）を確認した結果、適切に連番管理が行われていた。

また、各領収書綴りは印刷時に予めナンバーを印刷したうえで受払簿にて管

理されており、未使用の領収証書綴りも事務処理要領に準拠して鍵付きの保

管庫で保管がなされていた。 

領収証書は、適切に管理がなされていないと不正に使用されるおそれがあ

るが、今回確認した限り適切に管理がなされていた。今後も引き続き領収証

書の適切な管理に努めていただきたい。 
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No. 18-13 部局名 税務課 

概要 事務処理の責任の所在が不明確である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

東部県民センターで書類を査閲したところ、「国税データ明細票」におい

て、「賦課」又は「失格」の判断を行った担当者の押印が無く、責任の所在

が不明なままとなっており、また、判定となる数値が蛍光ペンで書かれてお

り読解に困難な記載となっていたので、事務の経緯について明瞭に記載され

ると共に、責任の所在を明らかにする意味でも処理者・承認者の捺印を明細

票に留めるように改められたい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

賦課又は失格の判断を行った担当者がわかるように、「国税データ明細票」

の賦課入力欄又は失格入力欄に押印するとともに、個人事業税賦課確認表で

賦課資料を確認した者は、確認欄に押印するよう平成 19 年 6 月 4 日に事務

処理要領を改正した。 

また、事務処理の経緯は、明瞭に記録するよう平成 19 年 6 月 11 日に開催

した担当者会議で徹底した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

東部県民センターの現地調査において、事務処理要領に基づき賦課又は失

格の判断に至った理由の記載や、判定担当者・入力担当者及び入力確認者の

捺印が国税データ明細表から抽出した「事業税賦課入力確認票」に証跡とし

て残されていることを確認した。なお、判定と確認は同じ担当者が行うこと

はあるものの、入力と確認は必ず別の担当者が行っており、前回監査に対す

る措置状況として問題はなかった。 
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No. 18-15 部局名 税務課 

概要 無申告者の捕捉に努めるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

所得税において確定申告が不要な納税者でも、個人事業税では課税対象と

なることもあり、過去の所得状況や広報活動により無申告者の捕捉に努める

べきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

過去 2 年間の課税記録を「個人事業税賦課資料収集リスト」として出力し、

捕捉漏れを防止している。 

また、所得税を申告する必要がなく、市町村税のみ申告が必要な者には、今

年度から各市町村に個人事業税の課税対象となる者の照会をしている。 

なお、個人事業税のあらましを各市町村窓口に配布するとともに、今年度か

らは各市町村が発行する広報誌への掲載について協力を依頼している。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

東部県民センターにおいて現地調査をおこなったところ、国税当局からの

所得税データはシステム上確認できるようになっており、それを基に「個人

事業税賦課資料収集リスト」を出力し、捕捉漏れの防止を図っていることを

確認した。 

また、所得税を申告する必要がなく市町村民税のみ申告が必要な者につい

ては、各市町村へ照会し、課税対象となる申告の把握に努めている。 

なお、所得税や住民税の無申告者への対応及び申告の周知は、税務署と県、

市町村で構成する税務協議会での取組みの中で対処している。加えて、県と

しては個人事業税の制度を、納税貯蓄組合等が発行する広報紙への掲載依頼

や、確定申告会場でのチラシ配布によって周知しており、措置状況に問題は

なかった。 
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No. 18-17 部局名 税務課 

概要 個人事業税の分割事業者の捕捉に努めるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

個人事業者で他府県に事務所等を有する個人事業者、特に県外の個人事業

者が本県内に事務所等を設置した場合においては、当県への税収に繋がるた

め、担当部署におかれては、普段から求人情報等での情報収集を徹底された

い。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

他府県に事務所等を有する個人事業者についての賦課漏れを防止するた

め、県内に事務所等を設置した情報をＴＶ・ラジオ放送、新聞･雑誌の記事、

折り込み広告などで捕捉するよう平成 19 年 6 月 4 日に事務処理要領を改正

し、各県民センターへ通知した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

基本的に県外居住の個人事業者については、地方税法第 72 条の 54 第 3

項の規定に基づき、当該都道府県知事から通知される。 

当該通知が行われない場合の捕捉として、ＴＶ、ラジオ、新聞・雑誌、折

り込み広告などのチェックにより、日頃から情報収集に努める旨、事務処理

要領の改正によって周知しており、事務処理要領の準拠について問題はなか

った。当該情報チェックで課税できた事例はないが、課税事業者の捕捉に努

めるものとして評価できるものと考えられる。実際には、他県からの連絡で

課税する事例が年間十数件程度あり、実際の他県・府税事務所からの通知を

確認した。 

以上より、前回監査の措置状況として問題はなく、今後も引き続き日常の

情報収集による個人事業税の分割事業者の捕捉に努めていただきたい。 

 

  



66 
 
 

No. 18-20 部局名 税務課 

概要 事務処理の責任の所在が不明確である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

法人二税で閲覧した申告書全てにおいて、記載内容の点検を赤ペンでチェ

ックし確認した形跡があるものの、処理者の押印又は署名が無く、誰が担当

したのかわからない点が気になった。事後で何か問題が発生した場合を想定

すれば、責任の所在は明確にしておくべきで、税務課の主導により、県下両

県民センターの統一的な処理手順として確立され、改めるようにされたい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

平成 19 年 6 月 4 日に事務処理要領を改正し、申告内容の入力担当者の責

任の所在が明確になるよう処理担当者の押印を義務づけ、各県民センターへ

通知した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

東部県民センターの実地調査において、統一的な事務処理の基準である事

務処理要領（平成 19 年 6 月 4 日改正）を閲覧し、事務処理担当者の押印が

義務付けられていることを確認した。 

また、当該事務処理要領に基づいたチェックリストも作成されており、各

担当者は当該チェックリストに準拠して事務処理を行っている。サンプルで

チェックした各書類においても処理担当者の押印は適切になされていた。 

さらに、事務処理の状況は、税務課が年一回実施する税務事務調査によっ

て確認が行われており、措置状況に問題はなかった。 
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No. 18-24 部局名 税務課 

概要 課税免除要件に該当しない法人が課税免除されていた。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

本県における法人県民税均等割の課税免除措置については、2 つの条例に

よって規定されているが、査閲の結果、ＮＰＯ条例第 2 条による課税免除に

ついて、適用要件として規定された書類が添付して無いにもかかわらず免除

を適用した法人があったので、この部分について改善を図られたい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

「貸借対照表」が添付されていなかった 2 法人についてはその書類を提出さ

せている。また、平成 18 年度は全ての法人からの申請書に必要書類が添付

されていることを確認している。 

なお、ＮＰＯ条例による課税免除について、県税条例による課税免除と同様

に損益計算書の写しを添付書類とすべく、平成 19 年 3 月 30 日付けで県税条

例施行規則の改正を行うとともに、平成 19 年 5 月 10 日に事務処理要領を改

正し、各県民センターへ通知した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

ＮＰＯ法人に基づく課税免除については、県税条例に基づく課税免除と同

様な取扱いとするため、ＮＰＯ条例施行規則第１号様式を改正することによ

って添付書類を改めており、ＮＰＯ条例、県税条例施行規則及び免除要綱の

現物を確認した。 

加えて、添付すべき書類が漏れなく添付されていることを確認したうえで

申請書を受理する旨を事務処理要領中に明記しており、「平成 25 年度法人県

民税課税免除適用一覧表」からサンプルで申請書類及び添付書類を閲覧した

ところ、事務処理要領に基づき申請書類及び添付書類が備わっており、措置

状況に問題はなかった。 
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No. 18-38 部局名 税務課 

概要 身障者減免対象者の実態調査を行うべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

身障者減免について、各事務所で対応可能なようにチェックリストが作成

されているが、適用誤りが無いように特にフォローされたい。継続適用につ

いては、ハガキによる返信に頼っているが、不正減免を防止するために、何

台かは抜き取りで現況調査をすべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

平成 16 年 4 月 1 日付けの総務部長通達で「照会事項について変更報告が

あった場合又は報告について疑義がある場合は、事実関係を調査」すること

としているので、今後、適宜確認調査を徹底する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

平成 24 年度には、身障者減免等に関する質疑応答集を策定して各事務所

へ周知したうえで、減免申請書を受領した際の統一的なチェックリストが整

備されており、適切な窓口対応を可能とする工夫がなされている。 

また、実際に毎年内部ルールに基づき 500 件程度抜き取り調査を行ってお

り、毎年 10 件程度の虚偽報告が発覚して減免の取り消しを行っている。 

このように、申請時の書類のチェック体制及び減免後の抜取調査により不正

減免を防止する機能が働いており、適切な措置事例であるといえる。 
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No. 18-39 部局名 税務課、情報政策課 

概要 自動車税の住所変更手続きの周知が必要である 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

住所移転時には、自動車税まで考えて、住民票（転出）の受付時に自動車

税関係の書類を渡すように市町村に依頼されたい。また、しまね電子申請サ

ービスによる変更や電話での変更が可能である旨のアナウンスを行うべきで

ある。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 19 年度 

平成 19 年 3 月に市町村に対し窓口でのチラシ配布を依頼している。 

来年度からは納税通知に際し、しまね電子申請サービスに加え、電話によ

る手続きができることをお知らせする。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

島根県は、住所移転時の自動車税に係る住所変更について、インターネッ

トによる電子申請（しまね電子申請サービス）のほか、電話やＦＡＸで手続

きができることを周知している。 

具体的には、納税通知の封筒への記載及びチラシの同封、県や市町村、税

務署等へのチラシ配布、県のＨＰによるお知らせ、県政広報ラジオ、山陰中

央新報の県民だよりによるお知らせなどで周知をしている。 

自動車税の納税者住所移転情報の捕捉漏れ等を確実に防止するためには、

住民票データと自動車税の住所データとを連動させるシステムの構築などの

取組みが必要と思われるが、制度面や運用面での課題も多く、将来的な課題

といえる。 

したがって、島根県においては、引続き前記周知を継続するとともに、前

記システムに関する調査、研究をされることを求める。 
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No. 18-63 部局名 税務課 

概要 執行停止中の滞納者の財産調査が不十分である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

島根県は、過去の滞納処分の執行停止の取消の件数について把握していな

い。執行停止の要件が消滅した場合は、納税者間の公平の観点からは、執行

停止を取り消すべきである。ついては滞納処分の執行停止をした滞納者につ

いては、定期的に財産調査を行うべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

執行停止中の滞納者の情報については、3 年の消滅期日の半年前にリスト

を執行機関に送付し、執行機関において改めて財産調査を行い、財産の保有、

生活状況の改善が表見された場合は執行停止の取消処分を行うとしている。

今後は、より適正な事務処理に努めるとともに、執行機関が行った処分の取

消について報告を求めるなど実態把握に努める。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

平成 19 年度から、県税に関わる各地方機関の納税課長等が出席する徴収

対策会議において前年度の執行停止処分状況についても報告しており、その

中で停止、取り消し、消滅それぞれの件数・金額を集計して説明している。 

また、消滅時効半年前のリストを配信し、執行停止中の停滞案件について

は、滞納者の資力、所在等を調査し、停止条件に該当しなくなったときは取

り消すこととしている。 

平成25年度執行停止処分の取り消し状況は、現年度課税分が１件35千円、

滞納繰越分が 10 件 370 千円であった。 

東部県民センターの実地調査において滞納処分の停止決議書・滞納処分の

取消決議書の現物を確認したところ、預金調査・生保加入状況調査等の継続

した財産調査により執行停止の取消を行った事案を確認した。 

以上より、定期的な財産調査による執行停止中の滞納者の実態把握に努め

ており措置状況に問題はなかった。 
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No. 18-65 部局名 税務課 

概要 特例滞納制度の有効活用をすべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

島根県は、平成 17 年度から、個人住民税の高額滞納事案を市町村から引

き継いで徴収する特例滞納整理を実施している。この特例滞納整理により、

平成 17 年度は、13 件、総額 10,658,000 円の徴収を行うなど実績を挙げた。

この制度の有効な活用を望む。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

地方税法第 48 条に基づく特例滞納整理を平成 17 年度の導入以来、各市町

村に認知され積極的に活用されるようになり、平成 18 年度においては、14

市町から 349 件、滞納金額 48 百万円余を引き受け、約 16 百万円を徴収し

ている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

この特例滞納整理制度の県のメリットは県が個人住民税の滞納事案につ

いて直接徴収できることにある。 

 年度ごとの引受市町数及び徴収金額は以下のとおりである。 

年度 市町数 引受件数 引受金額 徴収等金額 

平成 19 年度 14 市町 1,364 件 58 百万円 17 百万円 

平成 20 年度 14 市町 1,150 件 48 百万円 19 百万円 

平成 21 年度 14 市町 1,046 件 45 百万円 13 百万円 

平成 22 年度 15 市町 618 件 32 百万円 16 百万円 

平成 23 年度 13 市町 554 件 23 百万円 9 百万円 

平成 24 年度 10 市町 281 件 11 百万円 3 百万円 

平成 25 年度 11 市町 234 件 10 百万円 2 百万円 

以上が年度ごとの数値であるが、年々減っている原因として、個人住民税

以外の滞納がある場合は市町村が回収する必要があるものもあり、引継ぎを

せず市町村が独自で回収するものが出てきたことによる。また、個人住民税

の滞納対策として、島根県では特例滞納制度以外に、税務職員の相互併任制

度や、市町村との徴収対策会議等により滞納額の縮減に努めていることも、

引受件数が減少してきている要因でもある。なお、特例滞納整理の対象とな

らない個人住民税以外の滞納があるケースについては、税務職員の相互併任

や徴収対策会議での検討などで対応を行っている。 
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以上より、県は特例滞納整理制度を継続して活用しており、また、その他

の取組みにより滞納額の縮減に努めている。今後も継続して滞納額の縮減に

努めていただきたい。 
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第 5 章 平成 19 年度監査について 

商工労働部における補助金及び貸付金について 
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No. 19-01 部局名 観光振興課 

概要 公益社団法人島根県観光連盟（以下「観光連盟」という）のと県との役割

分担を明確化すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

観光連盟と島根県商工労働部観光振興課について、観光連盟の定款に記載

された事業内容と、観光振興課の平成 18 年度行政評価結果による実施事業

とで、事業内容が重複しているものが多々ある。また、人員の面から見ても、

実質的には観光振興課の観光宣伝グループ等も一体となって県の観光振興

活動を行っている状況にあり、民間から選任された理事等が主体となった観

光連盟独自の事業活動は、現在ほとんど行っていない。 

 このような事業状況によれば、観光連盟が県から独立して存在している意

義は薄いといえ、県として観光連盟の役割を明確化して観光振興活動を行っ

ていかなければ、業務執行が不効率化するおそれがある。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 20 年度 

観光連盟については、県や観光関連団体との役割分担を再点検し、連盟が

担うべき役割を明確化した上で、自立した組織となるよう、事業及び組織人

員及び財源を含めその在り方を検討中であり、今年度中に結果を出す予定で

ある。 

措置年度 平成 21 年度 

 H20 年度において、組織の在り方及び県・連盟の役割分担について、整理

を行った。（H20 年度事務事業見直し） 

 ○県・連盟の役割分担整理 

 ○事務事業見直し 

 ○組織体制の見直し 

  ・県職員の兼務解消 

   専務理事（観光振興課長兼務⇒非常勤専務理事任用 H21］） 

事務局長（観光宣伝 GL 兼務⇒プロパー職員からの登用［H22］） 

  ・臨時職員（2）⇒専門性のある嘱託職員に（経理１、WEB１） 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

県は、措置を受けて、H22 年度から 23 年度にかけて外部有識者を加えた

「島根県観光連盟のあり方検討委員会」を設置し、観光連盟の在り方につい

て検討した。その結果、現在の基本的な役割分担は次のようになっている。 
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内容 【観光連盟】 

・誘客宣伝活動 

・観光資源の育成（ガイドの育成など） 

・観光業界の人材育成（若手の経営者の研修など）・情報提供 

・民間事業者の取組支援・調整 

【県】 

・観光振興施策の立案・管理 

・関係団体の取り組み支援や総合調整（市町村を越えた観光組織の調整） 

・情報発信・国際観光など全県共通の取組 

・観光情報の収集、調査 

 

上記の役割分担の趣旨は、県は主に情報収集、立案、調整など企画の役割、

観光連盟は実際の誘客宣伝、業界の人材育成、事業者支援と実働的な役割で

あると読み取れる。県によると、プロパー人員が存在しており、人事異動の

心配がないため、観光連盟には、特に教育旅行（修学旅行）先を島根県に誘

致する営業活動など、何年もかかる外部との関係構築をお願いしているとの

ことである。また、上記検討委員会の報告では、行政組織に比べより迅速な

意思決定、柔軟な実行ができるとされている。この専門性、継続性、機動性

が独立して存在する意義ということであろう。その意味で当該役割分担には

特に違和感はない。ただ、2 つの組織が併存する状態では今後も必ず役割分

担の議論がついて回ることになるため、定期的に組織の在り方を検討する必

要がある。その場合は、 

①官で担うべき機能は何か、民間に委ねられる機能はないか、また不要な

機能はないか 

②役割分担がその時代に合ったものになっているか 

③グローバルな観点から島根での観光消費を最大化できるか 

などの観点から検討を重ねられることを望む。 
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No. 19-05 部局名 観光振興課 

概要 観光連盟を軸とした効果測定に関する尺度の設定がなされていない。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

「観光連盟」を軸とした効果測定に関する尺度の設定はなされていない。 

県の観光プロモーション活動を行っている人員が、観光振興課と観光連盟

の両者に在籍しているため、県の観光振興施策について、その投入した直接

コストと効果を対応させた効果測定が困難な状況にあり、投入したコストに

見合った効果の有無を測りがたい現在の体制は問題があると言わざるを得

ない。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 20 年度 

観光連盟の事業については、県との共同事業及び委託事業のウェートが大

きく、現在、事業及び組織人員、財源を含めその在り方を検討中であり、そ

の結果を踏まえて設定する。 

措置年度 平成 21 年度 

観光連盟は、県と役割分担した上で、共通の目標である観光入り込み数、

観光消費額の増加に向かって事業に取り組んでいる。連盟の役割分担につい

ては、H20 年度に整理を行ったところであるが、連盟単体での効果測定には、

困難を伴うことから、間接的な指標である、エージェント等への訪問宣伝動

の回数、観光 WEB ページの閲覧数、他県と比較した台湾人観光客の伸び率

等を用いることとした。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

【19-01】で述べたように、依然として県と観光連盟両方に観光振興機能

が分散しており、そのために、補助金の評価指標が定めにくい状況は変わっ

ていない。 

ただ、両方で分担している現在の形であっても、観光振興課の人件費、そ

の他の経費と観光連盟補助金のトータルでその効果指標と対比され、効果・

効率性が判断されているならば、さほど問題がない。その点はどうなってい

るのであろうか。 

県観光振興課は、H21 年度の措置内容にもあるように、 

 観光入込客延べ数 

 外国人宿泊者数 
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 うち、台湾人宿泊者数（中国地方他県との比較） 

 エージェント等への訪問宣伝活動回数 

 観光 WEB ページの閲覧回数 

 研修会の数、研修に参加した民間企業の数 

 商品設定の数 

といった、間接的な指標をいくつか用いて評価指標としている。補助金の

効果として【19－01】で見たような観光連盟の事業の成果を考える場合、こ

のような間接的な指標を組み合わせて見ていくしか仕方がないであろう。 

また、投入したコストは観光連盟補助金と県側での人件費であるが、それ

が対比されている、県の公式の効果測定である「事務事業評価」を見てみる

ことにする（H21 年度と H25 年度を例にとった）。 

  H21 年度 H25 年度 増減率 

効果 

（ 成 果

指標） 

観光動態調査結果の

観光入込客延べ数 

27,530 千人 36,808.9 千

人 

134% 

外国人宿泊客延べ数 22 千人 24 千人 109% 

コスト 観光連盟補助金 

（人件費） 

12,175 千円 24,629 千円 202% 

島根県観光誘致促進

事業負担金(※) 

9,319 千円 9,000 千円 97% 

職員給与費 3,408 千円 1,633 千円 48% 

計 

(事務事業の総コスト) 

24,902 千円 35,262 千円 142% 

 (※)観光連盟が実施する誘客宣伝や民間取組支援に対して、県が事業費の一部 

（1／2 以内）を負担するもの 

事務事業評価シートでは、投入したコストとして観光連盟補助金のほか、

人役計算による職員給与も含まれており、妥当なものであると判断する。ま

た、効果は上記の「成果指標」のように具体的な表形式では示されていない

ものの、上記以外の間接的な効果についても文章で記載してはあり、コスト

と効果の対比が図られていると考える。 

欲を言えば、県と観光連盟が役割分担しつつも、観光連盟は連盟補助金を

通じて事業を実施するわけであり、県単独ではできないが、補助金を拠出す

ることで得られた成果というものをはっきりと認識することが必要である。 
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No. 19-07 部局名 しまねブランド推進課 

概要 日本貿易振興機構松江貿易情報センター運営費補助金の公益上の目的が形

式上は明示されたが、効果判定指標がそれに沿ったものではない。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

独立行政法人日本貿易振興機構松江貿易情報センター運営費補助金は、同

センターの適正な運営等を推進することを目的としているが、同センターの

適正なる運営等を推進することにより、いかなる公益上の目的を達成しよう

としているかが明らかでない。 

実際には、ジェトロの適正なる運営等を推進することにより、県内の商工

業を振興することなどを目的として本補助金は設置されているとのことであ

り、その旨を交付要綱に明確に記載すべきである。 

県の措置・

対応状況 

 

措置年度 平成 20 年度 

要綱における本補助金の交付目的を改正し、「独立行政法人日本貿易振興機

構松江貿易情報センターの事業活動を支援することにより、県内企業の海外

取引を促進し、本県産業の振興を図る。」とした。 

今後、貿易実績企業数の推移等この目的に対する有効な効果判定方法等を

検討する。 

措置年度 平成 21 年度 

県内企業の貿易相談対応件数により評価する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

しまねブランド推進課は、前回監査人の指摘を受けて、同補助金の目的を、

「独立行政法人日本貿易振興機構松江貿易情報センターの事業活動を支援す

ることにより、県内企業の海外取引を促進し本県産業の振興を図る」と目的

を変更している。これにより、同補助金により同センターの事業活動を推進

することで、「県内企業の海外取引を促進し、県内産業の振興を図る」という

ように同補助金の公益上の目的が形式上は明らかになったと評価できる。 

しかし、実際の補助金の効果判定指標としては従前から県内企業の貿易相

談対応件数を用いているほか、H19 年度の指摘に従い、セミナーや講座の開

催件数、県内商談会の件数、海外展示会の参加企業数等も効果判定指標とし

て用いているが、同補助金の効果判定指標として、これらで充分といえるで

あろうか。これらの効果判定指標は、同センターの事業活動の成果を現すも

のであるから、「県内企業の海外取引を促進し、県内産業の振興を図る」とい
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う公益上の目的に対しては間接的であり、どちらかと言えば依然として H20

年度の措置以前の目的である「同センターの適正な運営等を推進すること」

に対応している。同補助金が「県内企業の海外取引を促進し、県内産業の振

興を図る」ことを公益上の目的とするならば、同補助金の効果判定指標とし

ては、H20 年度の措置状況にも記載されてあるように、県内の「貿易実績企

業数の推移」等を用いるのが最適と思われる。 

以上のとおり、形式的には同補助金の公益上の目的が「県内企業の海外取

引を促進し、県内産業の振興を図る」と明らかになっているものの、その効

果判定指標は当該目的を真正面から捉えたものではない。したがって、前監

査人の指摘に対する措置としては、是正はされているものの不十分と判断し

た。 
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No. 19-08 部局名 しまねブランド推進課 

概要 境港貿易振興会事業費補助金の公益上の目的が明らかでない。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

本補助金の交付要綱では、本補助金の交付目的について「境港貿易振興会

が行う境港の利用促進を図るための事業の円滑な推進に資する」ことと記載

されている。しかしながら、当該事業を円滑に推進する自体を補助金交付の

目的とすることは考えられず、この記載では、当該事業を円滑に推進するこ

とによりいかなる公益上の目的を達成しようとしているのかが明らかでな

い。このため、これについて交付要綱に明確に記載すべきである。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 20 年度 

要綱における本補助金の交付目的を改正し、「境港貿易振興会が行う境港利

用促進の事業を支援することにより、県内企業の海外取引を促進し、本県産

業の振興を図る。」とした。 

今後、貿易実績企業数の推移等この目的に対する有効な効果判定方法等を

検討する。 

措置年度 平成 21 年度 

境港を利用して貿易を行う県内企業数の推移により効果を判定する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 － 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

しまねブランド推進課は、前監査人の指摘を受けて、同補助金の目的を、「境

港貿易振興会が行う境港利用促進の事業を支援することにより、県内企業の

海外取引を促進し本県産業の振興を図る」と目的を変更している。これによ

り、同補助金により同事業を支援することで、「県内企業の海外取引を促進し、

県内産業の振興を図る」というように同補助金の公益上の目的が形式上は明

らかになったと評価できる。 

また、同補助金の効果判定指標として「境港を利用して貿易を行う県内企

業数の推移」を用いることは同補助金の公益上の目的に合致しており、実際

の補助金額については、当該指標を利用して、算定式に従い合理的に算出さ

れており、同補助金の目的と補助金額とが適切に連動していることから、同

補助金の公益上の目的が明確になっている。 

したがって、前監査人の指摘に対する措置内容として問題はなく、是正さ

れていると判断した。 
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No. 19-14 部局名 中小企業課 

概要 商店街活性化に関する補助金の効果測定には金額ベースの尺度も必要で

ある。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

○県民との協働による島根づくり事業補助金 

② 平成 18 年度は商店街の活性化を目的としたフェスティバルのために

本補助金が交付された。このため、目的達成度を測定する尺度として入込客

数を採用しており、上記目的に照らせば、一応合理的な尺度と考えられる．

ただし、これに加えて金額ベースでの尺度の設定も検討されたい。 

【平成 19 年度の監査では、①各補助金は、その交付要綱等において、補助

金交付の「目的」が特定されているか、②補助金交付による「目的」の達成

度を測定するための合理的な「尺度（ものさし）」が設定されているか、③

設定した「尺度」により、補助金交付による効果が合理的に分析・測定され

ているか、の 3 段階の検証を行っている。上記指摘の文頭にある②は、これ

らのうちどの検証レベルについての指摘であるかを意味している。】 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 20 年度 

商店街全体の売上の把握等、事業効果の評価方法を検討する。 

措置年度 平成 21 年度 

本補助金について、平成 19 年度以降は類似事業の提案はないが、今後提

案された場合には、必要に応じ商店街全体の売上等も加え、事業効果を評価

する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

H19 年度で終了した事業であり、その後の類似事業もないため、是正状況

は判断できなかった。 

そこで、指摘時以後に実施された補助金のうち、大きな意味での商店街の

活性化に対する補助金の尺度について、「島根県地域商業活性化支援事業実

施報告書」によって調査したところ、目標値として「商店街の売上高」、「地

元購買率」、「空き店舗数」、「平日の商店街歩行者通行量」、「開催期間中の各

商店来店者数○%増、または売上○%増を達成する事業所の割合」などが設

定されており、事業内容に応じた効果尺度の設定がなされていると考える。 
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No. 19-15 部局名 中小企業課 

概要  商店街振興組合指導事業費補助金の効果測定が行われていない。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

○島根県商店街振興組合指導事業費補助金 

 ③ 入込客数は把握しているが、これをもとにした効果測定がなされてい

るとはいえない。 

（文頭の③の意味については【19-14】の項参照） 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 20 年度 

商店街全体の売上の把握等、事業効果の評価方法を検討する。 

措置年度 平成 21 年度 

本補助金について、平成 19 年度以降は類似事業の提案はないが、今後提

案された場合には、必要に応じ商店街全体の売上等も加え、事業効果を評価

する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

当指摘は、補助金の効果に関する指摘である。 

【事業ごとの補助事業の総括について】 

まず、中小企業課においては、補助金を基本的に 3 年スパンで見ており、

事業ごとに「3 年間の成果と今後の課題」などの形で補助率、補助方法など

内容の検討や、補助金の廃止も含めて効果の整理がなされていることが確認

できた。また、毎年の予算編成においても、7 月の事前協議段階から財政課

とのやりとりがメモ程度ではあるが記録として残っていることは高く評価

できる。 

【企業への直接的な監視について】 

個々の補助金 1 件当たりについて見ると、各企業への補助金について、そ

れぞれ「事業実施効果報告書」が出されている。その様式では、事業効果と

しての達成度と、当初の予定が達成できていない場合は、対応策を記載する

ことになっており、県のしくみとしては効果の評価と対応ができるようにな

っている。ただ、多くの補助金では市町村が間に入っており、目標値につい

ても市町村が設定しており、補助金効果の評価には市町村との連携が重要で

ある。県は企業の提出してきた資料について直接の監視を行っていないた

め、数値の信頼性については市町村に大きく依存しているが、市町村も補助

金を１／２負担していることから、企業への評価は充分行っているものと推
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測され、不正や癒着など虚偽報告の恐れは低いと思われる。それよりも、さ

らに補助金の効果を上げるしくみとして、補助金の効果が薄いと感じた特定

企業に対しては、市町村と合同で現地調査・指導を行えるよう、要綱等で明

確にしておくべきである。今後とも県としての積極関与の姿勢を期待した

い。 
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No. 19-17 部局名 中小企業課 

概要  島根県商店街振興組合指導事業費補助金の評価尺度のを精緻化すべきで

ある。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

○島根県商店街振興組合指導事業費補助金 

 ② 目的達成度を測定する尺度として開催回数・参加者数を採用してい

る。しかしながら、この尺度だけでどれだけ「地域経済の健全な発展に寄与」

したかを補捉するのは困難と思われる。 

（文頭の②の意味については【19-14】の項参照） 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 20 年度 

短期的には尺度として開催回数、参加者数を採用せざるを得ないと考えて

いるが、中長期的な効果を測定する尺度として組合の組織率等による検証を

検討する。 

措置年度 平成 21 年度 

地域経済の健全な発展とは、商店街振興組合を代表とする商業者の経済活

動の活性化とそれを通じた地域活動の活性化を想定しており、それを図る指

標としては地域全体の商品販売額、あるいは商業者ないし顧客の満足度など

が考えられる。 

ただし、こうした成果は研修事業や調査事業といった事業の性質上、単年

の事業の結果としてとらえることは困難である。短期的には研修の開催回

数・参加者数をもって評価してきたが、島根県地域商業再生支援緊急対策事

業と同様、事業の対象者である商店街振興組合等において研修事業等を通じ

商店街活性化に向けた新たな取り組みの掘り起こしを目指すものであり、客

観的に測定しうる指標としては、同事業の成果指標（同事業の利用件数）に

含めるべきものと考える。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

H23 年度で終了した事業であり、その後の類似事業もないため、是正状況

は判断できなかった。 

19-14 と同様の結論とする。 
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第 6 章 平成 20 年度監査について 

１．島根県及び島根県の外郭団体の借入金（金利に関することその他 

付随事項を含む）・偶発債務・債務負担行為 

２．外郭団体の資産運用 

 

平成 20年度は上記のとおりテーマは 2つであるが、内容は分割されていないため、2つの

テーマを区別せず、まとめて記載する。 
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No. 20-01、20-23 部局名 財政課、中小企業課 

概要 信用保証協会を連結バランスシートの連結対象としない理由が明確ではな

い。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人

の見解 

20-01（財政課） 

「島根県連結バランスシート」の正式実施の際には、信用保証協会を「連結

バランスシート」の連結対象としない理由を明確にする必要がある。 

20-23（中小企業課） 

現在のように「基本財産分の県の出資額」を出資比率として表示する際には、

誤解がないように、県としては、注記などにより、県で用いている「出資比率」

の意味内容及びその数値を用いる理由を説明するべきである。 

県 の 措

置・対応

状況 

措置年度 平成 21 年度 

20-01（財政課） 

H20 年度決算分からは、出資比率の定義等についても明示する。 

20-23（中小企業課） 

島根県信用保証協会の基本財産について、島根県の出資額に係る出資比率を

表示する際には、注釈等によりその計算方法等について説明を付すこととする。 

措置年度 平成 22 年度 

20-01（財政課） 

H20 年度決算分から記載を行った。 

20-23（中小企業課） 

説明を付すこととしている。（現在までのところ、そのような場面がなく実績

なし） 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 指摘事項 

妥当性判

断の理由

及 び 結

果・意見

の内容 

「島根の財政（平成 26 年度版）」には、「９．島根県の財務 4 表」の中に連結

財務 4 表の対象会計範囲が記載されており、その脚注に、 

『出資比率が 50％以上の法人は、すべて連結対象』 

『出資比率が 50％未満の法人は、県の関与の度合いに応じて判断』 

『出資比率とは、各団体の基本財産に対する県出資金の割合をいう』 

と連結対象範囲の基準と出資比率の定義が記載されている。県は、これが信用

保証協会を「連結バランスシート」の連結対象としない理由を明確に記載した

ものとしているが、この記述に信用保証協会という名称を記していない点のみ
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をもっても、理由を明確に記載したものとは言えないであろう。 

ただ、これが理由の記述であるとしても、内容的には認めがたい。 

まず第 1 に、「基本財産」の根本的な概念が異なる。「基本財産」の定義は「一

般社団法人及び一般財団法人に関する法律」では、「目的事業にとって不可欠な

財産として定款で定める財産」である。つまり、貸借対照表の「資産の部」に

計上される運用サイドの概念である。公益法人は一般社団・財団法人の特殊形

態であるから、県の出資団体の多くがこの定義に当てはまることになる。 

これに対し、信用保証協会では、基本財産は「県他から受けた出資額（基金）」

と「過去の収支差額の累計（基本準備金）」とで構成される。つまり、一般企業

の会計でいう「純資産の部」に計上される調達サイドの概念である。 

「基本財産」が貸借対照表のどこの部分に来るか、でさえ、信用保証協会と

他の団体では扱いが根本的に異なる。 

 

 

第 2 に、出資比率の概念が異なる。県出資団体では多くの場合、「基本財産」

の財源は県などの寄付者から受け入れた指定正味財産を充当している。つまり、

純資産側から見れば出資金とほぼ同じと考えることができる。それを用いた出

資比率は「県の出資額／総出資額」となる。 

これに対し、信用保証協会では、「基本財産」は「県他から拠出された出資額

（基金）」と「過去の収支差額の累計（基金準備金）」とで構成される。つまり、

出資比率の分母に出資金以外のものが含まれている。「過去の収支差額の累計

（基本準備金）」とは、一般企業の会計でいえば、自ら稼得した利益の累積であ

る「利益剰余金」である。それを用いた出資比率は「県の出資額／総出資額＋

利益剰余金」ということになる。このような利益剰余金が含まれる基本財産を
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分母に出資比率を計算することは上記の他の団体の計算や一般企業など通常の

考え方と大きく異なる。H20 年の指摘でも論証されているように、基金準備金

によって「出資比率」は低くなる（現在 24.3％）のみならず、県が何もしなく

とも、信用保証協会に対する「出資比率」は、毎年度変動することになる。 

 

 

このように、県が法律上も経済実質上も、概念が統一されていない「基本財

産」の用語を、何らの説明もなく、県民に対する情報提供の範囲である連結の

対象とするか否かを画する基準に用いていることは不適切である。県民に対し

県の財務情報を提供するにあたっては、この概念の統一と連結対象範囲の基準

について充分な説明が必要である。 

一方、出資比率の計算如何に関係なく、信用保証協会の業務内容が県の行う

行政サービスとはかなり異なり、資金量など資産規模も大きいため、連結をす

ることでかえって県民をはじめ利害関係者に誤解を与えるので信用保証協会を

連結対象にしないという考え方もある。利害関係者の判断を著しく誤らせるお

それがあるため子会社を連結の範囲に含めないことは、一般企業でも条件は非

常に限定的ではあるが行われていることであり、もしそれが理由であればその

旨を理由として開示すればよいことである。 

これらのことから、県は、次のいずれかの措置を取るべきだと考える。 

①出資比率の定義を「団体に対する拠出された出資額（総出資）に対する県

出資金の割合」とし、その計算によると出資比率が 80％を超えることにな

る信用保証協会を連結対象に含めること。 

②出資比率に関する定義を①のとおり変え、出資比率が 80%を超えると認識

したうえで連結対象にしないなら、上記のような実質的な理由を記載する

こと。 
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③出資比率に関する定義を変えず、信用保証協会をあくまで連結対象としな

いなら、「島根の財政」の連結財務 4 表の対象会計範囲についての部分で、

「信用保証協会を連結対象としない理由（県の関与度合いが低いことな

ど）」を記載すること。なお、この際は H20 年度に中小企業課に対し指摘

されているように、「その数値を用いる理由を説明するべき」である（この

点はこれまでいっさい措置されていないことを改めて指摘しておく）。 

 

なお、平成 26 年 1 月に総務省より通知された「連結財務書類作成の手引き」

において、特別法による法人である信用保証協会についての扱いは明記されて

いないが、県が総務省に確認したところ、信用保証協会を個別に対象外とする

ことはない、つまり「第三セクター等」と同様の取扱とする、との回答であっ

た。県は従来から、連結の検討にあたっては、基本どおり総務省の手引き等に

沿って運用する方針であるから、そこでどのようなことが記載されているかが

問題となる。 

総務省の手引きでは「財団法人等に関する出資割合については、（中略；「法

令」）に基づき、監査の対象あるいは調査の対象を判断する際の出資割合として

各地方公共団体において整理している割合を用いることとします。」とされてい

る。県はここでも「県の出資比率は、総務省の手引きに従い、あくまで団体の

「基本財産」に対するものとし、島根県信用保証協会も例外としない。」とする。

理由は「県において、団体に対する県の出資等比率は団体の基本財産に対する

県の出資等の割合としており、島根県信用保証協会もこれによって比率が算出

されている。」とのことであった。もう繰り返すまでもないが、会計的に不統一

の「基本財産」の語を用いること、特に信用保証協会の「基本財産」のみが他

と異なる概念であることを考えれば、この理由は県が信用保証協会を「例外と

して扱う」理由に他ならない。上記提案した①～③のいずれかの対応をしてい

ただきたい。 
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No. 20-02 部局名 財政課 

概要 信用保証協会に関する県の将来負担の可能性を明確に公表すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

債務負担行為一覧に加えて、信用保証協会に関して県の将来負担の可能性

を例えば注記という方法によって説明する必要はある。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 21 年度 

平成 20 年度決算分から、債務負担行為明細書に財政健全化法に基づく将

来負担比率算定のために算出する「設立法人の負債の額等に係る一般会計等

県負担見込額」を追記する。 

措置年度 平成 22 年度 

H20 年度決算分から債務負担行為明細表において、「設立法人の負担の額

等に係る一般会計負担見込額」を追加した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

一般に公開し、県の web サイトからも入手できる「債務負担行為明細表」

に、将来負担の可能性をとして、「最大」どのぐらいの負担があるかを「損

失補償」として公表している。この数値は議会で議決されている。一般企業

会計における「引当金」つまり可能性の高い合理的見積もり額であり、より

現実的な数値である「一般会計等負担見込額」も、以下のとおりの計算式を

示して記載しており、指摘内容は是正されたものと考える。 

『一般会計等負担見込額＝損失保証債務残高×平均残存年数×前年度の

損失補償実行率』 
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No. 20-14、24-54 部局名 土木総務課 

概要 土地開発公社（以下、この項において公社と称す）は借入返済を優先すべ

きである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

20-14 

＜資産運用と借入金のバランスを考慮すべきと思われることについて＞ 

公社の 100％出資者であり、実質的に公社の債務の債務者である県の立場

としては、公社の持つ運用資産を借入金の返済に充てさせるべきではないだ

ろうか。 

（24-54 も同様の指摘であり、この項にまとめた。） 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 21 年度 

準備金の多くを長期借入金の借入利率よりも高い利率の有価証券で運用

することとしている。 

措置年度 平成 25 年度 

公社の組織運営上必要な管理部門の経費等については、県からの補助金の

交付を受けることなく準備金の運用益を充当しており、なお不足する分につ

いては、準備金を取り崩して不足分の補填に充当しているのが実態である。 

公社は、資金運用にあたっては資金需要を把握し資金計画にミスマッチが

生じないように努めている。 

現在、県としても公社の資金運用について、長期国債の運用リスクがある

ことを踏まえて、適切に判断しているが、今後も一層努めていきたい。 

現監査人の見解 

県の措置・対応状況の妥当性 是正されていない 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

公社では、現在、市中銀行からの借入を減らして、県からの借入を増やす

傾向にある。また、長期借入金の一部を土地開発基金からの借入に切り替え

るなど、利息抑制を図っている。措置されていないがやむを得ないと判断す

る。 

ただし、このような方策は結局県財政への負担となり、運用についても超

長期国債（20 年）での運用を強いられており、金利変動による価値下落の

リスクが高い点には十分注意が必要である。 

（公社の借入金などあり方についての根本的な提言は【17-21、33、34】

の項にまとめている。） 
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No. 20-15、20-17 部局名 土木総務課 

概要 島根県土地開発公社（以下、この項において公社という）の在り方を検討

すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

20-15 

＜留保所得を将来の欠損填補に充当する姿勢について＞ 

県トータルとして利払いを減らして県の手元に残るお金を増やすという

発想が必要ではないか。 

20-17 

＜土地開発公社につき方向性を明らかにする必要があることについて＞ 

県は、公社のあり方について早急に検討し、今後の方向性を明らかにする

必要があるのではないだろうか。さらなる検討をお願いしたい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 21 年度 

 土地開発公社が行う業務や組織体制のあり方等について集中的に検討

し、その中で土地開発公社が中長期的に保有すべき準備金の額についても検

討していくこととしたい。 

措置年度 平成 22 年度 

現在、県の用地取得業務のあり方について検討を進めており、この中で公

社業務の方向性、組織体制等について検討している。 

措置年度 平成 23 年度 

現在、県の用地取得業務を公社に委託することについて検討しているとこ

ろである。 

措置年度 平成 24 年度 

H23 年度「用地取得業務の今後のあり方に関する検討会」において、H24

年度から公社職員の県への出向による体制を実施、当面 3 年間を評価期間と

し、組織運営を検討している。 

措置年度 平成 25 年度 

平成 24 年度からの評価期間 3 年の平成 26 年度に向けて、公社職員の県へ

の出向体制、経費負担等の組織運営を引き続き検討している。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

【17-21、33、34】と同じである。 

なお、平成 21 年度以降、政策企画監室が是正措置を毎期検証しているこ
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結果・意見の

内容 

とは高く評価できる。 

（公社の借入金などあり方についての根本的な提言は【17-21、33、34】

の項にまとめており、引き続き検討が必要である。） 
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No. 20-21 部局名 農畜産振興課 

概要 退職資金として資金を固定化する必要はない。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

必ずしも余剰資金があるわけではない財政状況において、従業員の将来の

退職金支給のために退職金以外の使途での取崩しはできない積立をして、資

金を固定化する理由は見受けられない。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 19 年度 

食肉公社としても、資産と負債のバランスを考慮することは重要と認識し

ているが、当該積立を行っている共済の制度上、解約等による資金調達が直

ちには困難であることから、当面は毎年度の積立を停止し、退職給付引当負

債の増加による資産と負債のバランスの回復に努めている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

前監査人の指摘の趣旨は、職員の退職給付のための資金以上の資金を退職

資金として積み立てることによる組織の資金の硬直化を防ぐこと及び資金

の有効活用を図るべきことにあると考えられる。 

 確かに、指摘の当時は退職給付引当金の倍以上の金額が退職資金として貸

借対照表上の資産として計上されており、退職資金以外の使途での取り崩し

はできないこととされていた。そもそも資産計上されていた退職資金は島根

県農協職員共済会の共済契約に基づき積み立てられたものであったが、島根

県農協職員共済組合はその後解散し、全額が返還された後、全国共済会へ制

度を引き継いでいる。この際の全国共済会の再計算により積み立てた金額は

貸借対照表上で負債に計上されている退職給付引当金を下回っており、過大

な退職資金が積み立てられているという状況は解消されている。直近の貸借

対照表を閲覧した結果においても資産の部に計上されている退職資金が負

債の部に計上されている退職給付引当金の額を下回っている。 

すなわち、退職金制度変更により再計算を行った結果、引当金を大幅に上

回る退職資金が積み上がっている状況は結果的に解消されている。したがっ

て、前監査人の指摘の趣旨に沿った結果が実現されており、問題はないと考

える。今後も資産と負債のバランスを考慮した組織運営に努めていただきた

い。 
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No. 20-24 部局名 港湾空港課 

概要 資金運用規定の制定が望ましい。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

資金運用規定が制定されていないため、制定することが望ましい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

資産運用は預金及び国債であり、社長決裁後取締役会へ報告を行ってい

る。検討の結果、多様な資金運用を行うことは考えられないため、運用規定

の制定は行わないこととする。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

出雲空港ターミナルビル(株)は、措置状況において、多様な資金運用をす

ることは想定していないため資金運用規定の制定は行わないとしているが、

これが資金運用規定を制定しない理由にはならない。そもそも資金運用規定

は、組織が資金運用を行う上で必要な手続き・方針を定めることによって、

当該組織の金融資産を安全かつ健全に管理し、資産の適切な保全を図るため

に必要なものであり、担当者の判断の拠り所になるものでもある。 

確かに、出雲空港ターミナルビル(株）は金融資産としては預金を保有し

ているのみであり、この点のみを考慮すれば資金運用規定制定の必要性はさ

ほど高くないとも言える。しかし、預金のみを持ち続けるにしてもペイオフ

の対策を考える必要があり、さらに今後会社を取り巻く状況の変化に伴い他

の金融資産で資金を運用する可能性がないとは言えない。そのような状況に

直面した際にどのような方針及び手続を経るかを会社内部のルールとして

明文化しておくことは必要であると考えられる。 

今回のヒアリングでは、資金運用を行うことになれば社長決裁後取締役に

報告することになっているとの回答を得たが、そのような内部の判断過程及

び承認手続きが存在するのであれば、その手続きを明文化しておくことが望

ましい。 

会社の実情に応じた資金運用規定の制定について検討していただきたい。 
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No. 20-25 部局名 港湾空港課 

概要 資金運用規定の制定が望ましい。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

運用資産は預金及び国債のみなので、現時点で運用規程がないことについ

て問題が発生しているわけではないが、制定が望ましいものである。     

さらに今後、多様な資産運用が行われる場合においては、資産運用方針や決

定手続の規程を制定する必要がある。資金運用規定が制定されていないた

め、制定することが望ましい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 21 年度 

多様な資金運用を行うことは考えられないため、規程制定に向けては、考

えていない。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 指摘事項 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

石見空港ターミナルビル(株)は、出雲空港ターミナルビル(株）同様、措置

状況において多様な資金運用をすることは想定していないため資金運用規

定の制定は行わないとしているが、出雲空港ターミナルビル(株）と異なり、

預金及び国債のみならず株式まで保有している。にもかかわらず、多様な資

金運用をすることを想定していないというのは理解できない。また、前回の

監査報告書において、「リスクの少ない効率的な運用を行う」という資産運

用方針が記載されていることと、今回株式を保有しているという点で矛盾を

感じざるを得ない。確かに株式を保有することがそのままハイリスクにつな

がるものではないが、株式は一般的にリスク資産と言われるように、国債等

とは異なり、元本回収が保証されない金融資産である。 

今回のヒアリングでは、昨年 ６百万円の ANA 株を購入したが、あくま

でも株主優待券での出張利用が目的であり株の売買目的ではないこと、また

定例取締役会で報告もしているとの回答を得たが、売買目的であろうが株主

優待目的であろうが株式というリスク資産に投資していることに何ら変わ

りはない。また、定例取締役会に報告しているとはいえ、事後の手続に過ぎ

ない。６百万円という金額は、石見空港ターミナルビル(株）の財政状態及

び経営成績に照らして決して僅少な金額ではない。 

資産運用の重要性を認識し、根本的な資金運用の方針並びに資金運用にあ

たっての事前・事後の手続を明確にし、社内ルールとしての資金運用規定を

制定していただきたい。 
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第 7 章 平成 21 年度監査について 

１．債権の管理・回収について 
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No. 21-06 部局名 審査指導課 

概要 債権管理の改善策等を実行管理するためには、実行管理を行う組織を設置

するなどの措置が必要である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

貸付金管理事務に関わる不適切事案についての『改善措置』（平成 21 年 3

月 5 日に業務点検委員会が発足した）では、改善策の実行管理を行う部署は

明確に示されておらず、『改善措置』を作成した業務点検委員会が実行管理を

行うものともされていない。業務点検委員会以外では、改善策の実行管理を

担うことが期待されるのは『島根県債権管理連絡会議』であろうが、同連絡

会議の本会議は 1 回しか開催されておらず、しかもその議論の主眼は、実行

管理の点にはない。 

一方、出納局において、『債権管理チェック項目（自主点検用）』を利用し

た自己点検の要請と結果のとりまとめや会計検査等が行われているものの、

出納局に『改善措置』記載の改善策の全てを管理監督する権限が明確にある

わけではない。 

改善策を実行し、確実に業務改善が行われるようにするには、実行管理を

行う組織を設置するか、または既存の部課、組織に明確に実行管理のための

権限を付与すべきである。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

この度、債権管理に関する重要事項を全庁的な観点から審査・協議を行う

機関として新たに「島根県債権管理会議」を本年 7 月に設置（会長＝副知事、

委員＝各部局長、専門部会＝関係各課長）したところである。 

 この「島根県債権管理会議」において、改善策の実行管理など債権管理の

適正を期すための全庁的な取組に努めていく。 

 なお、改善策の実行は、各部、各課の責任において行うが、今後、債権管

理事務が適正に執行されるよう、出納局が会計検査等により点検及び指導し

ていく。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 － 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

前回監査を受けて、島根県は、平成 22 年 7 月に「島根県債権管理会議」を

設置した。 

同会議は、①県が有する債権の状況の把握、②適正な債権管理の全庁的な

取り組み、③権利放棄を議会に提案する案件の審査、④債権管理業務の一部
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を外部委託する債権の要件の各々に関する事務を所掌し、全庁的な観点から

債権管理の適正化に着手した。特に、平成 23 年度から平成 25 年度の 3 年間

を集中取組期間として、債権管理体制の強化（債権管理を行う嘱託職員が 5

課で 6 名増員された）や債権回収業務の外部委託等を実施した。 

その結果、平成 22 年度の島根県の債権の現在額が 612 億 7300 万円であっ

たのに対し、平成 25 年度の島根県の債権の現在額は 568 億 6100 万円となり、

44 億 1200 万円減少した。 

これは、「島根県債権管理会議」の主導のもと、全庁的に債権管理の適正化

に向けた取り組みを行った結果と思われる。 

なお、「島根県債権管理会議」のもとには、債権管理に関する課題や個別の

案件の協議、調整等を行うための専門部会が置かれた。また、「島根県債権管

理会議」の事務局は出納局に置かれ、出納局は、各所属の債権管理状況の把

握や事務処理手続きの統一化、必要な調整等を行い、各所属における債権管

理事務を支援している。 

このように、全庁的に債権管理の適正化に向けた取り組みを行うための組

織体制が構築され、それらが効果的に機能している。 

島根県は、現在も、平成 26 年度から平成 28 年度の 3 年間を第 2 次集中取

組期間として、引続き債権管理の適正化を強力に進めているところである。 

したがって、前監査人の指摘に対する措置状況としては問題がなく、是正

されていると判断した。 
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No. 21-11 部局名 審査指導課 

概要 適切かつ効率的な貸付金回収業務の実施のためには、「貸付金管理回収業

務」を一括して総務課（予算主管課）で行うなど、担当課の抜本的な見直し

も検討すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

貸付金事業の事務は、「貸付実行」「貸付実行後の債権管理」の 2 段階に分

けて考えられる。 

現在は、医療対策課に限らず、全ての部課において、貸付実行の担当課が、

貸付金管理回収業務も行っている。 

それ自身が必ずしも問題であるとは言えないが、今回の不適切事案が発生

した原因である担当者の職務怠慢は、「債権管理」より優先度が高い業務が他

にあることにより「債権管理業務」が後回しになり、後回しにされた結果、

ますます行われなくなるという悪循環が招いたものともいえる。 

貸付が必要な人に対して貸付をすることは担当課の他の業務とのつながり

が深いが、貸付の後の貸付金管理回収業務は、担当課の他業務と比べるとか

なり異質である。このことからも担当課が、貸付金管理回収業務も行うこと

には相当のストレスを伴うのではないかと思われる。 

健康福祉総務課と人事課が行った、関係者事情聴取の記録を閲覧したとこ

ろ、債権管理のあるべき体制について『債権管理自体は看護師確保対策とは

事務の内容が違うので、債権管理マニュアルやノウハウのない未熟な事業課

がやるよりは、ノウハウのある部署が一括管理したほうが良い』との意見も

あった。 

部単位で、さらには、県全体で、貸付金事業を見ると、相当数の貸付金が

ある。これらの多数の貸付事業における管理回収業務を、各部の総務課（予

算主管課）で一括して行うならば、各担当課がそれぞれ管理回収業務を行う

よりも効率的でもあり、また、ノウハウも蓄積できるのではないか。『改善措

置』の改善策に記載されている「チェック体制の構築」も重要であるが、業

務改善のひとつとして、例えば部ごとに「貸付金管理回収業務」を一括して

総務課（予算主管課）で行うなど、担当課の抜本的な見直しも検討すべきで

あると考える。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

貸付金はそれぞれが個別の政策目的を持ち、また、貸与者・被貸与者や貸

与の基準等も千差万別であることから、「貸付業務」と「回収業務」を分離し、

「回収業務」のみを一括して行うことは業務の実態に即しておらず、必ずし

も適当・効率的ではないと考えているので、担当課の抜本的な見直しは現在
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予定していない。 

  しかしながら、貸付金の回収を適切に行うことは極めて重要なので、島根

県債権管理会議において、 

 ① 債権管理マニュアルの策定・見直し・各所属において個々の業務に即

したマニュアルを策定など 

 ② 債権管理業務の一部の外部委託化など 

 実効性のあがる方策を検討しているところである。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 23 年度 

島根県債権管理会議が主導し、改善策の実行管理など債権管理の適正を期

すための全庁的な取組に努めているところ。 

 ① 債権管理マニュアルの策定・見直し 

  ・「権利の放棄の提案基準」、「不能欠損として整理できる基準」 

   の作成 

  ・各所属において個々の業務に即したマニュアルの作成 

 ② 債権管理業務の一部の外部委託 

 ③ 弁護士の指導・助言を得るための法律相談事業 

    などの取り組みを実施した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

島根県は、平成 22 年 7 月に、全庁的に債権管理の適正化を推進するために、

「島根県債権管理会議」を設置した。そして、同会議の主導のもと、各所属

の債権管理体制の強化や債権回収業務の外部委託、債権管理マニュアル等の

策定、弁護士の指導・助言を得るための法律相談事業等を実施し、債権の現

在額を平成 22 年度から平成 25 年度までで 44 億 1200 万円削減した。 

しかし、島根県は、平成 25 年度末において、依然として 568 億 6100 万円

（うち未収金 19 億 5600 万円）もの多額の債権を有しており、より効率的、

効果的な債権回収に向けた見直し等が必要と思われる。 

また、島根県出納局が未収金を有する各所属に対して実施した平成 26 年 8

月及び 11 月のヒアリング調査によれば、①全ての未収金回収業務を一元化す

ることについては、「完納まで生活指導が付随しており、一元化による機能的

な回収は不可」、「債務者のプライバシーに慎重な配慮が必要で一元化は不

可」、「基本的に経済状況が厳しい人に貸し付けており、一元化しても回収困

難」などの理由により、反対の意見が趨勢であった。また、②未収金のうち

回収困難案件のみ一元化することについては、「完納までの生活指導が付随し



102 
 
 

ていることや、債務者のプライバシーに慎重な配慮が必要」などの反対意見

がある一方で、「所属での交渉が困難（県外在住者、破産者、クレーマー等）

であり、一元化か外部委託が望ましい」など賛成する所属もあった。 

以上のとおり、現時点では、島根県において債権回収業務の一元化を図る

ことには、回収業務に生活指導的要素が介在しており両者を切り離すことが

望ましくないことや、債務者のプライバシーに係る問題があること、一元化

しても回収困難が予想されることなど、解決すべき様々な課題があり実現可

能性がないと言わざるを得ない。 

 したがって、島根県においては、引続き、「島根県債権管理会議」主導の

もと、各所属の債権回収業に対する支援、指導を充実させ、より効率的、効

果的な債権回収に向けた取り組みを継続されたい。 
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No. 21-12 部局名 審査指導課 

概要 債権管理手法のノウハウの共有化が必要である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

債権管理業務そのものを集約することが望ましいものと考えるが、これが

困難である場合、もしくは、管理業務の集約ができるまでに時間がかかる場

合、類似した貸付金ごとに管理手法のノウハウを集めて、関係部課の担当者

がそれを学ぶことが有効であると考える。 

医学生等貸付金に係る不適切事案についていえば、共通の特徴として、制

度趣旨から返還が免除される場合が望ましく、返還される場合は制度目的が

達成されない場合であること、があげられる。 

そこで、監査対象とした他の部局において、そのような貸付金を見たとこ

ろ、農林水産部において、いくつかの貸付金が存在していた。 

その中で、特に今回の事案に近いのは「農業大学校奨学資金貸付金」であ

る。 

当貸付金の返還免除の規定は、卒業後直ぐに農業に従事し、かつ 3 年間農

業に従事した場合である。そして、返還免除までの期間についての確認は、

債務が無くなるまで毎年 4 月末に就業状況報告書を農業大学校長に提出させ

ることによって行うことになっている。 

このような手続きが実施されていれば「医学生等貸付金」のように、貸付

業務終了後、長期間貸付金管理業務の存在そのものが分からなかったという

ことにはならないものと思われる。 

同様のノウハウを類似貸付金の担当者に周知し、共有すべきである。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

適正な管理がなされている所属の事例や他県の参考例を積極的に情報提供

するなど、職員の情報共有に努めていきたいと考えている。 

 なお、出納局では債権管理に係る会計検査を実施するとともに、債権管理

の法律的・実務的な観点から弁護士を講師に招いて職員研修を開催したとこ

ろである。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

島根県は、平成 22 年 7 月に、全庁的に債権管理の適正化を推進するために、

「島根県債権管理会議」を設置した。そして、同会議の主導のもと、各所属

の債権管理体制の強化や債権回収業務の外部委託、債権管理マニュアル等の
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の内容 策定、弁護士の指導・助言を得るための法律相談事業等を実施している。 

同会議の事務局は出納局が担い、出納局は、各所属の債権管理状況の把握

や事務処理手続きの統一化、必要な調整等を行い、各所属における債権管理

事務を支援している。それにより、全庁的に債権管理手法のノウハウの共有

化が図られている。 

実際に、現在の医学生奨学金関係事務マニュアルをみると、「農業大学校奨

学資金貸付金」にならい、貸与事務（新規及び継続）の流れや、債権管理に

関する貸与終了後の手続きや返還免除の手続きの内容について、時系列的に

示されたスケジュール表が確立されており、債権管理手法のノウハウの共有

化が図られていることを確認した。 

よって、前監査人の指摘に対する措置としては特に問題はなく、是正され

ていると判断した。 
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No. 21-13 部局名 審査指導課 

概要 全庁的に債権管理業務の改善を行うための措置が必要である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

上記のような債権管理業務における改善は、不適切事案の発生した医療対

策課に止まらず、全庁的に行われるべきである。 

 一部課による業務改善を全庁的に共有化するために、それらをとりまとめ

る部署の設置もしくは既存の部署への権限付与がなされることが望ましいも

のと考える。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

この度、債権管理に関する重要事項を全庁的な観点から審査・協議を行う

機関として新たな「島根県債権管理会議」を本年 7 月に設置（会長＝副知事、

委員＝各部局長、専門部会＝関係各課長）したところである。 

 今後、この「島根県債権管理会議」において、御指摘のあった業務改善の

共有化を含め、債権管理の適正を期すための全庁的な取組に努めていく。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

島根県は、平成 22 年 7 月に、全庁的に債権管理の適正化を推進するために、

「島根県債権管理会議」を設置した。そして、同会議の主導のもと、各所属

の債権管理体制の強化や債権回収業務の外部委託、債権管理マニュアル等の

策定、弁護士の指導・助言を得るための法律相談事業等を実施している。 

同会議の事務局は出納局が担い、出納局は、各所属の債権管理状況の把握

や事務処理手続きの統一化、必要な調整等を行い、各所属における債権管理

事務を支援している。 

このように、現在、島根県においては、「島根県債権管理会議」の主導のも

と、債権管理のノウハウの共有化を図るとともに、事務局である出納局が各

所属の債権管理状況を把握するなどして、全庁的に債権管理の適正化を図っ

ている。 

したがって、前監査人の指摘に対する島根県の措置状況に問題はなく、是

正されていると判断した。 
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No. 21-14 部局名 政策企画監室 

概要 業務点検委員会における検討資料として「事情聴取録」を用いるべきであ

る。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

＜不適切事案を受けて県が行った対応について＞ 

 「業務点検委員会」は再発防止策の検討の際に、聴き取り調査を実施して

いない。健康福祉総務課と人事課の行った聴き取り調査の結果である「事情

聴取録」も用いていない。この「事情聴取録」の検討がなされずして今回示

された再発防止策は、実効性に疑問を持たざるを得ない。当該「事情聴取録」

を検討の上、再発防止策が再度検討されるべきと考える。また、被聴取者に

同意を求める等も含め、必要があれば目的外使用のためのルールを定めた上

で、再発防止策検討のために「事情聴取録」を用いるべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

業務点検委員会においては人事課の事情聴取とは別に、事案の概要等をと

りまとめるため、事案発覚時の担当課長、担当グループリーダー等から聞き

取りを行った。事案発覚時の担当課長や担当グループリーダーは当然、現状

はもとより、過去の状況やこれまでの経過を踏まえた上でこの聞き取りに対

応している。 

したがって、「職員の処分」という点については人事課の「事情聴取録」

によらざるを得ないが、「事案が発生した原因」や「再発防止のために何が

必要か」について検討するうえでは、この聞き取りは必要かつ十分なもので

あったと考えている。 

また、業務点検委員会（作業部会）には「事情聴取録」を作成した人事課

を所管する総務部長（作業部会においては人事課長）も構成員として参画し

ている。 

以上のようなことから、再発防止策の策定は実態を踏まえ、適切に行われ

たと考えている。 

今後とも、万一、不適切事案が発生した場合は適時・適切な手法で状況や

原因の把握を行ったうえで、再発防止策を検討していきたいと考えている。 

そのうえで、今後の「事情聴取録」の活用については慎重に検討していき

たいと考えている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 
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妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

＜措置内容について＞ 

業務点検員会は H20 年 5 月の医療現場の採血用器具の不適切使用事案の

対応についてできた委員会であり、設置要綱によれば、「県民生活に直結す

る問題等に適切に対応するため、県庁内各部の業務（既に危機管理体制を整

備しているものを含む。）を点検し、必要な改善措置を講ずるため」設置す

ることとなっている。具体的には、行政内部において自主的に、二度と同じ

ようなミスや不適切な業務執行によって県民に迷惑をかけることのないよ

う、原因を究明して再発防止策を講ずることを目的としている。 

構成員は、知事を委員長、副知事を副委員長とし、教育庁や会計管理者を

含む部局長で構成されている。つまり、県の最高レベルのメンバーを集めた

会である。召集の判断は知事又は副知事がすることとなっている。 

また、「作業部会」は実際の点検作業を行うためのもので、政策企画監（政

策）を部会長に秘書、広聴広報、人事、財政の各課長その他で構成される。 

「事情聴取録」は、人事課が行う、処分を決定するための取調べ記録のよ

うなものである。業務点検委員会が開催されるケースでは、人事課とは別に、

業務点検委員会も個別で聞き取りを行うことになる。また、「業務点検委員

会（作業部会）には「事情聴取録」を作成した人事課を所管する総務部長（作

業部会においては人事課長）も構成員として参画している」ことは県の資料

で確認した。 

＜業務点検委員会について＞ 

業務点検委員会について、留意いただきたい点がある。それは、発動基準

が明確でないことである。「県民生活に直結する問題」で全庁的に対応が必

要なもの、というのが県の説明であるが、曖昧である。基準が曖昧であれば、

最終的には知事判断となり、知事が不要と判断すれば開催しないことにな

る。 

 発動基準を可能な限り明確にすることが望まれる。 
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No. 21-20 部局名 各部局主管課 

概要 債権現在額報告書の作成にあたり、上司が確認できる記録を残すべきであ

る。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

＜債権現在額報告書の作成方法等について＞ 

債権現在額報告書を作成するにあたってどの帳票等のどの数字を用いた

かを明らかにしておくこと、その帳票等を残しておくこと、により、上席者

以降のところで、債権現在額報告書の数字が正しいかどうかを確認できるよ

うにしておく必要がある。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

債権現在額報告書の作成にあたっては、債権管理簿等の関係資料を添付

し、数字の根拠や管理状況等を明確にした上で上司の決裁を求めることとす

る。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

健康福祉総務課をサンプルとして個人ごとの債権管理簿と、債権現在高報

告書の突合を行ったところ、債権管理簿と債権現在高報告書の数値の連動は

適正に行われていることを確認した。また、健康福祉総務課では、年２回、

独自の債権管理の確認を行っているとのことである。また、出納課に債権現

在額報告書を提出する前に、管理簿に推移が分かる管理資料と決算統計「第

12 表」も同時に添付して、上席者はそれらを見比べて検証していることも

確認した。 
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No. 21-21 部局名 出納局、財政課 

概要 出納局、財政課、監査委員監査それぞれが求める債権の報告資料を統合す

べきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

＜出納局会計課、監査委員監査、財政課における債権に関する報告書類＞ 

３種類の文書の統合化をすべきと考える。担当課は共通に必要となる基礎

数値を記入し、出納、財政、監査各部門においてそれを処理してそれぞれ必

要な情報を作成する、もしくは、担当課が基礎数値を入力すれば出納、財政、

監査各部門が必要とする数値がどこかに出るようなテンプレートを工夫す

るなどして、何らかの形式による統合化を考えるべきではないだろうか。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

今回、ご指摘の点を踏まえ、出納局が求める「債権現在額報告書」と財政

課が求める「決算統計資料」との数値の共通化を図っている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

現物を見たところ、措置の記述にある通り、債権管理簿と決算統計「12

表」は数値の共通化は図られ、数値も適正に転記されているが、その転記は

手作業で行われている。また、転記作業の正確性のチェックも、依然として

紙ベース（マンパワー）であり、担当者二人で主、副の担当を決めてチェッ

クされている。 

システム的な連携ができれば転記ミスをなくし、効率化にもつながる。国

の公会計制度の動向を見ながら、決算統計と債権現在額報告書のデータの連

動を進めることが望まれる。 
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No. 21-26 部局名 農業経営課 

概要 貸付金の返済免除要件が不明確である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

農業参入意向企業調査研究支援資金の貸付金について、事実関係などから

判断して返還を免除することが制度趣旨に沿わない場合には免除しないと

するかどうかを再度検討すべきであるし、仮に、その場合には「引き続き１

年間農業を継続」の要件を満たしても免除しないとするのならば、どのよう

な場合に免除しないのかを規定で具体的に定めるべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

免除することが制度趣旨に沿わない場合には免除しないとするかどうか

を再検討し、その場合には、どのような場合には免除しないのかを規定で具

体的に定めるよう改善する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

農業参入意向企業調査研究支援資金は、平成 20 年度から補助事業に移行

しており、新たな貸付制度は創設していない。また、農業経営課所管の類似

の貸付制度も存在しないため、債権管理に関する前監査人の指摘に対する措

置を検証できないため今回の監査では検証対象から除外した。 
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No. 21-27 部局名 農業経営課 

概要 債権管理台帳の正確な管理・運用が求められる。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

実地監査の際に債権管理台帳を確認したところ、申請期間を過ぎてから返

還免除申請書が 提出されているにも関わらず、免除がなされた事例があっ

た。 その理由を質問したところ、債権管理台帳の農業参入の時期が誤記載

であり、実際は、提出期限を過ぎていなかったとのことであった。 この他

にも1件実績報告の提出日の誤記載と親関連企業の業種についての誤記載等

があったとのことである。  

債権管理台帳の正確な管理・運用が求められる。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

複数の職員によるチェックを行う等、再発防止策を講ずる。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

農業参入意向企業調査研究支援資金は、平成 20 年度から補助事業に移行

しており、新たな貸付制度は創設していない。また、農業経営課所管の類似

の貸付制度も存在しないため、債権管理に関する前監査人の指摘に対する措

置を検証できないため今回の監査では検証対象から除外した。 
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No. 21-28 部局名 農業経営課 

概要 農業参入意思の判断基準を明確にすべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

農業参入意思の確実性の判断をヒアリングなどの運用によってのみ行う

場合、判断者の判断に左右される可能性があることは一般的に言えることで

ある。確かに、細かい規定を置くことで企業が「手を挙げる」ことを控える

ようになってはいけない、という懸念があろう。ただ、「確実性」を判断す

るための事情を規則等に例示列挙する等により、できるだけ判断 者の判断

に左右されないようにすることは可能である。そのような工夫がなされるべ

きと考える。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

新たに同様の制度を創設する場合においては、判断するための事情を規則

等に例示列挙する等、改善する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

島根県は、農業に対する企業参入支援施策として、平成 15 年度から平成

19 年度まで「農業参入意向企業調査研究支援資金」として農業参入意思の

ある事業者に対する貸付制度を有していたが、平成 20 年からは「企業参入・

連携支援事業」としての補助金制度に移行し、さらに平成 24 年度からは「企

業参入促進・経営強化事業」としての補助金制度に移行している。 

このように、貸付制度又は補助金制度により農業に参入しようとする企業

の支援をおこなっているが、この貸付制度・補助金制度のいずれの場合にお

いても企業が農業に参入する意思を島根県は必要としている。前回の監査で

は、農業を行うための調査研究に対する貸付についてどれほどの農業参入意

思の確実性を求めるかは島根県が決定すべきであるが、その判断基準が明確

にされていないことに問題があった。 

今回の監査において島根県が作成している「企業参入・連携支援事業実施

要領」を確認したところ、当該要領において事業実施主体の要件を明確に定

めており、ここである程度客観的に補助対象事業者を選別できる。加えて必

須の提出書類である事業計画の提出により総合的に農業参入意思を確認し

ており、全体として指摘当時の貸付制度のときよりも補助金制度のほうが要

件は厳格になっている。 

以上より、制度自体は変わっているものの、前回指摘の趣旨を踏まえた措
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置として問題はないと判断した。 
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No. 21-31、21-32 部局名 農業経営課 

概要 貸付対象事業の全体像を把握すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

自己資金によるものであっても、企業が「実施計画に記載されていない調

査研究」を行うのであれば、その理由や経緯を県に報告すべきであるし、県

としては企業にその報告書を求めるべきである。その報告は、『調査研究支

援事業実績報告書』に残されるべきである。 

また、経営計画や実施事業についての報告を求める際には、「数値」に基

づいて計画や事業の全体像を示すように求めるべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

一般に実績報告書は当該事業部分に関する報告として徴するものと考え

ているが、当該制度の目的に鑑み、独自実施分を含めた調査研究の全体を記

録として把握できるよう改善する。 

現監査人の見解 

県の措置・対応状況の妥当性 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

農業に限らず、どのような事業を行う上でも事業全体の事業計画を策定

し、当該計画を数値に落とし込んで検討することは当該事業を遂行する上で

必須であると考えられる。逆に言えば、第三者がある事業の実行可能性を評

価する上でも事業全体の計画及び数値を把握することが重要である。 

よって、貸付金・補助金いずれにしても資金を支払う島根県の立場からす

れば対象事業の全体像及び数値を把握することは必要不可欠であり、仮に事

業計画及び数値が不明確で納得のいくものでない場合には、支払いに関して

慎重にならなければならない。 

島根県は、平成 20 年度から従来の貸付制度から補助金に移行しており、

事業実施要綱に基づく補助金検査の実施や実績報告書の中で補助対象経費

以外の経費等についても記載を求めることにより、全体像及び全体の数値の

把握に努めている。今回の監査において当該補助金に関する一連の資料を閲

覧したところ、事業計画で全体像をあらかじめ把握すると同時に全体の資金

計画もチェックを行ったうえで、実績報告書により改めて全体像の把握に努

めており、措置状況に問題はなかった。 
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No. 21-33 部局名 農業経営課 

概要 事後検証を意識した資料保管に努めるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

貸付制度に限らず、各制度についての事後検証は必要である。事後検証は、

県自らが実施するだけでなく、監査やコンサルティングの専門家等、第三者

に託される場合もある。その際に、元となる資料、それも判断に必要な要素

が含まれている適切な資料がなければ事後検証ができず、判断ができない。 

当該制度に限らず、第三者の事後検証が可能な形を意識して記録、結果を残

すことを考えるべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

事後検証を前提として、元となる資料や記録を残すよう改善する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

事後検証は、当該業務が適切に行われたかを第三者が検証するものであ

り、島根県もあらゆる形で組織内部において事後検証を行っている。この際

に検証の拠り所になるのは実際に業務で使用した根拠資料である。この資料

がなければ事後検証による業務の有効性及び効率性の確認が著しく困難と

なる。さらにこのような根拠資料は、事後検証のみに必要なものではなく、

島根県のように人事異動が頻繁に行われるような組織においては、後任者の

判断の拠り所になるものであり、後任者ひいては組織全体の業務の効率性に

もかかわるものである。 

平成 20 年度以降の補助事業においては、事業実施後 3 年間は写真の提出

等を含めた実施状況報告書の提出を義務付け、事前申請書類等も含めて書類

の保存を行っている。今回の監査も事後検証にあたるものであるが、必要書

類はすべて順序立てて保管されており、前回の監査に対する措置状況に問題

はなかった。なお、担当者がそれぞれの業務を適切に行うためにも、さらに

事後検証をより効果的かつ効率的に行うためにも、業務上必要な書類や手続

を定めた内部のチェックリストを用いることを検討していただきたい

（【23-05】参照）。 
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No. 21-34 部局名 農業経営課 

概要 判断事項も含めた記録の保存が必要である。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

農業経営計画書に記載誤りがあり、この記載誤りについては島根県も承知

していたが、県としても事実確認ができており、問題ないと判断した結果、

あえて農業経営計画書の差し替えまでは求めなかったとのことであった。 

しかし、その当時に文書の差替えを求めなかった結果、今回事後的に検証す

るにあたって 誤解を生じることとなったのである。 県が、企業側に計画書

の差し替えまで求めないと判断したのであれば、県が実質判断をしたことが

事後的にも分かるように、記録を残しておくべきであった 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

判断事項を記録に残すよう改善する。 

現監査人の見解 

県の措置・対応状況の妥当性 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

事後検証を行うためには、使用した書類だけでなく、その状況において判

断した過程も記録として残しておかなければ有効かつ効率的な事後検証と

はなりえない。逆に特段の判断を要しない業務については、判断の過程が記

録に残らない分、より適切かつ正確な書類を作成し保存しておかなければな

らない。 

今回の監査では平成 20 年度以降の補助事業に関する事業計画及び収支計

画を確認したところ、事業計画及び収支計画に誤りは発見されなかった。ま

た、所管課の担当者にヒアリングを実施したところ、事業計画及び収支計画

については入念に精査し、誤りがあった場合は事業着手までに何度も事業主

体と直接交渉することにより再提出を求めることができるよう改善し、判断

が介入するような場合には記録を残すことにしているとの回答を得た。実際

に書類が適切に作成されているのであれば、前回の監査で生じたような独断

は排除されるものと期待することができるため、措置状況に問題はないと判

断した。このように、事業者と一緒に計画を作り上げるプロセスが改善され

たため、特段補助金交付に係る手続上の判断が介入する余地はないが、仮に

手続上の判断が介入するようなケースに直面した場合には記録を残すこと

が望まれる。 
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No. 21-35、21-36 部局名 農業経営課 

概要 法令等の文言は曖昧な表現を避けるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

貸与規則において「農業」の定義として「耕作又は養畜の業務（これに付

随する業務を含む。）」と記載されている。「これに付随する業務を含む」と

あることで「農業」にあらゆるものが含まれるように読めてしまう。「これ

に付随する業務を含む」という文言があることで、かえって、当該規則が予

定している制度の内容が誤って伝わることになるのであれば、むしろ、当該

文言を削除した方がよいと考えられる。「これに付随する業務を含む」とい

う文言を残すのであれば、「要領」に「付随する業務」の例示を具体的に示

して当該規則が予定している制度の内容をより正しく伝えるようにすべき

であると考える。 

また、ある制度に関して、何かトラブルが生じた場合にも、法令の文言そ

のものを解釈し、対応していくことになることからしても、法令を見れば制

度が想定する射程が判断できるようにしておく必要があるといえる。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

法令が予定している制度の内容がより正しく伝わるよう文言に留意する。

また、法令に制度趣旨、目的等、必要な事項を言葉で盛り込み、制度が想定

する射程が判断できるよう留意する。 

現監査人の見解 

県の措置・対応状況の妥当性 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

法令は、その法令を取り巻くすべての人に平等であり、法令の文言は誰に

でも理解可能である必要があるため、その法令が範疇とする範囲は明確でな

ければならず、曖昧な表現となってはならないものである。 

前回の監査で指摘されている貸与規則の内容についても同様であるが、当

該貸与規則では農業の定義が曖昧な表現になっていたため、貸与される側に

も、また貸与する側にも誤解が生じる恐れがあった。 

平成 20 年度から当該貸付制度は廃止され、補助事業に移行しているが、

今回の監査では、当該補助金に関する交付要綱等において前回の指摘を踏ま

えた規則の制定がなされているかという観点で監査を行った。 

今回の監査では、「補助金交付要綱」「企業参入促進・経営強化事業 Q&A」

「企業参入・連携支援事業の運用について」等を確認したところ、「補助金

交付要綱」では難しい表現は避けたり、Q&A を設けて事業者に分かりやす
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くするという工夫がなされていた。また、「企業参入・連携支援事業の運用

について」の別表において活動内容例を例示し、従来の「貸与規則」にあっ

た農業の定義にあたるものはないものの業務の範囲を限定しており、事業者

の誤解が生じないように工夫されていた。以上より、前回監査に対する措置

状況としては問題なないと判断した。 
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No. 21-44 部局名 審査指導課 

概要 債権放棄について統一の基準等を設けるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

債権管理の各段階のうち、債権放棄につき、県統一の基準、方法を整備す

べきではないかと考える。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

権利の放棄については、議会の議決を要することから、現在、「島根県債権

管理会議」において、議会提案の基準案を検討しているところである。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 23 年度 

「島根県債権管理会議」の検討を経て、平成 22 年 10 月に「権利の放棄の

提案基準」を作成した。 

現監査人の見解 

県の措置・対応状況の妥当性 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 － 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

前回監査後、島根県は「島根県債権管理会議」を平成 22 年 7 月に設立し、

同会議は所掌事務の一つとして、権利の放棄を議会に提案する案件の審査に

関する所掌事務を担うことになった。 

そして、同会議は、平成 22 年 9 月、「権利の放棄の提案基準」及び「権利

の放棄の提案基準の運用について」を制定した。平成 24 年 4 月には、「権利

の放棄の提案基準」の見直しも行っている。 

また、実際にこの基準に従い、権利放棄がなされていることをサンプルチ

ェックにより確認した。 

したがって、前監査人の指摘に対する措置としては問題がなく、是正され

ていると判断した。 
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No. 21-46 部局名 出納局、財政課 

概要 債権残高報告の様式を統一することで効率化を図るべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

＜債権管理の状況＞ 

青少年家庭課が管理する個人別の債権情報が多いため、債権残高報告の度

に、相当な作業量が必要となる。庁内での債権残高報告に関する報告様式を

ある程度統一することで、作業量を減らすことができると考える。このこと

は青少年家庭課でも既に認識されているところであるが、その実現において

は、全庁的な取組が前提となる。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 22 年度 

今回、指摘のあった点を踏まえ、出納局が求める「債権現在額報告書」と

財政課が求める「決算統計資料」との数値の共通化を図っていく。 

措置年度 平成 23 年度 

出納局が求める「債権現在額報告書」と財政課が求める「決算統計資料」

との数値の共通化を図った。 

現監査人の見解 

県の措置・対応状況の妥当性 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見（新たに発見した事項について） 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

【21-21】と同様であるが、医療政策課の所管する H25 年度末に債権残高

のある個別の看護学生修学資金のうち、以下の 4 件について、債務者の状況

変化の確認と更新等の正確性を見るため、それぞれ右側の証憑との突合を行

ったところ、特に問題となる事項は発見されなかった。 

「H17-看 8」返還免除申請書、当初の貸与申請書（添付書類を含む） 

「H15-看 8」在職証明書 

「H21-看 11」在職証明書 

「H23-特看 6」就職の届出（貸与規則 22 条 9 号、添付書類を含む） 

現物を見たところ、措置の記述にある通り、数値の共通化は図られ、数値

は適正に転記されているが、すべて手作業である。【21-21】と同様に、シス

テム的な連携ができれば転記ミスをなくし、効率化にもつながる。国の公会

計制度の動向を見ながら、決算統計と債権現在額報告書のデータの連動を進

めることが望まれる。 

新たに発見した事項 

対象部局名 医療政策課 

指摘事項・意見区分 意見 
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結果・意見の

内容 

 今回サンプルとして証憑との突合を行った 4 件のうち 1 件で、県のミスに

よって看護学生修学資金の返還義務が免除される要件である、指定された医

療機関（以下、指定機関と称す）での勤務の継続が途切れてしまい、県が修

学資金の一部返還を求めざるを得なくなったケースがあった。 

 看護学生修学資金貸与規則によると、指定機関において引き続き 5 年間、

看護職員の業務に従事したときは債務の全部を免除するとなっている。指定

機関は貸与時の規則で判断される。このケースは、県立の指定機関に 3 年間

従事した後、現在の規則では指定機関の条件を満たすものの、貸与時の規則

では指定機関でなかった県立の他の医療機関に人事異動で転勤となり、返還

免除の要件を満たさなくなったものである。 

 このケースが問題なのは、県の人事異動による転勤が原因であること、本

人は、返還義務が気になったので人事異動の際に、県に確認したのだが、県

は転勤先も指定機関であるから問題ないとの回答をしたことである。 

 今後、このような返還義務が生じる事例は条件的に可能性がないとのこと

だが、今回の事例は県のミスにより、本来払わなくてもよい金銭を県に対し

支払わせることとなった、本来であれば訴訟の対象となってもおかしくない

事例であり、県行政の信用の失墜も懸念された事例である。これを教訓に、

奨学金事務に限らず全ての部署が、県民、職員への債権については、独断で

の判断をせず上司に確認するなど慎重に対応し、運用の改善を図ることを期

待する。 

医療政策課においては、過去の監査で好事例とされた農業大学校の奨学金

債権管理マニュアルを基に、スケジュール表などの形で手続きに誤りがない

よう奨学金債権管理ノウハウの共有化が図られているのであるから、その運

用の徹底を図っていただきたい（【21-12】参照）。 
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No. 21-47 部局名 審査指導課 

概要 債権放棄や不納欠損処理について明確な基準を整備すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

債権放棄処理や不納欠損処理を進めるには、このような条件、要件に当て

はまる場合には、債権放棄処理もしくは不納欠損処理をするという明確な基

準が必要である。 

  県の資産を失くすための基準であるから、基準の設定に際しては議会の承

認を要することも考えられる。 

  したがって、上記趣旨を実現すべく、各部部長等、裁量権を持つ役職者に

おいて検討の上、明確な基準を整備する必要がある。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

権利の放棄については、議会の議決を要することから、議会提案の基準案

として、現在、副知事を会長とし、関係部局長を委員とする「島根県債権管

理会議」において検討している。また、不納欠損については、法令の規定に

より県の債権が存在しなくなったときに行う会計上の処理であることから、

同会議において整理基準として取りまとめている。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 23 年度 

「島根県債権管理会議」の検討を経て、平成 22 年 10 月に「権利の放棄の

提案基準」及び「不能欠損として整理できる基準」を作成した。 

 権利の放棄については、「島根県債権管理会議」において検討のうえ H22

年 9 月に制定された「権利の放棄の提案基準」に基づき処理している。（H23

年 2 月議会提案案件あり） 

 また、不納欠損についても整理基準に基づき処理している。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 － 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

前回監査後、島根県は「島根県債権管理会議」を平成 22 年 7 月に設立し、

同会議は所掌事務の一つとして、権利の放棄を議会に提案する案件の審査に

関する所掌事務を担うことになった。 

そして、同会議は、平成 22 年 9 月、「権利の放棄の提案基準」及び「権利

の放棄の提案基準の運用について」を制定した。平成 24 年 4 月には、「権利

の放棄の提案基準」の見直しも行っている。 

また、不納欠損についても、「島根県会計規則」にて不納欠損処理基準が規

定されていることを確認した。 
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実際にこれらの基準に従い、権利放棄や不納欠損処理がなされていること

をサンプルチェックにより確認した。 

したがって、前監査人の指摘に対する措置としては問題がなく、是正され

ていると判断した。 
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No. 21-67 部局名 審査指導課 

概要 速やかに不納欠損処理の基準を策定すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

速やかに、不納欠損処理に関する基準が策定されるべきと考える。 

 不納欠損処理の基準を策定するにあたっては、議会の議決を要する部分が

あるところ、必要な議案提案を迅速適正に行うためにも裁量権を有する役職

者のアクションが必要である。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

「島根県債権管理会議」において、不納欠損整理の基準を取りまとめたと

ころである。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

前回監査後、島根県は、全庁的に債権管理の適正性を推進するために、「島

根県債権管理会議」を平成 22 年 7 月に設立した。 

そして、同会議は、不納欠損について、不納欠損の処理基準を確立し、「島

根県会計規則」に不納欠損処理基準を規定した。 

また、実際にこの基準に従い不納欠損処理がなされていることをサンプル

チェックにより確認した。 

したがって、前監査人の指摘に対する措置としては問題がなく、是正され

ていると判断した。 
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２．山陰本線高速化募金事業 

No. 21-63 部局名 交通対策課 

概要 山陰本線高速化募金委員会への貸付金について適切な処理をすべきであ

る。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

当該貸付金は、債権としての適格性を欠くものと考える。 

 したがって、不納欠損処理も考えなくてはならない。 

 不納欠損処理に際しては、同「貸付金」についての適法性を吟味したうえ

で、議会の議決を経る必要がある。 

 県から募金委員会に新たに補助金支出をした上で、同補助金をもって「貸

付金」を返還してもらう方法をとるとしても「公益性」の判断が必要になる。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 22 年度 

県は事業の公益性に鑑み募金委員会の事務局を所掌しているが、募金委員

会自体は民間経済団体及び沿線市町村の代表者によって構成されている。県

は募金委員会の構成員ではなく、募金委員会は県と同一ではない。従って、

募金委員会への貸付金は債権としての適格性を有すると考えている。 

 また、平成 25 年度分まで前納で償還されており、直ちに措置が必要である

とは考えていないが、現在の経済状況から厳しい状況であることも事実であ

り、ご指摘のことや募金委員会の意向も確認しながら、これ以上返済の見込

みがないと判断するに至った際には、議会に諮った上で、県として適切に対

応する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 － 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

 この募金委員会への貸付金については、平成 25 年 10 月 22 日、交通対策課

から出納局に対して、島根県債権管理会議において債権放棄案件として審査

するよう審査願いが出され、同会議は同年 10 月 28 日付けで債権放棄を議会

に提案すべきとの審査結果を出した。その後、議会での議決を得て、最終的

に権利放棄された。 

 権利放棄の過程については、「債権放棄審査依頼書」や「債権管理会議の審

査結果について（通知）」、県議会議事録等を確認し、適正に行われているこ

とを確認した。 

 同貸付金については、山陰本線高速化事業の便益が県民全体に及ぶことか
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ら、当初、県がその事業費の大半を負担しようと考えていたが、昭和 62 年に

国鉄が民営化された際の制度において、県や市町は事業費の 50 パーセントを

超える負担ができないという制約があった。そこで、島根県は、島根県内の

経済界などの協力を得て民間の募金委員会を設立してもらい、募金を集めて

事業費の一部を負担してもらうことにした。ただし、直ちに多額の募金を集

めることは困難であったことから、島根県が、募金委員会に 22 億 1700 万円

の資金を貸し付け、募金委員会が集めた募金により、その貸付金を 24 年間で

返済してもらう異例の方法をとったのである。 

 募金の収集は思い通りには進まなかったものの、募金委員会は 13 億 6000

万円の募金を集め、それを前記貸付金の返済として適時繰り上げ償還した。

したがって、同貸付金は、金銭消費貸借契約に基づく貸金債権として成立し

ており、債権としての適格性を有するものと評価できる。 

 また、リーマンショックや東日本大震災などの影響による経済状況の悪化

により、募金額が低調となり、募金委員会がそれ以上の返済をすることが困

難になったことから、約 8 億円の残債権について権利放棄を議会に提案した

判断にも特段問題は見られなかった。 

 したがって、前監査人の指摘に対する措置として問題はなく、是正されて

いるものと判断した。 
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第 8 章 平成 22 年度監査について 

ヒューマンリソースの育成及び評価、それらの双方向性について 
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No. 22-07 部局名 学校企画課 

概要 人事評価結果の処遇等への活用の有り方について検討すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

島根県教職員評価制度の導入から既に 5 年が経過しており、評価システム

の周知や公正性の確保は一定程度達成されているという見方ができる。 

 知事部局における人事評価の処遇制度への反映の状況を踏まえながら、教

育職員においても学校現場の実態に応じた評価結果の処遇等への活用のあり

方の検討に着手されたい。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 23 年度 

学校現場の実態を踏まえた評価結果の処遇等への活用については、教育庁内

にワーキンググループを設け、その活用の在り方について、様々な視点から

の検討に着手する。 

（検討課題の例） 

○ 知事部局における人事評価の処遇制度への反映の状況について 

○ 教育現場の実態に応じた評価結果の活用の在り方について 

○ 教職員のモチベーションの向上にむけた、評価結果の活用の在り方につい

て 

○ 評価制度の公平性の確保について 

ワーキンググループの検討結果を原案として、学校・教育委員会・教職員組

合の各関係者からなる「評価制度研究会議」の場において、さらに検討する

予定である。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 24 年度 

学校現場の実態を踏まえた評価結果の処遇等への活用のあり方について

は、平成 23 年度に教育庁内のワーキンググループを設け、さらに学校・教育

委員会・教職員組合の関係者からなる「評価制度研究会議」の場で検討した。 

 その結果、研修、昇任等へは有効に活用していく方向となった。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

前監査人の指摘を受けて、島根県は、平成 23 年、教育庁内にワーキンググ

ループ等を設け、教育現場の実態に応じた評価結果の活用の有り方や教職員

のモチベーションの向上に向けた評価結果の活用の有り方、評価制度の公平

性の確保等について検討を行った。 

 検討の結果、教諭から管理職・主幹教諭への昇任選考や県教育委員会から
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派遣する研修者等の人選等に評価結果を活用することを決定し、平成 24 年か

ら実際に評価に反映している。 

 教職員以外の職員の人事評価結果の処遇への反映状況については、知事部

局において、管理職の管理職手当に評価結果が反映されるようになっている。

ただし、知事部局においても、一般職員の給与等に人事評価結果を反映する

ところまでには至っていない。 

 職員の給与に人事評価結果を反映させることには、反映方法の透明性、公

平性等を確保しなければならないなど難しい問題がある。ただでさえ評価の

難しい教育職においては、特に、人事評価結果を給与等へ反映することにつ

いて慎重な検討が求められる。 

 現在は、地方公務員法の改正（H28 年 4 月）に向けて、人事評価をどう活

用するかの検討を引き続き行っている。 

 地方公務員法の改正では、人事評価と処遇の関係について、能力及び実績

に基づく人事管理の徹底ということが法律に明記されている。 

 したがって、教職員の人事評価結果の処遇への反映方法について、地方公

務員法改正の動向や他の都道府県の状況等を注視しながら、引続き調査、研

究、検討されることを期待する。 
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No. 22-10 部局名 学校企画課 

概要 教職員の勤務時間管理手法を検討すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

県立学校における教育職員の在校時間や有給休暇消化の状況の把握と管理

は各学校に委ねられている。教育委員会においても学校現場に応じた管理の

手法を検討されたい。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 23 年度 

教育委員会、学校現場それぞれで取り組むべき事項を整理し、「教育職員勤

務時間適正化プラン（ガイドライン）」を策定してまとめ、教育委員会と学校

現場が一体となって、教育職員の勤務負担軽減に取り組む。 

◎適正化プランの項目例 

(1) 校務・業務の効率化やＩＣＴ化の推進 

 （Ｈ24 に向け教職員用ネットワークの再整備） 

 ・各職員に貸与したパソコンでインターネットが利用可能 

 ・グループウェアを導入し、メール・掲示板が利用可能 

 ・ネットワーク利用による学校への調査 

 ・照会等の事務負担の軽減 

 ・平成 25 年度以降において学籍管理や成績処理などの電子化・システム

化を検討 

(2) 学校行事・事業等の点検 

 （会議・行事の再点検、部活動、平日勤務時間外の補習） 

(3) 年次有給休暇等の取得の促進 

 （年間を通した取得計画の作成、数値目標の設定） 

(4) 勤務環境の整備 

 （ノー残業デー等） 

(5) 心身の健康の保持増進 

 （総括衛生委員会の設置） 

 各学校から取組結果についての報告を求め、教育委員会で状況を把握し、

改善すべき学校については指導する。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 24 年度 

各学校での時間外勤務の縮減に向け、平成 24 年 2 月に「教育職員の時間外

勤務の縮減に向けての指針」を策定し、県立学校長の校長会等を通じて、各

学校ごとに具体的に指針に基づいて取り組みをそれぞれ考えるよう指示を出

している。 

 平成 24 年度の各学校の取組結果については、今年度に報告を求めることと
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しており、教育委員会で状況を把握して、改善すべき学校については指導す

る。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

 前回監査後、島根県は、「教育職員勤務時間適正化プラン（ガイドライン）」

を策定して、教職員の勤務時間の適正化に向けた取り組みを始めた。具体的

には、校務・業務の効率化やＩＣＴ化（教職員用ネットワークの整備等）に

よる事務負担の軽減や、学校行事・事業の点検、年次有給休暇等の取得促進、

勤務環境の整備、心身の健康の保持増進（統括衛生委員会の設置）に向けた

取り組みである。 

 平成 24 年には、「教育職員の時間外勤務の縮減に向けての指針」を策定し

た上で、各県立学校長に通知し、教職員の時間外勤務の縮減に向けた具体的

な取り組みを促している。 

 こうした取組の成果について平成 25 年にアンケート調査を行った結果、長

時間労働者（月に 100 時間を超える時間外労働をした教育職員）について、

平成 24 年度に比べて「増えた」と回答した学校が 5 校あるのに対して、「減

った」と回答した学校は 14 校にのぼり、一定の成果を上げている。ただ、「特

に変化なし」と回答した学校が 36 校あるなど、さらなる取り組みの促進が必

要である。ノー残業デーを設けるなどの時間外勤務の縮減に向けた取り組み

を「している」と回答した学校は 23 校であるのに対し、「していない」と回

答した学校は 32 校あるなど、時間外勤務の縮減に向けたさらなる取り組みが

必要である。 

 また、年次有給休暇取得促進のための取組を「している」と回答した学校

は 34 校であり、取組を「していない」と回答した学校（20 校）を上回って

おり、一定の成果を上げている。 

 以上のとおり、「教育職員勤務時間適正化プラン」等による取組により、教

職員の時間外勤務の縮減や有給休暇取得促進について一定の成果が出ている

ものの、特に時間外勤務については、取組方法の改善等を含めて、さらなる

取り組みの促進が必要と思われる。教職員の長時間労働は、教職員の注意力

を減退させ、学校事故を引き起こす危険性があるばかりか、教職員自身の心

身を蝕む危険性もある。 

 したがって、島根県に対しては、教職員の勤務時間の適正化等（組織体制

の見直しや学校事務のさらなる効率化等による時間外勤務の縮減や有給休暇

の取得の促進）に向けたさらなる改善を求める。 
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No. 22-21 部局名 学校企画課・情報政策課 

概要 パソコン代替機の適正な管理・運用に努めるべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

目的に合った代替機の貸し出しを行い、効率的、経済的な代替機運用に努

められたい。 

納入業者側で保管されるパーソナルコンピュータ代替機について、検品後

においても定期的な現物確認を行うなど適正な管理に努められたい。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 23 年度 

現在、教育職員用のパソコンについては、教育委員会において調達し、運

用しているが、 平成 23 年度における更新については、知事部局と一括し

て調達を行った。 

 これに伴い、代替機についても、機種等を統一し、知事部局と共同で確保・

運用することとした。 

 代替機の必要数については、知事部局、教育委員会等における故障時貸出

件数、講演会等におけるプレゼンテーション用貸出件数など、過去の運用実

態を踏まえるとともに、一定の安全率を織り込むことにより適切に算出し、

過不足無く確保することとしている。 

 また、貸出運用にあたっては、知事部局及び教育委員会の代替パソコン貸

出規程に基づき、適切な貸出・回収に努める。 

  なお、貸出や、回収、回収後の初期化などの業務については、知事部局に

おいて、担当職員の管理・監督のもとに委託により一元的に行うこととして

いる。これにより、今後、現物確認を含めて、適切な現物管理を行うことが

できるものと認識している。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 24 年度 

知事部局と共同で代替機を含めて標準パソコンの調達を行った。代替機の

台数については、知事部局における過去数年の運用実績をもとに必要数を算

定した。 

 代替機の管理は、情報政策課が一括して所掌しており、検品、定期的な現

物確認及び保管が適切に行われている。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 
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妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

 パソコンの代替機については、平成 24 年度から、知事部局及び教育委員会

ともに島根県情報政策課が貸出業務を行っている。島根県情報政策課は、貸

出パソコン管理規程を策定し、その規定に基づいて、パソコン代替機の貸出

しを行っている。 

 また、平成 25 年 7 月から、パソコン代替機の管理・運用を業者に委託して

いる。島根県は、貸出パソコン管理規程に規定する業務のうち、①貸出パソ

コンの管理、②貸出パソコンの鍵付の保管庫でパソコン代替機を保管してい

る。代替パソコン 1 台 1 台に管理番号シールが添付されており、管理台帳上

の番号と照合することで、貸出状況等が適切に把握できるようになっている。

貸出状況等については、毎月、業者に報告させている。パソコン代替機のデ

ータについては消去してから返却してもらうようにしており、業者の方でも

消去を確認している。 

 また、パソコン代替機の現物確認についても、島根県情報政策課の職員 2

人で年に 2 回程度現地に赴き、直接確認している。 

 したがって、島根県においては、貸出パソコン管理規程に基づき、効率的、

経済的な貸出運用が行われており、また、現物確認も適切に実施されている

ものと好評価できる。 

 ただし、貸出パソコン管理規程には、管理台帳を備え置いて代替機を管理

する旨の規定がない。代替機の適切な管理のためにも、貸出パソコン管理規

程に管理方法について明記するなどのさらなる改善を求める。 
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第 9 章 平成 23 年度監査について 

国の経済対策に伴い造成した基金について 
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No. 23-04 部局名 しまねブランド推進課 

概要 回収が困難な返納未納金の発生を未然に防止することが必要である 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

平成 22年度における島根県ふるさと雇用再生基金事業による県産品販路拡

大事業は 31 の委託契約が取り交わされ 112,875 千円が執行されている。 

このうち１件については委託契約期間に委託事業の継続が困難となったた

め当初契約金額 4,989,856 円から 1,085,007 円へ変更委託契約を締結してい

る。 

当該契約においては 2,245,434 円の契約金の概算支払いを行っており

1,160,427円の返納通知を平成 23年 5月 9日付にて受託者へ送付しているが、

監査実施日現在未回収となっている。 

監査実施日現在、受託者は会社所在地において事業活動を行っておらず、

返済力に乏しいため回収のための交渉は難航している。 

当該委託契約の採択にあたり事前審査を実施した際に、県側では会社の第

１期決算報告書を入手しているが、貸借対照表における総資産は 11,110 千円、

総負債は 17,946 千円、純資産の部は△6,835 千円となっており債務超過の状

況にあったことが分かる。破産法においては会社が債務超過の状態にあれば、

破産手続き開始の原因として規定されており、第三者が債権の弁済時期に関

わらず破産の申し立てを行うことができることから、債務超過会社との契約

における契約金額の概算支払いに関しては十分な注意が必要であるが、平成

22 年 4 月 1 日に始まり平成 23 年 3 月 31 日に終了する委託契約当初契約総額

の約 45％が平成 22 年 7 月 20 日までの 4 カ月弱の期間に支払われている。 

県産品販路拡大事業の受託者の採択にあたっては、財務基盤の脆弱性のみ

をもって受託者への委託の可能性を排除するものではないが、財務基盤が必

ずしも盤石でないと判断される場合には、受託者側の状況を定期的に検査し、

概算支払いの時期に配慮を行うなど、回収が困難な返納未納金の発生を未然

に防止することに努められたい。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 24 年度 

本事業は平成 23 年度末をもって終了したが、今後、同種の事業を実施する

場合は、事業の採択にあたり、県としての支援の必要性や、事業者の財務状

況、経営状況、事業の見通し等を考慮の上総合的に判断することとし、概算

払を行う場合においても、今回の事案を踏まえて、経営状況等にも留意しな

がら実施するよう徹底させた。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 
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今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

この未収金については、現在も未収のままとなっている。会社は休眠状態

であり、事業開始の目途も全く立っていないため、この未収金を回収するこ

とは困難であろう。 

 他方で、しまねブランド推進課としては業務委託費を、概算払いする際に、

決算書等でこの会社が債務超過の状態にあることを認識し得たが本人にやる

気があったことや、3 年スパンの契約であり、将来への期待もあって概算払い

を実施した。 

 しかし、概算払い（地方自治法 232 条の 5②）は、ただ単に受託者からの

概算払いの要望が強いという理由だけでは概算払いをすべきでなく、委託内

容、性質等から個別的にその必要性を十分検討した上で判断し、概算払いの

金額、支払時期等を決定することとされており、慎重な運用が求められてい

る。 

 したがって、前記事例においては、当該会社が債務超過の状態にあった以

上、概算払いの金額、時期について、例えば、全額を一括で支払うのではな

く、四半期ごとに経営状況等を把握しながら支払うなどの工夫が必要であっ

たと考えられる。 

 なお、島根県においては、引き続き、業務委託費支給の必要性、相当性を

慎重に検討するとともに、業務委託費の概算払いを実施する場合においては、

概算払いの必要性や概算払いの金額、支払時期等を慎重に検討した上で実施

するなどして、概算払金の精算に際して回収困難な未収金が発生しないよう

取組みを継続されることを求める。 
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No. 23-05 部局名 青少年家庭課 

概要 補助金交付の際の申請書類の入手及び保管に不備がある 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 区分なし 

前監査人の

見解 

保育所等整備支援事業のうち吉賀町の社会福祉法人に対する補助金交付

申請ファイルの中に工事費等の見積詳細内訳に関する資料が保管されてい

ない。 

県側においては交付申請の際には申請書に添付されていた工事費等の概

略を記載した工事内訳書により交付決定の審査を行っているとしているが、

工事費等の概略を記載した工事内訳書だけでは交付要綱に従っていない内

容が含まれているか否かの判別が困難であると思われる。その後、工事完了

後における実績報告の検査において工事等の詳細内訳を確認しており問題

は生じていないが、補助金交付決定段階において補助金申請が適正であるこ

との根拠となる工事費等の見積書詳細内訳の入手及び保管の徹底に努めら

れたい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 24 年度 

補助金交付決定の段階において、補助金申請が適正であることの根拠となる

工事費等の見積書詳細内訳の入手及び保管を徹底させた。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

補助金交付の際には、補助対象事業者間の公平を期すためにも交付要綱に

沿った事前の書類の入手及び適切な事前審査が不可欠であり、また、事後検

証のためにも必要書類の保管は徹底されていなければならない。 

今回の監査において、補助金交付申請にかかる一連の資料及び実績報告書

を確認したところ、前回指摘のあった工事費等の見積詳細内訳の入手及び保

管状況はもとより、金額の算定根拠も含めた資料や実績報告書などの保管状

況も良好であった。 

しかし、補助金交付申請以前に各担当者が補助金交付に関する申請書の下

書チェックを行うチェックリストが存在するはずであるが、一部紛失してい

ることが判明した。該当補助金に対する他の一連の資料を閲覧したところ特

に問題はなかったが、行った業務の証跡を示すチェックリストは事後検証の

ためにも、また当該業務を引き継ぐ後任者が効率的に業務を行うためにも必

要である。各担当者により資料入手の漏れあるいは判断の相違が生じないよ

う独自にチェックリストを作成し活用している点は大いに評価できる点で
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はある。このチェックリストをさらに有効なものとするためにも再度資料の

適切な保管に努めていただきたい。 
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第 10 章 平成 24 年度監査について 

出資等法人に関する財務事務について 

・有価証券及び預金の資産管理の問題点 

・指定管理者制度に関する制度の整備・運用状況 

    

    

      （注）【24－54】については、【20－14】の項にまとめて記載している 
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No. 24-01、24-02 部局名 人事課 

概要 出資等法人の預金運用に関し、ペイオフ対策を徹底すべきである 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

県は、出資等法人のペイオフ対策については、平成 14 年に対策を指導し

た以降は特段の指導を行っておらず、 当該団体の自主判断に任せ、ペイオ

フ対策の明文化である「ペイオフ規定」の策定やペイオフ対策の実施につい

ては特に指導していなかった。 

しかし、中小の金融機関の経営環境が依然磐石ではない一方、出資等法人

の中には、ペイオフは既に過去の遺物として忘れ去られた概念であると表明

するところもあり、また、ペイオフの基本的理解が不十分だったりするとこ

ろもあり、ペイオフ規定を持たず、またペイオフに対する意識が極めて希薄

である団体が多数存在する実態に鑑み、適正手続きの観点から、少なくとも

明文の内部規定が必要である。 

よって、出資等法人がペイオフ金額を超えて預金運用を行う場合、ペイオ

フ規定を策定しておらず、有効なペイオフ対策を講じていない場合は、県は

当該団体に対して、有効なペイオフ対策がなされるよう、ペイオフ対策規定

の策定を指導すべきである。 

県は、出資等法人の有価証券運用については、関係団体を独立運営させる

との県の基本方針のもと、当該団体の独立性・自主性を尊重し、抽象的に「安

全な運用」との制限は課すものの、具体的なリスク許容範囲については当該

団体の自主判断に任せ、その明文化である「運用規定」の策定については特

に指導していなかった。 

また、出資等法人が保有する金融商品は、多様化・複雑化しており、個々

のリスクの評価を行うことは非常に難しく、更に、当該団体のリスクの許容

範囲は、当該団体の管理能力と財務体質から相対的に決せられるべきである

から、県がその運用の可否自体を指導することは困難である。 

しかし、出資等法人では、昨今の低金利下で高収益を上げようと、超長期

国債、劣後債、ユーロ円建仕組債等、ハイリスク型の運用を伸ばしていると

ころもある。更に、運用の管理においても、未経験者が兼務の状況で運用を

行っているところも多く、金融市場で急激な変化が発生した場合、適切な対

応がとれるか疑問がある。 

よって、県は出資等法人の有価証券運用について、まず適正手続きの観点

から適切な運用規定を自主的に策定するよう指導することが望ましい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

 外郭団体に対し、ペイオフ対策及び有価証券等の適切な運用のための規定
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が整備されるよう、必要な項目を提示した。 

また、適切な資金運用が行われるよう研修会の開催を予定している。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

島根県は、前回監査の指摘を受け、平成 25 年 8 月 5 日付人事課長「債券

等運用規程に定める主な項目」において、資金運用における基本的な考え方

や債券等運用規程に定めるべき主な項目を例示し、各外郭団体に通知してい

る。この通知の中には、ペイオフ対策に係る条項も含まれており、この点で

は前回監査の指摘に沿った措置がなされているといえる。また、毎年 17 団

体については島根県が自ら経営評価をしており、その経営評価前のヒアリン

グで規定の運用状況について確認している。さらに、各外郭団体の資産運用

担当者を集めて平成25年11月には外部講師による資金管理に関する研修会

を開催して資産運用規定作成の必要性を周知している。 

しかし、今回の監査において外郭団体の資産運用規定を確認したところ、

いまだに規定の内容が不十分であったり（【24-19】、【24-51】参照）、そもそ

もの規定自体が作成されていないケース（【20-24】、【20-25】参照）も見受

けられた。 

島根県が出資等の財政援助を行っている外郭団体の資産は、全てではない

にしろ県民の税金がその源泉となっているものがあるはずであり、その資産

が適切に保全され、どのように運用されるかは県民の大きな関心事である。 

各外郭団体はもとより、島根県としても資産保全の重要性を自覚し、今後

も各外郭団体がそれぞれの実態に応じた自主的かつ健全な資産運用規定を

作成するよう継続して指導・関与していく必要がある。 
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No. 24-05 部局名 財政課 

概要 出資等法人の余剰資金の活用に向けて資金を共同運用する体制を検討す

べきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

＜出資等法人による共同運用体制構築の斡旋導入＞ 

①概要 

出資等法人から、直接県への資金の還流が困難の場合、かつ、県が、出資

等法人の資金需要に合わせて機動的に県債等を発行する機能を持つことが

困難な場合、県が中核となり、出資等法人が共同で、運用代理人等に対し、

県債を中心に運用する金銭信託を行う体制構築を斡旋することが望ましい。 

これは、県と出資等法人グループ全体の「キャッシュ・マネジメント」の

「外注化」である。 

②具体的手法 

出資等法人が共同で、信託銀行等に金銭を信託し、運用機関（アセットマ

ネジメント会社等）に対して資金運用を依頼する。その際、運用機関に対し

ては、県と出資等法人のニーズをマッチングさせ、主に島根県債で運用を行

う契約をする。一番単純には、特定金銭信託（特金）を設定してもらい、出

資等法人の運用先を当該特金に集中してもらうという方法である。 

③評価 

このスキームは、キャッシュ・マネジメントの外注化であり、費用面で委

託費の発生等のコストがかかるが、いわゆる運用のプロに運用を委託するも

のであり、金融市場の複雑化・多様化への対応・リスク回避と出資等法人の

運用管理能力の限界を考えると、有効な選択肢となりうる。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

島根県債を中心とした運用であれば、出資等法人が自らの判断により実施

可能である。運用を共同運用機構に外注した場合には、運用益に比較してコ

ストのウェートが大きくなるため、共同運用によるメリットは少ないと考え

ている。 

また、出資等法人の資金運用については、リスクの認識及び評価をした上

で行うよう各団体に周知したところであり、外部委託を要するような団体の

運用管理能力を超えた運用は必要とされていない。 

以上のことから、県として共同運用体制構築の斡旋を行うことは考えてい

ない。 

現監査人の見解 
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是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

指摘時点で、監査対象となった 22 団体（出資等法人、以下法人と称す）

の金融資産合計は 580 億円余りである。事業投資や県財政への還流、金融資

産のままでの運用など、形態を問わず、この資産を最大限に有効活用するに

はどうすればよいか、を考えた際に、①金融資産のままでより高い運用益を

上げつつ、②県債という形で県財政に還流させよう、という 2 つの目的を同

時に達成できるように提言されたのがこの指摘である。確かに、①の面だけ

を考えると、県の措置内容にもあるように、島根県債での運用を基本とする

限り、運用委託料に見合った運用益を上げることは難しいかもしれず、個々

の法人が現状通り自前でポートフォリオを組み、個別に運用を行い、運用益

で管理費を賄うという選択も致し方ないものと考える。 

しかし、②の面ではどうであろうか。個々の法人に運用を任せれば、県債

の引き受けという選択肢は他の運用方法と同列になり、県財政への寄与がで

きない。 

県は措置内容のような回答をする以上は、この 580 億円の有効活用に向け

て創造的な解決案を提示する必要がある。 

この点、監査で財政課に確認をしたところ、以下のような考えを聞くこと

ができた。 

ⅰ）寄付の依頼 

ⅱ）法人への県債引き受けのお願い、発行情報の提供 

ⅲ）県との共同事業の実施（県事業への資金提供） 

ⅰ）は H24 年度監査の中でも出ている考えであり、効果は大きいが種々

の障害があり実現可能性は低い。 

ⅱ）は県からの発行情報の提供を受け、数団体で島根県債の購入を行った

実績がある。県としては今後も外郭団体に対し、発行情報の提供や県債の購

入を働きかけていく。 

ⅲ）に関しては、H24 年の報告書の中にはないアイデアであり、県が行う

委託、補助、貸付などの逆パターンで、県事業に法人の資金を活用するもの

で取組事例も見られる。効果は高いと思われるし、県と一体となった戦略投

資であれば、投資機会に乏しく資金を守っているような法人にも行動を促せ

ると思われるので、より範囲を広げて引き続き取り組んで欲しい。 
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No. 24-06、07、08、09、10、11、12 部局名 人事課 

概要 指定管理者の選定について、手続の公開性・透明性、公募期間、選定基準の

公表、審査の公平性、指定管理料の積算などの点から問題がある。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘事項 

前監査人の

見解 

①指定管理者の選定手続の公開性・透明性の確保が必要【24－06】 

指定管理者の指定手続き等について、県では、通則的な条例・規則等

が制定されておらず、制度の運用全般及び詳細については「ガイドライ

ン」によっている。 

しかし、ガイドラインは、所管課はじめ県の内部で制度を適正に運用

するための技術的なものである。 

また、従来、公の施設の管理委託は、適正な管理水準を維持するとの

観点から、管理委託者が限定されていた。 

よって、適正な管理水準を維持すると同時に、広く適格者を募るため、

選定手続きの公開性・透明性の確保が必要である。 

指定管理者の指定手続等について、募集方法、応募資格、募集要項に

示すべき事項、募集時に公表すべき資料、指定の申請に関する事項、選

定委員会に関する事項（設置、委員の構成等）、選定基準、選定結果の通

知・公表等、各施設における指定管理者選定手続等の共通事項の標準的

な規定を整備・公開すべきである。 

 ②公募期間を最低でも２か月程度設けるべき【24－07】 

ガイドラインによると、公募期間は最低限 40 日間は確保するとされて

いるが、指定管理者の受託は、人員的にも設備的にも大きな投資が必要

であるから、事前に十分な情報を得て、経営や事業計画を検討する必要

があり、十分な熟慮期間を与えなければ、応募者が限定されていくこと

は避けられない。 

よって、広く一般民間事業者等の参加を求めるため、最低でも２か月

程度の期間は設けるべきである。 

 ③選定基準等を公募と同時に公表すべき【24－08】 

  ガイドラインによると、指定管理者の選定基準等の検討・公表は、公

募期間半ばまでの対応が必要（公表に合わせて選定基準等を公表するの

が望ましい）とされている。 

しかし、選定基準は、民間企業等が応募するか否かを決定する最大の

考慮要素であるから、広く一般民間事業者等の参加を求めるためには、

明確な選定基準を、時間的な余裕をもって提示することが必要である。 

よって、選定基準等は、公募と同時に公表するよう規定すべきである。 

 ④公平な審査・選定の担保が必要【24－09】 
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ガイドラインによると、指定管理者を選定する委員会は、外部委員を

含めた構成とするとされている。 

しかし、外部委員の適格性については、何らの基準もなく、人選は所

管課に任せられており、利害関係人の参画を排除する制度的な担保がな

い。また、外部委員の人数についても具体的な規定が無い。 

よって、公平な審査・選定を担保するため、外部委員の適格性の基準

を明確にし、選定委員会では、少なくとも外部委員を過半数とすべきこ

とが望まれる。 

 ⑤指定管理料の積算の考え方について共有を図るべき【24－11】 

  県では、指定管理期間にかかる指定管理料の総額について、包括的に、

債務負担行為を設定している。 

そうすると、指定管理者にとっては、指定管理の全期間にわたり予算

措置の裏付けがあると言え、安心して事業を継続することができる。更

に、指定管理者がコストの削減努力を行って利益を計上した場合も、翌

年度の指定管理料は不変であるから、削減努力を継続するモチベーショ

ンが維持できる。 

また、議会や県民にとっても、指定管理契約に表示された債務金額の

総額が、県の負担する債務額として付議されることで、県の予算上、次

年度以降の負担も含めて判断されることになり、県の財政について正確

な情報を得られる。 

よって、指定管理期間中、管理料を変更しないことには合理的な理由

がある。 

しかし、長期間において、指定管理料を固定することになるから、そ

の正確性が重要である。 

特に、費用については予測可能性が高いが、利用料金収入については、

流行、競争相手の出現等多様な外部環境の評価が必要であり、県の所管

課だけでなく、現場の意見も取り込んで見込額を算出すべきである。 

よって、県と指定管理者の相互理解を深め、信頼関係をさらに構築す

るためにも、相互に十分な意見交換をする等、指定管理料の積算の考え

方を共有できる手法の構築を検討することが望まれる。 

 ⑥非公募の要件・基準を設け、それを公開すべき【24－12】 

  各施設設置条例及びガイドラインによると、「特別の事情があると認め

る場合」には、公募によらないことが可能である。 

しかし、県によると、ガイドラインにおいて、「特別の事情があると認

める場合」がどのような場合かについての基準は特に無いため、所管課

が、個別具体的に判断しているという説明であった。 

この点について、指定管理者制度の目的を達成するためには、指定管
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理者を選定する際に競争性が確保される必要があるから、指定管理者の

選定は、公募を原則とすべきであり、公募にしない場合は、その明確な

理由が必要である。そして、公募にするか否かの判断過程についても、

公開性・透明性の確保が必要である。 

よって、指定管理者選定手続等の規定において、例示列挙などにより、

公募にしない場合の要件・基準を設け、公開すべきである。 

県は、ケースバイケースであるから、要件・基準の作成と開示は難し

いとする。 

しかし、指定管理者制度の公開性・透明性確保の重要性にかんがみ、

公募にしない場合の例示的な要件・基準を設け、公開することが望まし

い。 

県の措置・

対応状況 

措置年度 平成 25 年度 

①、②、③、④、⑤、⑥について 

平成 27 年度に予定している次期指定管理者一斉更新に向けたガイドラ

イン見直しの中で、実態を踏まえ、他県の状況も参考にしながら、指摘事

項について、検討を行う。（新ガイドライン年度内策定予定） 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見

の内容 

 ①、②、③、④、⑤、⑥について 

前回監査後、島根県は、「指定管理制度運用に係る共通ガイドライン」

において指定管理についての共通事項を整備しており、WEB 上でも公開

している。 

それによれば、 

① 募集予告を募集開始の概ね 30 日前からすることとし、公募期間

も 40日から 60日へ伸長するなど、選定手続きの公開性が高まって

いる。また、選定委員についても利害関係人排除の規定を設けるな

ど、選定手続きの透明性を高めている。 

② 募集予告を募集開始の概ね 30 日前からすることとし、公募期間

も 40日から 60日へ伸長された。 

③ 選定基準等が公募と同時に公表するよう規定された。 

④ 選定委員会の委員は、原則として概ね 5名以上とし、その過半数

は外部委員で構成するものとされている。また、利害関係者は指定

管理者候補選定の審査に参加できないとして、利害関係人排除のた

めの規定も設けられるなど、公平な審査・選定を担保するための措
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置がとられている。 

⑤ 公募時の指定管理料の基本的な考え方が示されているとともに、

指定管理料の見直し（指定期間が５年を超える場合など）の際の基

本的な考え方を示すなど、指定管理料の積算の考え方について共通

化を図っている。 

⑥ 指定管理者の募集方法については原則として公募とし、例外とし

て知事が特別の事情があると認める場合には非公募にできるとさ

れている。そして、「特別の事情による非公募の基準」が別途具体

的に規定されており、非公募の要件が公開されている。 

したがって、前監査人の指摘に対する措置としては問題がなく、是正さ

れていると判断した。 
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No. 24-18 部局名 地域政策課 

概要 公益財団法人しまね海洋館は、有価証券運用を明文化すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

（有価証券運用について） 

当団体は、現在、島根県債のみの運用としている。また、当団体は、担当

者は投資経験が豊富である。 

ただし、担当者が交代した場合のこともあり、運用を明文化したほうがよ

いと考える。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

 平成 25 年 4 月に、「公益財団法人しまね海洋館財産管理運用規程」及び「公

益財団法人しまね海洋館資金運用要綱」を策定し、その中で有価証券運用規

定についても明文化した。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

今回の監査において「公益財団法人しまね海洋館財産管理運用規程（以下、

規程）」及び「公益財団法人しまね海洋館資金運用要綱（以下、要綱）」を確

認したところ、運用可能な金融商品は明文化されており、前回監査の措置状

況としては問題ないと判断した。ただし、要綱のなかで「運用に係わる金融

商品について、満期に至るまで継続することができない特別な事情が発生し

たときは、理事長は、事務局に適切な措置を講じさせなければならない」と

なっているが、この措置を講じた場合に確実に次回定例理事会に報告できる

よう、取り扱いを明記することが望ましい。 

また、投資の期間については規程及び要綱のなかでは明文化しておらず、

指定管理者であるため内部的なルールとして指定期間を超えない運用をす

るようにしているとのことであり、この点については合理的と考えられる

が、今後担当者が変わった場合に利率が有利であるという理由だけで長期投

資に手を出す担当者もいるかもしれない。よって、取り扱うことのできる金

融商品の運用期間も上記要綱に明記することが望ましいのではないかと考

える。 
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No. 24-19 部局名 地域政策課 

概要 公益財団法人しまね海洋館は、ペイオフに関する規定の策定とペイオフ対

策をすべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

（預金運用について） 

当団体は、特定の銀行に、3 億円近い資金を普通預金にしており、ペイオ

フ対策規定も無く、ペイオフの具体的対策も何もしていないから、早急に規

定の策定とペイオフ対策をすべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

 営業に必要な運転資金以外の資金については、新たに定期預金での運用や

県債での運用の増額などを検討している。 

金融機関のディスクロージャー情報を収集、信用リスクについて分析し、リ

スクがあれば機動的に預金の引き上げができるよう準備している。 

ペイオフ規定の策定については、検討をしているところ。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない。 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

今回の監査において担当者にヒアリングを行ったところ、ペイオフの対策

としては預け先の金融機関の状況を確認したりするのみで、特に預金を分散

して預け入れる等は行っておらず、ペイオフに関する規定も未策定であると

のことであった。 

確かに、現在の状況下でペイオフ対策をすることに現実味が感じられない

のは理解できるが、常に起こるべきリスクを想定しながら団体運営を行うこ

とは重要なことであるため、安全を期してペイオフ対策の規定を財産管理運

用規程や資金運用要綱に盛り込む必要がある。 

なお、この点について、しまね海洋館の担当者はペイオフ規定策定の意欲

はあるものの、どのように規定を策定していいのか不明であり他団体を参考

にしたいとのことであった。このことについては、各団体がその実情に応じ

て自主的に決定すべきものではあるが、島根県としても各団体の資産運用規

定を保有しているため、他の法人の事例を参考にしながらより積極的にコミ

ュニケーションを図り、必要な指導を行えば、当該資産運用規定の問題のみ

ならず、より効果的かつ効率的な外部団体の管理を行うことができるものと

考えられる。 
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No. 24-20 部局名 文化国際課 

概要 公益財団法人しまね国際センターは、有価証券のタイムリーな時価認識に

ついて仕組みを整備すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

（有価証券運用について） 

当団体は、会計方針として、時価評価すると同時に、超長期国債、事業債、

劣後債を保有している。 

当団体は、多くの団体と異なり、有価証券を時価評価している。そのため、

金利上昇等で、金融資産に数億円単位で損失を計上する必要性が出てくる可

能性がある。この点、当団体は、「市場の動向を注視しながら安全、適正か

つ効率的に運用する」方針であることを表明している。更に、経験者を専任

の有価証券運用担当者として配置し、管理体制は十分としている。しかし、

有価証券市場の変化は早く大きい。一方、当団体は、有価証券の売買等の決

裁は理事長決裁としていることもあり、運用担当者だけでは売買できない。 

よって、運用体制（フロント業務）の充実に加えて、よりスムーズなリス

ク対応ができるよう、タイムリーな時価把握ができるようなリスク管理体制

（ミドル業務）の整備・迅速な意思決定の担保が必要であると考える。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

 次のとおり措置済みである。 

①債券市場の動向を毎日注視する。 

②債券市場で大きな値動きがあれば証券会社から連絡がある。 

③毎月、証券会社から市場の情報とレポートを受ける。 

④決裁を携帯電話で迅速に行う。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

今回の監査では、上記措置の①から④の手続が実際に行われているかどう

かの観点で監査を実施した。その結果、担当者が毎日債券市場の動向を注視

するとともに適宜時価を確認し、通常の事務処理の中で必要事項については

内部でコミュニケーションを図りながら有価証券の運用を行っており、必要

な資料は保存されていることが確認できた。また、有価証券運用に関する決

裁権者である理事長は週一回の勤務であるため、状況に応じて携帯電話で連

絡しており、その際のやりとりも記録として残しており、前回監査の措置と

して問題はないと判断した。 
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なお、平成 25 年度に規定を改正しペイオフ対策を盛り込んだほか、投資

可能な外国債を AA→AAA にすることとし、より安全性を重視した規定にし

ている点でも評価できる。 

以上のように、当団体の有価証券管理体制に特に問題はないが、上記のよ

うな日常の事務処理については規定で明文化されていない。確かに日常の些

細な事務処理まで規定に盛り込むのは難しいと考えられるため、担当者が変

わった場合のためにも内部マニュアル等の形で残しておいていただきたい。 
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No. 24-46 部局名 水産課 

概要 公益社団法人島根県水産振興協会（以下、当会と称す）の資金をより長期

的な視点での戦略にもとづき活用することが望まれる。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

＜積極投資の必要性＞ 

当会は、「水槽や生簀といった設備の更新投資がそのうち出てくるので、そ

れに備えて積み立てをすべき。すでに更新した施設は 30 百万円かかった。

撤去費では 5 百万円かかった。」と回答しており、だから事業で使う支出を

抑えている、ということである。 

しかし、当会は水産振興事業を行うことが主たる目的であるはずである。19 

億円の資金があるのに、小額の百万、千万円単位の施設更新だけを行ってい

るのでは、到底戦略的な投資とは言えない 

よって、資産の 9 割以上である余剰資金 19 億円を、わずかばかりの利息し

かつかない国債という紙切れにしておくのではなく、県民の幸福につなげる

事業に振り向けるべきことが望まれる。 

例えば、当会は、大規模で最新鋭の設備を集中的に整備する等、他県との

競争に勝てる施設整備に資金を振り分けることを検討すべきである。特に、

多額の資金があるのであるから、「水産しまね」の振興を現実化できる戦略

性を、具体的に発揮すべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

当会の主事業である栽培漁業は非収益事業であり、収入の増加を見込んだ

投資は期待できない。しかしながら、“コスト削減のための投資”や“新た

な収益事業導入のための投資”の可能性については検討する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 なし 

指摘事項・意見区分 ― 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

栽培漁業は県民のために必要な事業であり、当会は水産資源の維持という

日本の食生活や食文化維持のためにも重要な事業を担っている。また、小規

模ながら設備投資を続けていることは他の団体よりむしろ評価すべきかも

しれない。ただ、それゆえに気になってしまうこともあり、それが H24 年

度の指摘となっている。 

当会だけに言えることではないという前提であえてここで触れるが、国債

の価値や円の通貨価値まで含めたマクロ環境は永久不変ではない。今は運用
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利息が 30 百万円あり、それが事業費を賄うのに貢献しているという主張は

今の環境下では理解できるが、そもそもその元本には確たる保証はない。 

また、大きな借入金を背負い、資金難で困っている他の県出資団体もある。

環境変化によっては、貯めておいた資金がそうした団体の救済など使われる

可能性もゼロではない。 

使途が自由なうちに、また、通貨価値が安定しているうちに、当会のよう

に余裕のある出資団体には、将来へ向けた戦略投資を実施することもぜひ視

野に入れて事業計画を練ってほしい。 

これからの漁業はますます世界との競争になる。国内消費も減る。水産資

源はあっても漁をする者がいなくなれば、日本人の食卓も変貌せざるを得な

いであろう。魚は資源の乏しい日本にあって貴重な自給資源である。監査人

が言及することでないであろうが、当会は県と一体となり、視点を一段高い

ところに置いて、「長期的に県民（国民）にとって何が必要か？そのために

何ができるか？」の問いに基づいた、高いレベルの水産行政を期待したい。 
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No. 24-48 部局名 保健体育課 

概要 公益財団法人島根県体育協会は資産運用規程（案）を策定すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 指摘 

前監査人の

見解 

（有価証券運用について） 

当団体は、中期地方債で運用しており、リスクは極小である。もっとも、

運用規定が無いので、早急に作成すべきである。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

運用規定の作成について、現在検討中である。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

平成 24 年度の包括外部監査の指摘を受け、平成 25 年の 5 月に島根県体育

協会に平成 25 年度内に規程を整備するよう通知しているが、平成 27 年 1

月現在において規定（案）自体は作成されているものの未だ施行に至ってい

ない。今回の監査では「公益財団法人島根県体育協会資産運用規程（案）」

を確認したところ、管理体制、運用方針、手続、緊急事態対応等必要な事項

が網羅されており、他の部署の見本となる整備された規程となっていた。同

様の指摘を受けた他の団体に比べて指摘への対応が遅れている点で問題は

あるが、当協会の実情に応じた工夫がなされており対応状況としては問題な

いと判断した。 

今後の対応としては、平成 27 年 3 月開催予定の理事会の決議を経て平成

27 年 4 月 1 日に施行予定とされている。 

島根県としても、このような好事例を情報として蓄積し、共有するような

体制構築に努めていただきたい。 
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No. 24-51 部局名 農畜産振興課 

概要 公益社団法人島根県畜産振興協会は、有価証券投資を行うのであれば詳細

な運用規定を策定すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

（有価証券運用について） 

有価証券運用を開始する際は、最新の投資商品に合わせて、詳細な規定を

作ることが望ましい。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

現在、有価証券投資は行っておらず、今後も投資をする可能性は低いが、

今後の県からの指導を参考に、運用規定を策定する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されていない 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

平成 24 年度の包括外部監査の指摘を受け、未だ案を作成している途中で

あり、資産運用規定の制定には至っていないのが現状である。今回の監査に

おいてヒアリングしたところ、平成 26 年度末の理事会までに作成して理事

会の承認を得たいとのことであった。そこで、今回の監査においては当該

「案」を確認したところ、島根県人事課が示した「債券等運用規程に定める

主な項目」で重要であると考えられる非常時の対応（危機管理）を規定する

条項もなく、内容としては不十分であると言わざるを得ない。 

また、当団体はＪＡ島根県信連へ多額の預金をしており、ペイオフ対策も

十分になされているとは言えない。この点については、信連への預金残高に

応じて交付金を助成してもらうというメリットや、生産者との取引上のメリ

ットがあるとのことであるが、資産運用の安全を期すために今一度ペイオフ

対策について検討していただきたい。 

ＪＡ信連の統合が当団体の運営に与える影響は大きいため、その状況が確

定するまで資産運用規程の策定が難しい面はあるかもしれないが、再度団体

内部において協議を行い、規程内で定める必要事項を整理し、当団体の実情

に応じた資産管理規程の制定が望まれる。 
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No. 24-59 部局名 林業課 

概要 公益社団法人島根県林業公社（以下、この項において公社と称す）の抜本

的な経営改善計画を立案すべきである。 

前監査時の監査人見解とその後の県の措置・対応状況 

指摘事項・意見区分 意見 

前監査人の

見解 

・県からの借入金（未払利息を含む）360 億円がある。現時点での超長期返

済計画はあまり現実的とは言い難い。一般企業と同様、現状のスキームを離

れた、抜本的対策の入った経営改善計画の早期策定が是非望まれるところで

ある。 

・県は、造林事業に別の意義を見出し、政策目的で事業を維持するか、それ

とも縮小・廃止するのか判断すべきである。森づくりには公益的機能がある

のだから、森林資源公社として生きていくべきではないか。 

県の措置・対

応状況 

措置年度 平成 25 年度 

今年度策定する公社の次期経営計画の検討に際し、県・公社が協議し今後

の方針を決定する。 

現監査人の見解 

是正済みか否か 是正されている 

今後の改善の余地 あり 

指摘事項・意見区分 意見 

妥当性判断

の理由及び

結果・意見の

内容 

公社は H25 年度に外部検討委員会からの提言を受け、「第 4 次島根県林業

公社経営計画」を策定した。その概要は以下のとおりである。 

・すでに主伐による木材生産・供給を開始できる状況にあり、経済効果、

雇用創出、公益的機能を考慮すれば主伐を開始すべき 

・上記の効果を得るために国、県、市町の支援が必要 

・バイオマス利用による増収（林地残材（枝葉）の利用） 

・不成績林等の処理（契約解除） 

・生育状況と需要に対応した生産手法の導入（合板は良質木材の必要は無

いので、手間をかけず経費削減） 

・日本政策金融公庫からの借入金を繰上償還し、将来の利息を減らす 

この計画には、H24 年度監査でも提言した公益的機能の認識と県民理解の

ための情報開示が盛り込まれている点では評価できる。 

しかし、H25 年度末時点でも県は公社に対し、貸付金約 319 億円、出資

金約 2 億円、計約 321 億円を投資している。 

さらに、事業費への補助金が毎期 2 億弱、市中銀行や日本公庫からの借入

を県からの借入に借り換えるための新規貸付が毎期 7～8 億程度、計 10 億の

維持支出が当面必要になっている。 
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しかも長期経営計画は、様々な経営改善施策は盛り込まれてはいるが、70

年間トータルで依然として 160 億円の赤字計画となっており、これはそのま

ま県債権の貸倒れとなることが予想される。 

これをどう捉えるかであるが、分収造林は事業開始当初から超長期の事業

で、非常にリスクの高いベンチャービジネスであったが、当時その意識は希

薄であったし、国策でもあったため、今回の計画から当時の投資意思決定を

今さら責めることは意味がない。実際、戦後のハゲ山に木を植えるという公

益目的は充分達成したと言え、今後も公益的機能が期待されることから、投

資未回収分以上の非金銭的効果があるともいえる。 

しかし、そもそも超長期の計画に信頼性があるだろうか。計画は H95 年

までの 70 年計画であるが、その間には木材価格の変動、貨幣価値の変動な

どの経済的変化、科学技術の進展、政治的変化なども当然起こる。建材とし

ての木材の需要は減退が避けられないであろうし、同様の林業公社が全国に

あることを考えると、一時期に供給が過剰となり更なる価格下落も予想され

る。逆に国内需要ではなく海外での需要が高まり輸出が引き合う状況も考え

られる。また、雇用創出効果といっても、人口減少の中、雇用すべき人がい

なければ効果にはならない。この計画は、そうしたマクロの視点でのシミュ

レーションが一切入っていない。あくまで現在の経済状況や価格を前提とし

ている。現時点で考えうる最大限の情報を入手して状況をさまざまにシミュ

レーションしても、正確な予測は到底不可能であるから、最終的に公表され

た数値にならざるを得ないことは理解できる。逆に言えば、絵に描いた餅に

過ぎない。 

ただ、今回の監査の意見として言っておきたいのは、絵に描いた餅の計画

しか作りえないのは致し方ないとして、では、どのような状態になれば分収

造林を中止するのか、どのような状態になれば公社を解散するのか、その撤

退戦略を明確にすべきではないか、ということである。予測不可能であれば、

今回の計画のような楽観的なものと、事業からの撤退を余儀なくされる悲観

的なものとの両方を用意しておくのが、将来に対する真摯な態度ではないか

と考える。 

一般企業でもなかなか撤退基準を設けることはないが、県にはぜひ民間人

を含め優秀な人材を招集して、次回計画を待つことなく早速、それに挑戦し

ていただきたいと考える。 
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監査を終えて 

今回の包括外部監査は、監査人にとって初めての監査であったが、何とか報告までこぎつける

ことができた。これもひとえに対応していただいたすべての担当者の方々、監査委員事務局及び

政策企画監室のご担当の方々の甚大なるご協力のおかげである。まず、御礼を申し上げたい。 

過去に補助者として包括外部監査に関わった際にも述べたが、県職員の方の能力は非常に高

い。殊に、異動間もない 5 月や 6 月に、それまでの経緯も含めたご説明を何の苦もなくされる姿に

驚きの念さえ感じる。引継ぎは相当しっかりされているのであろう。こういう点は民間企業も大いに

見習わなければならない。 

さて、今回「過去の包括外部監査の措置状況について」というテーマで監査を行ったが、参考に

していた他の自治体とは違い、県では監査結果を毎年度とても真摯に受け止められており、途中、

「これでは報告書に何も書けないな…」と、この監査テーマを選んだことを悔やんだときもあった。た

だ、結果として、今回選んだ 92 項目のうち、40 項目では何らかの改善の余地を残している旨を報

告させていただいた。まとめは既に全般的意見として述べたことと重複するのでここで詳しく記載す

るつもりはない。ただ、次のようなことを感じた。「県という組織は、内部管理事務改善につながる決

定は割と早いし成果も上がっているが、『大きな決定』はなかなかしたがらない。組織をなくす決定

ではなく、なんとか今の組織を『生かそう（活かそう）』とする傾向が強い」と。考慮すべき利害関係者

の規模や影響の大きさは確かに決断を難しくしており、また組織を削ることは人を削ること、予算を

削ることであるから自己の評価を考えるとそうした決定はしづらいのも理解できる。 

しかし、2010年代に入って、県にとって 1年の意味が大きく変わってきているのを感じる。人口は

年間 5,000 人ペースで減少し、平成の大合併前の中規模の「町」が毎年 1 つずつ消えている計算

だ。今年度初めにはついに 70 万人を割り込んでしまった。別の機会に島根県西南端の鹿足郡を

訪れる機会があったが、空き家の増加は目を覆うばかりである。 

われわれは、人口60万人台の島根県に対する史上初の監査人として、抜本的な対応はもっとス

ピードアップしなければならないと言わざるを得ない。そしてそこにこそ、県の誇る優秀な人的資源

を投下すべきではないだろうか。 

政策企画監室のフォローアップ制度をはじめ、監査に対する真摯な対応は確かで、これからも

続けていただきたいが、全般的に見て、現状の包括外部監査には抜本的な対策を取らせ、県の財

政を大きく左右する力はないと感じた。やはり内部からのフォローアップでは限界がある。外部から

のチェックができるのは結局この包括外部監査制度しかなく、本質に踏み込んだフォローアップが

できるのも監査人自身である。今回は、本来、過去の監査人の諸先輩方がなされるべきフォローア

ップを僭越ながらさせていただいた。このような振り返り的監査も PDCA を完成させる意味ではたま

には必要であろう。今回の監査が県勢の維持拡大、改革のスピードアップに役立つとすれば幸い

である。 
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【平成 26 年度 包括外部監査の日程等について】 

 

月日 内容 

平成 26年 

4月 24日 内部協議 

平成 26年 

5月 13日 
内部協議 
ヒアリング（人事課） 

平成 26年 

5月 21日 ヒアリング（財政課、出納局審査指導課） 

平成 26年 

5月 29日 
内部協議 
ヒアリング（企業局） 

平成 26年 

6月 4日 
内部協議 
ヒアリング（病院局） 

平成 26年 

6月 13日 
内部協議 
ヒアリング（監査委員事務局） 

平成 26年 

6月 19日 
内部協議 
ヒアリング（防災部） 

平成 26年 
6月 27日 内部協議 

平成 26年 

7月 2日 
内部協議 

平成 26年 

7月 11日 
ヒアリング（文化財課、松江県土整備事務
所） 

平成 26年 

7月 18日 
ヒアリング（観光振興課、教育指導課、高速
道路推進課） 

平成 26年 

7月 28日 
内部協議 

平成 26年 

8月 7日 
内部協議 

平成 26年 

8月 19日 
内部協議 

平成 26年 

8月 26日 
内部協議 

平成 26年 

9月 3日 
内部協議 
ヒアリング（政策企画監室） 

平成 26年 

9月 9日 
内部協議 

平成 26年 

9月 16日 

ヒアリング（出納局審査指導課、健康福祉
総務課、水産課、(公社)島根県水産振興協

会） 

平成 26年 

9月 26日 

ヒアリング（保健体育課、(公財)島根県体育

協会、林業課、（公社）島根県林業公社、
農畜産振興課、(株)島根県食肉公社、(公
社)島根県畜産振興協会、港湾空港課、出

雲空港ターミナルビル(株)、地域政策課、
(公財)しまね海洋館、建築住宅課） 

月日 内容 

平成 26年 

10月 2日 
ヒアリング（政策企画監室、財政課、人事

課） 

平成 26年 

10月 8日 
ヒアリング（観光振興課、情報政策課、中
小企業課） 

平成 26年 

10月 16日 

ヒアリング（土木総務課、島根県土地開発

公社、企業立地課、農業経営課、学校企
画課、文化国際課、(公財)しまね国際セ
ンター） 

平成 26年 

10月 24日 

ヒアリング・実地監査 

（しまねブランド推進課、青少年家庭課、
税務課） 

平成 26年 

10月 30日 
内部協議 

平成 26年

11月 6日 
内部協議 

平成 26年 

11月 14日 

ヒアリング（情報政策課、政策企画監室、

財政課、建築住宅課、健康福祉総務課、
青少年家庭課、人事課、農業経営課） 

平成 26年 

11月 20日 

ヒアリング（土木総務課、企業立地課、中
小企業課、林業課、出納局審査指導課、
広聴広報課） 

平成 26年

11月 26日 
内部協議 

平成 26年 

12月 3日 
内部協議 

平成 26年 

12月 10日 
ヒアリング（税務課、建築住宅課） 

平成 26年

12月 18日 
内部協議、報告書打ち合わせ 

平成 27年 

1月 9日 
内部協議 

平成 27年 

1月 21日 
内部協議 

平成 27年 

1月 26日 
内部協議 

平成 27年 

2月 10日 
報告書内容 協議 

※上記は、協議、レクチャー、ヒアリングのみ記載してあります。別途、各自で協議のための資料作成や報告書作成などを行っています。 


